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プラン策定にあたって 

 

 本県では「みえ障がい者共生社会づくりプラン」において障がい者施策の基本的な

方向を定め、共生社会の実現をめざして様々な取組を進めており、平成 30（2018）年

度からの３年間では、権利の擁護や特別支援教育の充実、地域移行・地域生活支援、

災害時の対応に関する取組等に総合的に取り組んでまいりました。 

 平成 31（2019）年４月１日には「障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやす

い三重県づくり条例」が全面施行され、障がいを理由とする不当な差別的取扱いの禁

止や合理的な配慮の提供などが定められたところです。 

 

 この間、国においては、「障害者による文化芸術活動の推進に関する法律」や「視

覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律」が施行され、また、障害者雇用促

進法による法定雇用率が令和３（2021）年３月に引き上げられるなど、障がい者施策

の充実が図られています。 

 

 このような状況の中、県内の障がい者を取り巻く状況、前プランにおける取組成果

や課題をふまえ、令和３（2021）年度から３年間の障がい者施策の基本的方向を定め

た「みえ障がい者共生社会づくりプラン－2021 年度～2023 年度－」を策定しました。 

 プランでは、新たに「ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）」の考え方を取り入れると

ともに、ＩＣＴの導入等による新型コロナウイルス感染症拡大への対応や、権利の擁

護、特別支援教育の充実、障がい者就労の促進、スポーツ・芸術文化活動の推進、地

域移行・地域生活支援、福祉と医療などが連携した支援の充実などに総合的に取り組

むことにより、基本理念である「障がいの有無によって分け隔てられることなく、お

互いに人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現」をめざしていくこととし

ています。 

 今後、県ではプランに掲げた取組を推進するとともに、障がいの有無にかかわらず

全ての県民の皆さんと、プランの基本理念である共生社会を実現していきたいと考え

ています。 

 

 最後になりましたが、プランの策定にあたり、貴重なご意見をいただきました県

民の皆さんをはじめ、三重県障害者施策推進協議会および三重県障害者自立支援協議

会の委員ならびに関係者の方々に心より感謝申し上げます。 

 

令和３年３月 

 

            三重県知事  鈴 木 英 敬 
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１ 計画策定の趣旨 

わが国における障がい者の権利の保障、障がい者施策は、これまで、「リハビリテー

ション（ライフステージの全段階において全人間的復権をめざす）」、「ノーマライゼ

ーション（障がいのある人もない人も共に一緒に暮らし活動する社会をめざす）」と

いう理念のもと、全ての国民が障がいの有無によって分け隔てられることなく共生す

る社会の実現に向けた取組として展開されてきました。 

平成 18（2006）年には、障がい者が有する人権や自由を確保し、障がい者固有の尊

厳を大切にすることなどを目的とした「障害者の権利に関する条約（障害者権利条約）」

が国連で採択されました。 

わが国では、その批准に向け、「障害者基本法」の改正（平成 23（2011）年８月施

行）、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（障害者虐待

防止法）」の制定（平成 24（2012）年 10 月施行）、「障害者自立支援法」の「障害者の

日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」への改

正（平成 25（2013）年４月施行）、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律

（障害者差別解消法）」の制定（平成 28（2016）年４月施行）など国内法の整備が進

められ、平成 26（2014）年１月 20 日に条約を批准、同年２月 19 日に効力が発生しま

した。 

本県では、平成 18（2006）年度に、「障害者基本法」に基づく障害者計画と、「障害

者自立支援法」に基づく障害福祉計画を統合した「みえ障がい者福祉プラン」（平成

18 年度～平成 20 年度）を策定し、平成 20（2008）年度には第２期計画（平成 21 年

度～平成 23 年度）に改定しました。 

その後、平成 23（2011）年度に、「障害者基本法」の改正などをふまえ、「障がいの

有無によって分け隔てられることなく、お互いに人格と個性を尊重し合いながら共生

する社会の実現」を基本理念とした「みえ障がい者共生社会づくりプラン」（平成 24

年度～平成 26 年度）を策定し、その後２度の改定を経た「みえ障がい者共生社会づ

くりプラン－2018 年度～2020 年度－」に基づき、権利の擁護、特別支援教育、障が

い者雇用、障がい者スポーツや芸術文化活動、地域生活移行、地域生活支援、相談支

援、災害時の対応に関する取組など、総合的かつ計画的に施策を展開してきました。 

また、旧優生保護法により心身に多大な苦痛を受けてきた方々の名誉と尊厳の尊重、

医療的ケア児・者への支援などの他、新型コロナウイルス感染症による生活様式の変

容により、フィジカルディスタンスを保つために視覚障がい者のサポートが困難にな

る、マスクをつけることにより聴覚障がい者のコミュニケーションに支障が出るなど、

新たな課題も発生しています。 

このような中、「みえ障がい者共生社会づくりプラン－2018 年度～2020 年度－」の

検証を行うとともに、本県における現状と課題や障がい者施策を取り巻く環境変化を
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ふまえ、平成 30（2018）年に策定された国の「障害者基本計画（第４次）」ならびに

令和２（2020）年５月に告示された「障害者総合支援法」および「児童福祉法」に基

づく国の基本指針や平成 31（2019）年４月に全面施行された「障がいの有無にかかわ

らず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例」に即して、プランを改定します。 

 

２ 計画の基本的事項 
 

 （１）計画の性格 

この計画は、本県が取り組む障がい者の自立および社会参加の支援等のための施策

の方向性を明らかにした計画です。 

また、県民一人ひとりや民間事業者、関係団体においても、それぞれの立場で自らの

判断と責任のもとで、共生社会づくりを担う一員として行動するための指針となるこ

とを期待するものです。 

 

 （２）計画の位置づけ 

この計画は、以下の３つの計画として策定します。 

①「障害者基本法」に定める都道府県障害者計画 

第十一条 （略） 

２ 都道府県は、障害者基本計画を基本とするとともに、当該都道府県におけ

る障害者の状況等を踏まえ、当該都道府県における障害者のための施策に関

する基本的な計画（以下「都道府県障害者計画」という。）を策定しなければ

ならない。 

 

②「障害者総合支援法」に定める都道府県障害福祉計画 

第八十九条 都道府県は、基本指針に即して、市町村障害福祉計画の達成に資

するため、各市町村を通ずる広域的な見地から、障害福祉サービスの提供体

制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計画（都道府県

障害福祉計画）を定めるものとする。 

 

③「児童福祉法」に定める都道府県障害児福祉計画 

第三十三条の二十二 都道府県は、基本指針に即して、市町村障害児福祉計画

の達成に資するため、各市町村を通ずる広域的な見地から、障害児通所支援

等の提供体制の確保その他障害児通所支援等の円滑な実施に関する計画（以

下「都道府県障害児福祉計画」という。）を定めるものとする。 
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 （３）他の計画との関係 

この計画は、本県の戦略計画である「みえ県民力ビジョン」をふまえて策定すると

ともに、「三重県地域福祉支援計画」、「みえ高齢者元気・かがやきプラン」、「希望がか

なうみえ 子どもスマイルプラン」、「三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進

計画」、「三重県医療計画」、「三重県特別支援教育推進基本計画」など、関連する他の

計画との整合を図っています。 

また、三重県手話言語条例に定める「手話を使用しやすい環境の整備に関する計画」

として策定する「第２次三重県手話施策推進計画」（令和３(2021)年３月策定）を本計

画の一部として位置づけるとともに、本計画と、平成 29（2017)年 12 月に策定した

「ダイバーシティみえ推進方針 ～ともに 輝く
き ら り

、多様な社会へ～」に基づく取組との

調和を図ります。 

 

 （４）計画の期間 

計画期間は、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までの３年間とします。 

なお、期間中の状況の変化等により見直しの必要が生じた場合は、計画期間内にお

いても適宜見直しを行います。 

 

 

３ 基本理念 

障がい者が、障がいのない人と等しく自らの決定・選択に基づき、社会のあらゆる

分野の活動に参加、参画できる仕組みを構築することで、主体的に社会づくりに関わ

りながら自立した生活を営み、障がいの有無にかかわらず相互に人格と個性を尊重し

合い共生する社会の実現をめざします。 

＜基本理念＞ 

 

 

 

 

 

４ 計画推進の基本原則 

本計画に基づき、さまざまな分野において障がい者施策を展開するにあたり、その

全ての取組の基礎として、共通に位置づけられる原則を次のように定めます。 

 

障がいの有無によって分け隔てられることなく、 

お互いに人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現 



第１章 総論 

第１節 計画の基本的な考え方 5 

 （１）障がい者の自己決定の尊重 

障がい者を、自立し、行動する主体としてとらえ、施策の推進にあたっては、障が

い者の自己決定による意見を尊重します。また、障がい者が施策に係る意思決定の過

程に積極的に関わる機会を確保します。 

 （２）社会的障壁の除去 

障がい者が日常生活または社会生活において受ける制限は、心身の機能の障がいの

みに起因するのではなく、社会におけるさまざまな障壁によって生ずるものとする、

いわゆる「社会モデル」の考え方をふまえ、障がい者の活動を制限し、社会への参加

を制約している事物、制度、慣行等の社会的障壁の除去を進めるため、社会のあらゆ

る場面におけるアクセシビリティの向上を図ります。 

 

 （３）障がい者本位の途切れのない支援 

障がい者の日常生活や社会生活における制限の解消や、障がい者の自立と社会参加

の促進を念頭に、障がい者本位の支援に取り組みます。 

障がい者本位の支援にあたっては、障がい者のライフステージに応じて、保健、医

療、福祉、保育、教育、就労等の支援を行う者が、関係機関の連携により（横の連携）、

途切れのない一貫した支援（縦の連携）に取り組みます。 

 

 （４）障がいの状況等に応じた支援 

年齢、障がいの状態、生活の実態、地域の実情など、障がい者の多様な属性をふま

え、個々の障がい者の支援の必要性に配慮した適切な支援に取り組みます。 

また、障がい者が、自ら選択する地域において、必要な支援を受けながら日常生活

や社会生活を営めるよう、その地域の実情に応じた支援に取り組みます。 

障がいの状況等にあわせて、ＳＤＧｓの視点を取り入れ、誰一人取り残さない支援

に取り組みます。 

 

新型コロナウイルス感染症防止対策の状況や、ＤＸ（デジタルトランスフォーメー

ション）による社会変革の動向を把握し、ＩＣＴの導入等によるテレワークの推進や

フィジカルディスタンスの確保など、「新たな日常」を見据え、必要な対策を進めま

す。 

  

 （５）ＤＸ等をふまえた安全・安心への取組 
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５ 施策体系 

障がいの有無によって分け隔てられることなく、お互いに人格と個性を尊重し合い

ながら共生する社会の実現に向け、以下の体系に基づき障がい者施策の推進を図りま

す。 

 

 （１）多様性を認め合う共生社会づくり 

ＳＤＧs の理念をふまえ、障がいの有無を一人ひとり違う個性として認め合うこと

のできる「多様性を認め合う共生社会づくり」を進めます。 

障がい者に対する差別の解消や虐待の防止に取り組むとともに、合理的配慮の提供

につながるユニバーサルデザインや点字・手話など情報保障の取組をＩＣＴ等を活用

しながら進めることで、情報アクセシビリティの向上に努めます。また、コロナ禍に

おける新たな偏見や課題が生じている現況も含め、啓発等を通じて障がいに対する理

解の促進を図るとともに、福祉用具の普及やバリアフリー観光などの社会参加の環境

づくりを推進します。 

 

 （２）生きがいを実感できる共生社会づくり 

障がいの有無にかかわらず、自己の能力を生かしながら、自らの人生をデザインし、

夢と希望を持っていきいきと生活できる「生きがいを実感できる共生社会づくり」を

進めます。 

社会生活の基礎づくりを担う教育の充実、障がい者の生きがい、自立、社会参加に

つながる就労支援の充実に取り組みます。加えて、障がいに応じたスポーツ活動やＩ

ＣＴ等を活用して文化・芸術活動などに参画できる環境づくりを推進します。 

 

 （３）安心を実感できる共生社会づくり 

障がい者がどこでどのような生活を送るかについて、自らの意思で選択し、安全で

安心して暮らすことができる「安心を実感できる共生社会づくり」を進めます。 

日常生活や社会生活に必要なサービスの充実や暮らしの場の確保、相談支援体制の

整備、福祉・保健・医療・教育等が連携した支援体制の充実を図ります。また、障が

い者を災害や犯罪等から守るため、防災や防犯対策等を推進します。 
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＜みえ障がい者共生社会づくりプランの施策体系＞ 
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決
定
の 

尊
重 

基本原則 

１ １ 権利擁護の推進 
(1) 権利擁護のための体制の充実 

(2) 虐待防止に対する取組の強化 

(3) ユニバーサルデザインのまちづくりの推進 

(4) 選挙等における配慮 

２ 障がいに対する理解の促進 
(1) 啓発・広報の推進 

(2) 福祉教育・人権教育の推進 

(3) ボランティア活動の促進 

３ 情報アクセシビリティの向上と 
  社会参加の環境づくり 

(1) 情報アクセシビリティの向上と活動支援 

(2) 福祉用具の活用の推進 

(3) バリアフリー観光の推進 

１１  多多様様性性をを認認めめ合合うう共共生生社社会会づづくくりり  

２２  生生ききががいいをを実実感感ででききるる共共生生社社会会づづくくりり  

３３  安安心心をを実実感感ででききるる共共生生社社会会づづくくりり  

１ 特別支援教育の充実 
(1) 指導・支援の充実 

(2) 専門性の向上 

(3) 教育環境の充実 

２ 就労の促進 
(1) 一般就労の促進 

(2) 福祉的就労への支援 

(3) 多様な就労機会の確保 

３ スポーツ・芸術文化活動の推進 
(1) 障がい者スポーツの裾野の拡大 

(2) 全国障害者スポーツ大会開催に向けた取組 

(3) 障がい者の芸術文化活動への参加機会の充実 

１ 地域移行・地域生活の支援の充実 
(1) 地域生活への移行 

(2) 相談支援の充実 

(3) 地域生活支援の充実 

(4) 福祉人材の育成・確保等 

(5) 社会的自立に向けた支援 

２ 福祉と医療などが連携した支援の充実 
(1) 障がいの早期発見と対応 

(2) 精神障がい者等への支援 

(3) 医療的ケアを必要とする障がい児・者への支援 

(4) 発達障がい児・者への支援 

３ 防災・防犯対策の充実 
(1) 防災対策の推進 

(2) 防犯対策の推進 
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国連持続可能な開発⽬標（ＳＤＧs） 

※出典 ロゴ：国連広報センター／目標：外務省

ロゴ 目標 ロゴ 目標 

 

１ 貧困をなくそう 

あらゆる場所のあらゆる形態の貧困

を終わらせる 

 
 

10 人や国の不平等をなくそう 

各国内及び各国間の不平等を是正する 

 

２ 飢餓をゼロに 

飢餓を終わらせ、⾷料安全保障及び栄

養改善を実現し、持続可能な農業を促

進する 

 

 

11 住み続けられるまちづくりを 

包摂的で安全かつ強靱(レジリエント)で持続可能

な都市及び⼈間居住を実現する 

 

３ すべての人に健康と福祉を 

あらゆる年齢のすべての⼈々の健康

的な⽣活を確保し、福祉を促進する 

 
 

12 つくる責任つかう責任  

持続可能な⽣産消費形態を確保する 

 

４ 質の高い教育をみんなに 

すべての人に包摂的かつ公正な質の

高い教育を確保し、⽣涯学習の機会を

促進する 

 

 

13 気候変動に具体的な対策を 

気候変動及びその影響を軽減するための緊急対策

を講じる 

 

５ ジェンダー平等を実現しよう 

ジェンダー平等を達成し、すべての⼥
性及び女児の能力強化を行う 

 
 

14 海の豊かさを守ろう 

持続可能な開発のために海洋･海洋資源を保全し、

持続可能な形で利⽤する 

 

６ 安全な水とトイレを世界中に 

すべての人々の水と衛生の利用可能

性と持続可能な管理を確保する  

15 陸の豊かさも守ろう 

陸域⽣態系の保護、回復、持続可能な利⽤の推進、

持続可能な森林の経営、砂漠化への対処、ならびに

土地の劣化の阻止･回復及び⽣物多様性の損失を阻

止する 

 

７ エネルギーをみんなにそしてク

リーンに 

すべての人々の、安価かつ信頼できる

持続可能な近代的エネルギーへのア

クセスを確保する 

 

16 平和と公正をすべての人に 

持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促

進し、すべての⼈々に司法へのアクセスを提供し、

あらゆるレベルにおいて効果的で説明責任のある

包摂的な制度を構築する 

 

８ 働きがいも経済成長も 

包摂的かつ持続可能な経済成⻑及び

すべての⼈々の完全かつ⽣産的な雇

用と働きがいのある人間らしい雇用

(ディーセント・ワーク)を促進する 

 

 

17 パートナーシップで目標を達成しよう 

持続可能な開発のための実施⼿段を強化し、グロー

バル・パートナーシップを活性化する 

 

９ 産業と技術革新の基盤をつくろ

う 

強靱(レジリエント)なインフラ構築、

包摂的かつ持続可能な産業化の促進

及びイノベーションの推進を図る 
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１ 障がい者を取り巻く環境変化 
 

 （１）国際的な動向 

国連では、障がいのある人の権利に関して、「精神遅滞者の権利に関する宣言」（昭

和 46（1971）年）、「障害者の権利に関する宣言」（昭和 50（1975）年）、「障害者に関

する世界行動計画」（昭和 57（1982）年）、「障害者の機会均等に関する標準規則」（平

成５（1993）年）をはじめ、さまざまな宣言・決議が採択されてきましたが、これら

の宣言・決議は法的拘束力を持つものではありませんでした。 

このような中、障がい者に関するはじめての国際条約として、平成 18（2006）年 12

月に「全ての障害者によるあらゆる人権及び基本的自由の完全かつ平等な享有を促進

し、保護し、及び確保すること並びに障害者の固有の尊厳の尊重を促進すること」を

目的とした「障害者の権利に関する条約（障害者権利条約）」が国連総会で採択され、

平成 20（2008）年５月に発効しました。条約では、「自己決定権」や「合理的配慮」

の考え方をはじめ、障がい者が他の人と平等に全ての人権や基本的自由を享受するた

めに、社会において措置されるべき事項が規定されています。 

わが国は、平成 19（2007）年９月に条約に署名を行い、その後、条約の批准をめざ

して、必要な国内法の整備等を進めてきました。それらの準備を経て、平成 26（2014）

年１月 20 日に条約を批准、同年２月 19 日からわが国においても条約の効力が発生し

ています。 

 

 （２）国内の動向 

障がい当事者を中心として設置された「障がい者制度改革推進会議」の意見をふま

えて改正された「障害者基本法」（平成 23（2011）年８月施行）では、「全ての国民が、

障害の有無にかかわらず、等しく基本的人権を享有する個人として尊重されるもので

あるとの理念にのっとり、全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられることな

く、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会を実現する」ことが目的とさ

れています。また、障がい者の定義が見直され、「個人の機能障がいに原因があるも

の」とする「医学モデル」から、「障がい（機能障がい）及び社会的障壁（日常生活や

社会生活を営む上で障壁となる事物、制度、慣行、観念等）により継続的に日常生活

又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるもの」とする「社会モデル」に考え方

が転換されたこと、「障害者権利条約」の「合理的配慮」の概念を導入し、障がいを理

由とする差別の禁止が明記されたことなど、大きな改正が行われています。 

さらに、「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（障害者

虐待防止法）」の制定（平成 24（2012）年 10 月施行）、「障害者自立支援法」の「障害

障がい者を取り巻く状況 第２節 第２節 障がい者を取り巻く状況
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者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」へ

の改正（平成 25（2013）年４月施行）、「障害を理由とする差別の解消の推進に関する

法律（障害者差別解消法）」の制定（平成 28（2016）年４月施行）など、今後の障が

い者施策の推進にあたって基盤となる多くの法律が制定されました。 

平成 26（2014）年２月の障害者権利条約の発効後、平成 28（2016）年４月には障害

者差別解消法や改正障害者雇用促進法が施行され、差別の禁止、合理的配慮の提供や

差別解消に向けた取組が進められています。また、平成 28（2016）年６月には「障害

者総合支援法」と「児童福祉法」が改正され、医療的ケアの必要な障がい児・者を支

援するための連携促進が求められる（平成 28（2016）年６月施行）とともに、障がい

者の地域生活を支援する新たなサービスである自立生活援助や就労定着支援等が創

設されたほか、障がい児を対象にした障害児福祉計画の作成が義務化されました（平

成 30（2018）年４月施行）。加えて、「発達障害者支援法」が改正され、発達障がい者

への支援の強化が図られました。 

改正障害者雇用促進法により、平成 30（2018）年度からは法定雇用率の算定基礎に

精神障がい者が加わるとともに、法定雇用率も見直されることとなりました。平成 30

（2018）年６月には、「障害者による文化芸術活動の推進に関する法律」が施行され、

文化芸術活動を通じた障がい者の個性と能力の発揮および社会参加の促進が、令和元

（2019）年６月には、「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律」が施行さ

れ、視覚障がい者の読書環境の整備の促進が図られることとなりました。 

また、平成 31（2019）年４月には、「旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者

に対する一時金の支給等に関する法律」が成立、施行され、旧優生保護法により心身

に多大な苦痛を受けてきた方々への反省が盛り込まれました。 

こうした法整備や制度改革等と並行して、障がい者施策の取組方向を示す「障害者

基本計画（第４次）」が策定（平成 30（2018）年３月）され、令和２（2020）年５月

には、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までの３年間を計画期間とする「第

６期障害福祉計画」および「第２期障害児福祉計画」の基本指針が示されました。 
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【参考】障がい者施策の近年の動向 

年月  内容  

平成 24 年６月  「地域社会における共生の実現に向けて新たな障害保健福祉施策を講ずる

ための関係法律の整備に関する法律（障害者総合支援法）」成立（平成 25 年

４月施行） 

平成 24 年６月  「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の促進等に関する法律

（障害者優先調達促進法）」成立（平成 25 年４月施行） 

平成 25 年４月  障がい者の法定雇用率の引き上げ 

平成 25 年４月  障がい者の定義に政令で定める難病患者等を追加（障害者総合支援法） 

平成 25 年６月  「精神保健及び精神障害者福祉に関する法律の一部を改正する法律（精神

保健福祉法改正法）」成立（平成 26 年４月施行、一部平成 28 年４月施行） 

平成 25 年６月  「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）」

成立（平成 28 年４月施行） 

平成 25 年６月  「障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律（障害者雇用

促進法改正法）」（平成 28 年４月施行、一部平成 30 年４月施行） 

平成 25 年９月  「障害者基本計画（第３次）」閣議決定 

平成 25 年 12 月  「アルコール健康障害対策基本法」成立（平成 26 年６月施行） 

平成 26 年１月  「障害者の権利に関する条約（障害者権利条約）」批准（平成 19 年９月署

名、平成 26 年２月発効） 

平成 26 年５月  「難病の患者に対する医療等に関する法律（難病法）」成立（平成 27 年１

月施行） 

平成 28 年４月  「成年後見制度の利用の促進に関する法律（成年後後見制度利用促進法）」

成立（平成 28 年５月施行） 

平成 28 年５月  「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律の一部を

改正する法律（障害者総合支援法改正法）及び児童福祉法の一部を改正す

る法律（児童福祉法改正法）」成立（平成 30 年４月施行） 

平成 28 年５月  「発達障害者支援法の一部を改正する法律（発達障害者支援法改正法）」成

立（平成 28 年８月施行） 

平成 30 年３月  「障害者基本計画（第４次）」閣議決定 

平成 30 年４月  障がい者の法定雇用率の引き上げ、対象の追加（精神障がい者） 

平成 30 年６月 「障害者による文化芸術活動の推進に関する法律」成立、施行 

平成 31 年４月 「旧優生保護法に基づく優生手術等を受けた者に対する一時金の支給等に

関する法律」成立、施行 

令和元年６月 「障害者の雇用の促進等に関する法律の一部を改正する法律」成立（同年

６月、９月、令和２年４月施行） 

令和元年６月 「視覚障害者等の読書環境の整備の推進に関する法律」成立、施行 

令和２年６月 「聴覚障害者等による電話の利用の円滑化に関する法律」成立（同年１２

月施行） 

令和３年３月 障がい者の法定雇用率の引き上げ 
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２ 障がい者の状況 
 

 （１）身体障がい 

本県の身体障害者手帳所持者数は、令和２（2020）年４月１日現在 72,051 人とな

っており、近年は緩やかな減少傾向で推移しています。 

障がい種別の内訳は、肢体不自由が 36,881 人（51.2％）と最も多く、次いで内部

障がいが 22,913 人（31.8％）、聴覚・平衡感覚障がいが 7,224 人（10.0％）となって

います。 

障がい種別の人数の推移をみると、内部障がいは増加の傾向がみられ、特に心臓・

腎臓などの障がいが増えていますが、肢体不自由、視覚障がい、聴覚・平衡感覚障が

いの人数は減少傾向です。 

 

 

図表 1-1 身体障害者手帳所持者数（障がい種別） 

 

※各年４月１日現在 

出典：三重県子ども・福祉部障がい福祉課調べ 
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身体障害者手帳所持者数（障がい種別・構成比） 

（単位：人） 

※各年４月１日現在 

出典：三重県子ども・福祉部障がい福祉課調べ 

 

障がいの程度を等級別にみると、１級が最も多く 22,550 人（31.3％）、次いで４級

が 17,170 人（23.8％）となっています。 

障がいの種類別および年齢別に障がいの程度をみると、肢体不自由では 18 歳未満

の障がい児の１級および２級の割合（76.9％）は、18 歳以上の障がい者の割合（36.7％）

と比べて高くなっています。内部障がいは、18 歳未満、18 歳以上ともに１級の障が

い者が半分以上を占めています。 

  視覚 

聴覚・

平衡感

覚 

音声・

言語・

そしゃ

く機能 

肢体不

自由 

内部障がい 

合計 
心臓 呼吸器 腎臓 

膀胱 

直腸 
小腸 肝臓 その他 計 

平成 27 年 

（構成比） 

4,421 7,405 851 40,354 11,031 1,465 4,985 2,865 82 140 177 20,745 73,776 

6.0% 10.0% 1.2% 54.7% 15.0% 2.0% 6.8% 3.9% 0.1% 0.2% 0.2% 28.1% 100.0% 

平成 28 年 

（構成比） 

4,390 7,369 860 39,938 11,387 1,436 5,109 2,956 76 141 190 21,295 73,852 

5.9% 10.0% 1.2% 54.1% 15.4% 1.9% 6.9% 4.0% 0.1% 0.2% 0.3% 28.8% 100.0% 

平成 29 年 

（構成比） 

4,307 7,311 846 39,101 11,486 1,386 5,210 3,031 71 186 206 21,576 73,141 

5.9% 10.0% 1.2% 53.5% 15.7% 1.9% 7.1% 4.1% 0.1% 0.3% 0.3% 29.5% 100.0% 

平成 30 年 

（構成比） 

4,265 7,275 853 38,461 11,729 1,345 5,380 3,135 72 192 220 22,073 72,927 

5.8% 10.0% 1.2% 52.7% 16.1% 1.8% 7.4% 4.3% 0.1% 0.3% 0.3% 30.3% 100.0% 

平成 31 年 

（構成比） 

4,316 7,345 953 37,657 11,862 1,351 5,429 3,200 71 206 240 22,359 72,630 

5.9% 10.1% 1.3% 51.8% 16.3% 1.9% 7.5% 4.4% 0.1% 0.3% 0.3% 30.8% 100.0% 

令和２年 

（構成比） 

4,207 7,224 826 36,881 12,138 1,334 5,611 3,296 72 218 244 22,913 72,051 

5.8% 10.0% 1.1% 51.2% 16.8% 1.9% 7.8% 4.6% 0.1% 0.3% 0.3% 31.8% 100.0% 
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図表 1-2 身体障害者手帳所持者数（等級別） 

 

※各年４月１日現在 

出典：三重県子ども・福祉部障がい福祉課調べ 

 

図表 1-3 身体障害者手帳所持者の等級別構成比（年齢別） 

 

※令和２年４月１日現在 

出典：三重県子ども・福祉部障がい福祉課調べ 

 

  

21,873 22,295 22,431 22,624 22,634 22,550

11,043 10,923 10,723 10,575 10,568 10,422

13,904 13,707 13,402 13,303 13,168 13,056

18,003 17,845 17,564 17,445 17,341 17,170

4,009 4,069 4,043 4,002 3,945 3,885

4,944 5,013 4,978 4,978 4,974 4,968

73,776 73,852 73,141 72,927 72,630 72,051

0

20,000

40,000

60,000

80,000

平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和２年

（人）
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39.7%
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4級
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5級
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6級

4.0%

18歳未満
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31.1%

2級

14.2%
3級

18.2%

4級
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5級

5.4%

6級

7.0%

18歳以上
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図表 1-4 身体障害者手帳所持者数（障がい種別・等級別・年齢別） 

（単位：人） 

    １級 ２級 ３級 ４級 ５級 ６級 合計 
障がい別 

構成比 

視覚 

18 歳未満 

（構成比） 

30 7 4 5 10 3 59 

5.8% 

50.8% 11.9% 6.8% 8.5% 16.9% 5.1% 100.0% 

18 歳以上 

（構成比） 

1,450 1,306 315 286 517 274 4,148 

35.0% 31.5% 7.6% 6.9% 12.5% 6.6% 100.0% 

計 

（構成比） 

1,480 1,313 319 291 527 277 4,207 

35.2% 31.2% 7.6% 6.9% 12.5% 6.6% 100.0% 

聴覚・ 

平衡感覚 

18 歳未満 

（構成比） 

2 72 30 22 0 38 164 

10.0% 

1.2% 43.9% 18.3% 13.4% 0.0% 23.2% 100.0% 

18 歳以上 

（構成比） 

321 1,566 1,033 1,324 36 2,780 7,060 

4.5% 22.2% 14.6% 18.8% 0.5% 39.4% 100.0% 

計 

（構成比） 

323 1,638 1,063 1,346 36 2,818 7,224 

4.5% 22.7% 14.7% 18.6% 0.5% 39.0% 100.0% 

音声・言語 

そしゃく機能 

18 歳未満 

（構成比） 

0 0 2 4 - - 6 

1.1% 

0.0% 0.0% 33.3% 66.7% - - 100.0% 

18 歳以上 

（構成比） 

38 63 418 301 - - 820 

4.6% 7.7% 51.0% 36.7% - - 100.0% 

計 

（構成比） 

38 63 420 305 0 0 826 

4.6% 7.7% 50.8% 36.9% 0.0% 0.0% 100.0% 

肢体不自由 

18 歳未満 

（構成比） 

413 319 93 24 87 15 951 

51.2% 

43.4% 33.5% 9.8% 2.5% 9.1% 1.6% 100.0% 

18 歳以上 

（構成比） 

6,363 6,810 7,758 9,906 3,235 1,858 35,930 

17.7% 19.0% 21.6% 27.6% 9.0% 5.2% 100.0% 

計 

（構成比） 

6,776 7,129 7,851 9,930 3,322 1,873 36,881 

18.4% 19.3% 21.3% 26.9% 9.0% 5.1% 100.0% 

内部障がい 

18 歳未満 

（構成比） 

105 1 74 27 0 0 207 

31.8% 

50.7% 0.5% 35.7% 13.0% 0.0% 0.0% 100.0% 

18 歳以上 

（構成比） 

13,828 278 3,329 5,271 0 0 22,706 

60.9% 1.2% 14.7% 23.2% 0.0% 0.0% 100.0% 

計 

（構成比） 

13,933 279 3,403 5,298 0 0 22,913 

60.8% 1.2% 14.9% 23.1% 0.0% 0.0% 100.0% 

合計 

18 歳未満 

（構成比） 

550 399 203 82 97 56 1,387 

100.0% 

39.7% 28.8% 14.6% 5.9% 7.0% 4.0% 100.0% 

18 歳以上 

（構成比） 

22,000 10,023 12,853 17,088 3,788 4,912 70,664 

31.1% 14.2% 18.2% 24.2% 5.4% 7.0% 100.0% 

計 

（構成比） 

22,550 10,422 13,056 17,170 3,885 4,968 72,051 

31.3% 14.5% 18.1% 23.8% 5.4% 6.9% 100.0% 

※令和２年４月１日現在 

出典：三重県子ども・福祉部障がい福祉課調べ 
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 （２）知的障がい 

本県の療育手帳所持者数は、令和２（2020）年４月１日現在で 15,511 人となって

おり、増加傾向で推移しています。 

障がいの程度別でみると、療育手帳Ａ（最重度・重度）所持者が 6,522 人（42.0％）、

療育手帳Ｂ（中度・軽度）所持者が 8,989 人（58.0％）となっています。 

また、年齢別でみると、18 歳未満が 3,955 人（25.5％）、18 歳以上は 11,556 人

（74.5％）となっており、いずれの年齢層においても増加傾向にあります。 

 

図表 1-5 療育手帳所持者数（年齢別） 

 

※各年４月１日現在 

出典：三重県子ども・福祉部障がい福祉課調べ 
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療育手帳所持者数（障がいの程度別・年齢別）                  
（単位：人（単位：人）） 

  18 歳未満 18 歳以上 
合計 

  Ａ Ｂ 計 Ａ Ｂ 計 

平成 27 年 

（構成比） 

994 2,102 3,096 4,863 4,768 9,631 12,727 

7.8% 16.5% 24.3% 38.2% 37.5% 75.7% 100.0% 

平成 28 年 

（構成比） 

1,043 2,159 3,202 4,996 5,080 10,076 13,278 

7.9% 16.3% 24.1% 37.6% 38.3% 75.9% 100.0% 

平成 29 年 

（構成比） 

1,091 2,338 3,429 5,137 5,425 10,562 13,991 

7.8% 16.7% 24.5% 36.7% 38.8% 75.5% 100.0% 

平成 30 年 

（構成比） 

1,106 2,556 3,662 5,161 5,652 10,813 14,475 

7.6% 17.7% 25.3% 35.7% 39.0% 74.7% 100.0% 

平成 31 年 

（構成比） 

1,082 2,543 3,625 5,346 6,002 11,348 14,973 

7.2% 17.0% 24.2% 35.7% 40.1% 75.8% 100.0% 

令和２年 

（構成比） 

1,127 2,828 3,955 5,395 6,161 11,556 15,511 

7.3% 18.2% 25.5% 34.8% 39.7% 74.5% 100.0% 

※各年４月１日現在 

出典：三重県子ども・福祉部障がい福祉課調べ 

 

 （３）精神障がい 

本県における精神科病院入院患者数は 4,089 人（令和元（2019）年６月 30 日現在）

となり減少傾向で推移していますが、通院患者数（自立支援（精神通院）医療受給者

数）は 29,671 人（令和２（2020）年３月末日現在）となり増加傾向で推移していま

す。 

 

図表 1-6-1 医療を受けている精神障がい者数（入院患者数）

 
※各年６月 30 日現在 

出典：厚生労働省精神保健福祉資料 

 

 

 

 

 

4,205 4,125 4,128 4,104 4,127 4,089

3,000

3,500

4,000

4,500

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

（人）
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図表 1-6-2 医療を受けている精神障がい者数（通院患者数）

 
※各年度３月末日現在 

出典：三重県医療保健部健康推進課調べ 

 

精神障害者保健福祉手帳所持者数は、令和２（2020）年３月末日現在で 15,127 人

となっており、増加傾向で推移しています。また、障がいの等級別では、２級が 9,845

人で全体の 65％を占めています。 

 
図表 1-7 精神障害者保健福祉手帳所持者数（等級別） 

 
※各年度３月末日現在 

出典：三重県医療保健部健康推進課調べ 

 

 

 

 

 

 

 
精神障害者保健福祉手帳所持者数（等級別・構成比） 

25,460 26,017 26,972 27,883 28,866 29,671

0

10,000

20,000

30,000

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

（人）

1,088 1,117 1,140 1,170 1,220 1,223

6,874 7,279 7,794 8,423 9,130 9,845

2,573 2,784 3,059
3,309

3,621
4,059

10,535 11,180
11,993

12,902
13,971

15,127

0

4,000

8,000

12,000

16,000

平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年

（人）

1級 2級 3級



第１章 総論 

第２節 障がい者を取り巻く状況 19 

精神障害者保健福祉手帳所持者数（等級別・構成比）                  
（単位：人） 

  １級 ２級 ３級 合計 

平成 26 年（構成比） 1,088 10.3% 6,874 65.2% 2,573 24.4% 10,535 

平成 27 年（構成比） 1,117 10.0% 7,279 65.1% 2,784 24.9% 11,180 

平成 28 年（構成比） 1,140 9.5% 7,794 65.0% 3,059 25.5% 11,993 

平成 29 年（構成比） 1,170 9.1% 8,423 65.3% 3,309 25.6% 12,902 

平成 30 年（構成比） 1,220 8.7% 9,130 65.3% 3,621 25.9% 13,971 

平成元年（構成比） 1,223 8.1% 9,845 65.1% 4,059 26.8% 15,127 

※各年３月末日現在 

出典：三重県医療保健部健康推進課調べ 

 

精神科病院の入院患者の在院期間は、令和元（2019）年６月末現在で、１年未満

の入院患者が 35.7％、１年以上５年未満が 28.9％、５年以上 10 年未満が 14.5％、

10 年以上 20 年未満が 11.9％、20 年以上が 9.0％となっています。 

 

図表 1-8 精神科病院の入院患者の在院期間 

 
※令和元年６月 30 日現在 

出典：厚生労働省精神保健福祉資料 

 

精神疾患の種類別構成をみると、入院患者は、統合失調症、統合失調症型障害およ

び妄想性障害が全体の約 60％を占めていますが、患者数は、減少傾向にあります。 

通院患者は、気分障害が全体の約 40％を占め緩やかな増加傾向にあります。また、

統合失調症、統合失調症型障害および妄想性障害が全体の約 25％を占め、割合は減少

傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

1年未満

35.7%

1年以上

5年未満

28.9%

5年以上

10年未満

14.5%

10年以上

20年未満

11.9%

20年以上

9.0%
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図表 1-9-1 精神疾患の種類別構成（入院患者） 
（単位：人） 

   

症状性を含む 

器質性精神障

害 

統合失調症、

統合失調症型

障害および妄

想性障害 

気分障害 

神経症性障

害、ストレス

関連障害およ

び身体表現性

障害 

てんかん その他 合計 

平成 26 年 806 19.2% 2,619 62.3% 324 7.7% 59 1.4% 39 0.9% 358 8.5% 4,205 

平成 27 年 852 20.7% 2,490 60.4% 337 8.2% 51 1.2% 41 1.0% 354 8.6% 4,125 

平成 28 年 816 19.8% 2,500 60.6% 354 8.6% 58 1.4% 33 0.8% 367 8.9% 4,128 

平成 29 年 832 20.3% 2,485 60.6% 330 8.0% 55 1.3% 29 0.7% 373 9.1% 4,104 

平成 30 年 894 21.7% 2,433 59.0% 333 8.1% 56 1.4% 23 0.6% 388 9.4% 4,127 

令和元年 831 20.3% 2,446 59.8% 349 8.5% 61 1.5% 23 0.6% 379 9.3% 4,089 

※各年６月３０日現在 

出典：厚生労働省精神保健福祉資料 

 

 

図表 1-9-2 精神疾患の種類別構成（通院患者） 
     （単位：人） 

   
症状性を含む 

器質性精神障害 

統合失調症、統

合失調症型障害

および妄想性障

害 

気分障害 

神経症性障害、

ストレス関連障

害および身体表

現性障害 

てんかん その他 合計 

平成 26 年 650 2.6% 7,525 29.6% 10,198 40.1% 2,635 10.3% 1,673 6.6% 2,779 10.9% 25,460 

平成 27 年 711 2.7% 7,508 28.9% 10,474 40.3% 2,682 10.3% 1,703 6.5% 2,939 11.3% 26,017 

平成 28 年 743 2.8% 7,615 28.2% 10,870 40.3% 2,748 10.2% 1,735 6.4% 3,261 12.1% 26,972 

平成 29 年 787 2.8% 7,577 27.2% 11,291 40.5% 2,854 10.2% 1,866 6.7% 3,508 12.6% 27,883 

平成 30 年 821 2.8% 7,667 26.6% 11,619 40.3% 3,059 10.6% 1,961 6.8% 3,739 13.0% 28,866 

令和元年 881 3.0% 7,557 25.5% 12,011 40.5% 3,200 10.8% 2,030 6.8% 3,992 13.5% 29,671 

※各年度３月末現在 

出典：三重県医療保健部健康推進課調べ 
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 （４）難病 

「難病の患者に対する医療等に関する法律（難病法）」によると、難病は、「発病の

機構が明らかでなく、かつ、治療方法が確立していない希少な疾病であって、当該疾

病にかかることにより長期にわたり療養を必要とすることとなるものをいう。」とさ

れています。 

平成 27（2015）年１月から、この法律に基づく新たな制度が始まり、支給決定を受

けた指定難病患者には「特定医療費（指定難病）受給者証」が交付されています。対

象となる疾病については、法律施行時は 110 疾病でしたが、令和元（2019）年７月に

は 333 疾病へと拡大されています。 

また、平成 25（2013）年４月１日に施行された「障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律（障害者総合支援法）」では、障がい者の定義に新たに難

病等が追加され、令和元（2019）年７月１日現在、361 疾病が同法の対象となってい

ます。 

本県における特定医療費（指定難病）受給者証所持者数は、令和２（2020）年３月

末日現在で 14,040 人となり、対象となる疾病数が異なるため単純な比較はできませ

んが、難病法の施行（平成 27（2015）年 1 月 1 日）、特定医療費の支給に係る経過措

置の終了（平成 29（2017）年 12 月 31 日）を経て、増加傾向がみられます。また、疾

病別にみると、パーキンソン病 2,033 人（14.5％）、潰瘍性大腸炎 1,766 人（12.6％）

等が多くなっています。 

 

図表 1-10 特定疾患医療受給者証所持者数・特定医療費（指定難病）受給者証所持者数 

 
※各年度３月末日現在 

出典：三重県医療保健部健康推進課調べ 
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図表 1-11 特定医療費（指定難病）受給者証所持者数（対象疾患別） 
（単位：人） 

疾患名 受給者数 構成比 

1 パーキンソン病 2,033  14.5% 

2 潰瘍性大腸炎 1,766  12.6% 

3 全身性エリテマトーデス 778  5.5% 

4 後縦靱帯骨化症 724  5.2% 

5 クローン病 576  4.1% 

6 全身性強皮症 526  3.7% 

7 特発性拡張型心筋症 433  3.1% 

8 脊髄小脳変性症(多系統萎縮症を除く。) 395  2.8% 

9 原発性胆汁性肝硬変 350  2.5% 

10 皮膚筋炎／多発性筋炎 345  2.5% 

11 重症筋無力症 343  2.4% 

12 多発性硬化症／視神経脊髄炎 300  2.1% 

13 特発性血小板減少性紫斑病 278  2.0% 

14 網膜色素変性症 271  1.9% 

15 特発性間質性肺炎 243  1.7% 

- その他 4,679 33.4% 

合計 14,040 100.0% 

※令和元年度３月末日現在 
出典：三重県医療保健部健康推進課調べ 

 

 （５）発達障がい 

「発達障害者支援法」によると、発達障がいとは、「自閉症、アスペルガー症候群そ

の他の広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥多動性障害その他これに類する脳機能の

障害であってその症状が通常低年齢において発現するもの」とされています。 

県内に２か所設置している自閉症・発達障害支援センターにおける令和元（2019）

年度の相談者数は 2,980 人で、増加傾向で推移しています。年齢別では、18 歳以下が

1,714人で全体の約58％を占めています。疾患別にみると、広汎性発達障がい667人、

自閉症 502 人、アスペルガー症候群 260 人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第１章 総論 

第２節 障がい者を取り巻く状況 23 

図表 1-12 自閉症・発達障害支援センター相談者数（実人数） 

 

 

自閉症・発達障害支援センター相談者数（疾患別） 
（単位：人） 

  自閉症 

アスペル

ガー症候

群 

広汎性発

達障害 

注意欠陥

多動性障

害（ＡＤ

／ＨＤ） 

学習障害

（ＬＤ） 

その他

（発達性

言語障

害・協調

運動障害

等） 

不明（未

診断含

む） 

合計 

平成 28 年度 

（構成比） 

380 198 533 132 29 143 702 2,117 

17.9% 9.4% 25.2% 6.2% 1.4% 6.8% 33.1% 100.0% 

平成 29 年度 

（構成比） 

420 211 500 162 40 141 706 2,180 

19.3% 9.7% 22.9% 7.4% 1.8% 6.5% 32.4% 100.0% 

平成 30 年度 

（構成比） 

552 279 780 169 61 207 853 2,901 

19.0% 9.6% 26.9% 5.8% 2.1% 7.1% 29.5% 100.0% 

令和元年度 

（構成比） 

502 260 667 214 73 211 1,053 2,980 

16.8% 8.7% 22.4% 7.2% 2.4% 7.1% 35.4% 100.0% 

 

自閉症・発達障害支援センター相談者数（相談内容別・年齢別）        （単位：人） 

  
０～３

歳 

４～６

歳 

７～12

歳 

13～15

歳 

16～18

歳 

19～39

歳 

40 歳 

以上 
不明 合計 

発達支援 
38 168 953 287 195 603 157 43 2,444 

1.6% 6.9% 39.0% 11.7% 8.0% 24.7% 6.4% 1.7% 100.0% 

就労支援 
73 344 69 50 536 

13.6% 64.2% 12.9% 9.3% 100.0% 

※令和元年度 

出典：三重県子ども・福祉部障がい福祉課調べ 
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 （６）重症心身障がい 

「児童福祉法」によると、重症心身障がい児は、「重度の知的障害及び重度の肢体不

自由が重複している児童」とされています。 

令和２（2020）年４月１日現在における重症心身障がい児者数は、18 歳未満 252 人、

18 歳以上 678 人、合計 930 人、うち、施設入所者は、18 歳未満７人、18 歳以上 245

人、合計 252 人でともに増加傾向で推移しています。 

 

図表 1-13 重症心身障がい児・者数 

 

重症心身障がい児・者数（施設入所者別・年齢別） 

（単位：人） 

  18 歳未満 18 歳以上 合計 

  総数 
うち施設

入所者 
総数 

うち施設

入所者 
総数 

うち施設

入所者 

平成 29 年 227 5 644 236 871 241 

平成 30 年 246 4 641 245 887 249 

平成 31 年 245 4 664 233 909 237 

令和２年 252 7 678 245 930 252 

※各年４月１日現在 

出典：三重県子ども・福祉部障がい福祉課調べ 
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 （７）高次脳機能障がい 

高次脳機能障がいは、交通事故等による外傷性脳損傷や脳梗塞等による脳血管障が

い等の後遺症として、記憶障がい、注意障がい、遂行機能障がいといった認知機能に

障がいが生じ、これに起因して日常生活、社会生活への適応が困難になる障がいであ

り、外観上わかりにくく、本人や家族も気づきにくいため、人数や状態などの実態の

把握は難しい状況にあります。 

県内の広域的な専門的相談支援として、高次脳機能障がい支援普及事業を行ってい

る三重県身体障害者総合福祉センターの令和元（2019）年度の新規相談者数は 51 人

となっています。 

新規相談者の原因疾患をみると、脳出血、脳梗塞、くも膜下出血などに代表される

「脳血管障がい」と、脳挫傷、びまん性軸索損傷、外傷性くも膜下出血などが含まれ

る「外傷性脳損傷」が 43 人で全体の約 84％を占めています。 

 

図表 1-14 高次脳機能障がい者の相談支援状況 

  平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

新規相談者数 65 人 64 人 72 人 51 人 

平均年齢 44.3 歳 44.1 歳 43.8 歳 42.7 歳 

面談件数 1,031 件 980 件 804 件 342 件 

 

新規相談者の原因疾患                       （単位：人） 

  平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 

外傷性脳損傷 24 22 24 15 

脳血管障がい 37 33 39 28 

脳腫瘍 2 4 1 2 

低酸素脳症 0 1 1 2 

脳炎 1 1 5 2 

その他 1 3 2 2 

合計 65 64 72 51 

※外傷性脳損傷：脳挫傷、DAI（びまん性軸索損傷）、外傷性 SAH（外傷性くも膜下出血） 

※脳血管障がい：脳出血、脳梗塞、SAH（くも膜下出血） 

※その他：多発性硬化症、てんかん、急性水頭症等 

 

出典：三重県子ども・福祉部障がい福祉課調べ 
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 （８）遷延性意識障がい 

遷延性意識障がいは、事故や病気などで脳に損傷を受け、重度の意識障がいになる

ことで、自力での移動や摂食ができない、意思疎通が困難といった状態が継続するこ

とをいいます。 

本県では、遷延性意識障がい者の実態を把握するため、平成 26（2014）年２月に医

療機関等への調査を行いました。その結果、県内の遷延性意識障がい者（準ずる者を

含む）数は1,180人と推計されます。原因疾患としては脳血管障がいが750人と63.6％

を占め、所在は病院 754 人（63.9％）、介護老人福祉施設・介護老人保健施設 269 人

（22.8％）等となっています。年齢別では、70 歳以上が 1,002 人で、全体の約 85％

を占めています。 

 
図表 1-15 遷延性意識障がい者の原因疾患・所在 

原因疾患 (単位：人) 
 所在 (単位：人） 

  人数 構成比    人数 構成比 

脳血管障がい 750 63.6%  病院 754 63.9% 

頭部外傷 47 4.0%  
介護老人福祉施設 

介護老人保健施設 
269 22.8% 

頭蓋内炎症 10 0.8%  

心疾患 39 3.3%  障害者支援施設 20 1.7% 

呼吸器障がい 62 5.3%  住宅 109 9.2% 

その他（認知症） 85 7.2%  その他 28 2.4% 

その他 187 15.8%  合計 1,180 100.0% 

合計 1,180 100.0%   

 

年齢別                                    (単位：人) 

年代 全体 
18 歳

未満 

18～29

歳 

30～39

歳 

40～49

歳 

50～59

歳 

60～69

歳 

70～79

歳 

80 歳 

以上 

人数 1,180 4 8 10 16 43 97 252 750 

割合(%) 100.0 0.3 0.7 0.9 1.4 3.6 8.2 21.4 63.6 

※平成 25 年 12 月１日の入院者、平成 25 年 12 月１日～31 日の通院・受診者を基準とする調査 

出典：三重県子ども・福祉部障がい福祉課調べ  
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 （９）強度行動障がい 

強度行動障がいは、自分の体を叩いたり食べられないものを口に入れる、危険につ

ながる飛び出しなど本人の健康を損ねる行動、他人を叩いたり物を壊す、大泣きが何

時間も続くなど、周囲の人の暮らしに影響を及ぼす行動が著しく高い頻度で起こるた

め、特別に配慮された支援が必要になっている状態をいいます。 

本県では、県内の強度行動障がい児・者の現状を把握するため、平成 29（2017）年

７月に障害福祉サービス事業所、障害者支援施設、障害児通所支援事業所、障害児入

所施設を対象に調査を行いました。その結果、強度行動障がい児・者が在籍している

と回答のあった障害福祉サービス事業所等 139 事業所・施設を利用している強度行動

障がい者数は 882 人（延べ人数）でした。サービスの種類別にみると、施設入所支援

が最も多く 434 人、生活介護 162 人、短期入所 104 人と続き、上位３つのサービスで

全体の約 80％を占めています。 

 
図表 1-16 強度行動障がい児者数（延べ人数） 

（単位：人） 

サービスの種類 施設数 人数 構成比 

入所 

障害者支援施設 施設入所支援 23 434 49.2% 

障害児入所施設 
福祉型障害児入所施設 3 9 1.0% 

医療型障害児入所施設 0 0 0% 

小計 26 443 50.2% 

通所 

障害福祉 

サービス 

事業所 

生活介護 37 162 18.4% 

短期入所 19 104 11.8% 

共同生活援助 15 51 5.8% 

行動援護 6 29 3.3% 

就労継続支援Ｂ型 8 8 0.9% 

重度訪問介護 4 5 0.6% 

障害児通所支援

事業所 

放課後等デイサービス 23 78 8.8% 

児童発達支援 1 2 0.2% 

小計 113 439 49.8% 

合計 139 882 100.0% 

※平成 29 年７月１日現在の利用者を基準とする調査 

※サービスごとに人数をカウントしており、実人数ではありません。 

出典：三重県子ども・福祉部障がい福祉課調べ 
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医療的ケア児とは、医学の進歩を背景として、ＮＩＣＵ等に長期入院した後、引き

続き人工呼吸器や胃ろう等を使用し、たんの吸引や経管栄養等の医療的ケアが日常的

に必要な児童のことをいいます。 

本県では、医療的ケア児の実数を把握するため、三重大学医学部附属病院小児トー

タルケアセンターと協働し、全国に先駆けて平成 28（2016）年度から調査を行ってい

ます。その結果、在宅で生活を送る 20 歳未満の医療的ケア児数は、214 人（平成 28

（2016）年度）から 252 人（令和２（2020）年度）と年々増加傾向にあり、そのうち

人工呼吸器を使用する医療的ケア児数は、40 人（平成 28（2016）年度）から 77 人（令

和２（2020）年度）と約 1.9 倍に増加しています。 

また、在宅の高度な医療的ケア（人工呼吸器、気管切開）が必要な障がい者（在宅

で生活を送る 18 歳以上の医療的ケア者）数は、令和２（2020）年４月１日現在で 43

人（人工呼吸器 23 人、気管切開 35 人）となっています。 

 

図表 1-17 在宅で生活を送る 20 歳未満の医療的ケア児数 
（単位：人） 

出典：三重大学医学部附属病院小児トータルケアセンターおよび三重県調べ 

  

 （10）医療的ケア児・者 

  平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

実人数 214 220 241 240 252 

内訳 人工 

呼吸器 

40 49 60 73 77 

気管 

切開 

66 62 70 78 74 

胃瘻  62～66 69 67 71 87 

経鼻 

経管栄養 

61～65 58   49 55 58 

在宅 

酸素 

76 88   77 76 84 
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３ 障がい者数の将来見込 
 

 （１）障がい者比率の推移 

本県における人口千人あたりの障がい者数をみると、令和２(2020)年４月１日現在

で身体障害者手帳所持者数は 40.7 人、療育手帳所持者数は 8.8 人となっています。

また、令和２(2020)年３月末日現在の精神障害者保健福祉手帳所持者数は、人口千人

あたり 8.5 人、自立支援（精神通院）医療受給者数は 16.7 人となっています。 

人口千人あたりの身体障害者手帳所持者数は、近年、おおむね横ばいで推移してい

ますが、療育手帳所持者数、精神障害者保健福祉手帳所持者数、自立支援（精神通院）

医療受給者数は、いずれも増加傾向がみられます。 

 
図表 2-1 人口千人あたりの障がい者数の推移 

 

 

障がい者数の推移（人数・人口千人あたり人数）              （単位：人） 

  
身体障害者手帳 

所持者 

療育手帳 

所持者 

精神障害者 

保健福祉手帳所持者 

自立支援（精神通院） 

医療受給者 

  人数 
千人 

あたり 
人数 

千人 

あたり 
人数 

千人 

あたり 
人数 

千人 

あたり 

平成 27 年 73,776 40.7 12,727 7 10,535 5.8 25,460 14.1 

平成 28 年 73,852 40.8 13,278 7.3 11,180 6.2 26,017 14.4 

平成 29 年 73,141 40.6 13,991 7.7 11,993 6.7 26,972 15 

平成 30 年 72,927 40.7 14,475 8.1 12,902 7.2 27,883 15.6 
平成 31 年 
(令和元年) 

72,630 40.8 14,973 8.4 13,971 7.8 28,866 16.2 

令和２年 72,051 40.7 15,511 8.8 15,127 8.5 29,671 16.7 

※身体障害者手帳所持者数、療育手帳所持者数は各年４月１日現在 

※精神障害者保健福祉手帳所持者数、自立支援（精神通院）医療受給者数は各年３月末日現在 

※総人口データとして三重県「月別人口調査結果」各年４月１日現在を使用 
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 （２）障がい者数の将来推計 

国立社会保障・人口問題研究所が、平成 27（2015）年の国勢調査結果に基づいて行

った推計によると、本県の総人口は平成 27（2015）年の約 182 万人から、2030 年に

約 165 万人、2035 年には約 158 万人まで減少するとされています。 

この前提をもとに本県の障がい者数の将来推計を行ったところ、身体障害者手帳所

持者数は緩やかに減少していくものと見込まれます。一方、療育手帳所持者数、精神

障害者保健福祉手帳所持者数は、人口あたりの割合が上昇傾向にあることから、総人

口が減少しても手帳所持者数は増加していくものと見込まれます。 

 

図表 2-2 障がい者数の将来推計 

 

※総人口は、2020 年は県月別人口調査結果(4 月 1 日現在）、2025 年以降は国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口」（平

成 30 年３月推計） 

※2020 年は実人数、2025 年以降の推計値は、2015 年から 2020 年における各障害者手帳所持者数の伸び率から、将来の伸び率

を設定し、それを 5 年前の障害者手帳所持者数に乗じ、合算したものを全県の障がい者数とした。 

※身体障害者手帳所持者数、療育手帳所持者数は各年４月１日現在、精神保健福祉手帳所持者数は各年３月末日現在 
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４ 障がいに係る調査 
 

 （１）障がいに関する意識調査 

① 調査概要 

県民の障がいや障がい者、障がい施策に対する意識を把握するため、電子アンケ

ート（ｅーモニターアンケート、キッズモニターアンケート）により調査を行いま

した。 

 

● 調調査査期期間間  

ｅ-モニターアンケート：令和２（2020）年７月８日～７月 29 日 

キッズモニターアンケート：令和２（2020）年 10 月５日～10 月 24 日 

 

● 回回答答者者属属性性  

ｅ-モニターアンケート（対象：18 歳以上） 

 

 

キッズモニターアンケート（対象：小学生（４年生以上）、中学生、高校生） 
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② 結果概要 

● 理理解解度度  

県民に「障がいについてどの程度理解しているか」尋ねたところ、最も多い回

答は「言葉の意味はわかるが、詳しい内容は知らない」で64.9％、次いで「障がいの

種類や程度などを人に説明できる」が21.6％という結果でした。 

［ｅ-モニターアンケート］ 

 

 

また、子どもでは、最も多い回答は「言葉の意味はわかるけれども、くわしい

内容は知らない」で、56.8％、次いで「障がいの種類などを人に説明できる」で

28.0％という結果でした。 

［キッズモニターアンケート］ 

 

 

● 知知るる機機会会  

県民に「障がいや障がい者についてどこで学んだり聞いたりしたか」尋ねたと

ころ、最も多い回答は「テレビ・新聞・雑誌」（357）で、次いで「職場」

（237）、「学校」（227）の順でした。 
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［ｅ-モニターアンケート（複数選択可）］ 

 

 

子どもでは、「学校」（207）が最も多く、次いで「テレビ・新聞・雑誌」

（137）という結果でした。 

［キッズモニターアンケート（複数選択可）］ 

 

 

● 意意識識  

県民に「障がい者に対して差別や偏見の意識を持ったことがあるか」尋ねたと

ころ、最も多い回答は「そういう意識がないとは言えない」で44.9％、次いで

「そのような意識は持ったことがない」が24.6％、「過去に思ったことがある

が、今は持っていない」が20.1％という結果でした。 

［ｅ-モニターアンケート］ 
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子どもに「障がいのある人に対してどのような考えを持ったことがあるか」尋

ねたところ、最も多い回答は「障がいのある人もない人も、同じ人間に変わりな

いと思う」（175）で、次いで「障がいのある人は、がんばっている人だと思う」

（99）という結果でした。 

［キッズモニターアンケート］ 

 

● 差差別別やや偏偏見見ののなないい社社会会  

県民に「障がい者に対する差別や偏見のない社会になっているか」尋ねたとこ

ろ、最も多い回答は「どちらかといえば、そう思わない」で44.6％、次いで「そ

う思わない」が25.3％、次いで「どちらかといえば、そう思う」が23.5％という

結果でした。 

［ｅ-モニターアンケート］ 

 

子どもでは、「どちらかといえば、そう思わない」が 45.8％で最も多く、次いで

「どちらかといえば、そう思う」で 22.0％という結果でした。 

また、年代別では、小学生、中学生、高校生いずれも「どちらかといえば、そ

う思わない」が最も多い回答でした。 
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［キッズモニターアンケート］ 

 

さらに、県民に「以前に比べて障がい者に対する理解が進んでいるか」尋ねた

ところ、肯定的な回答（「感じる」と「どちらかといえば感じる」の合計）は、79.1％

でした。 

［ｅ-モニターアンケート］ 

 

● 施施策策等等  

県民に「障がい者に関する県の施策のうち、あなたが最も力を入れる必要がある

と思う分野は何か」を尋ねたところ、「障がいのある子どもの相談・支援体制や教

育の充実」（364）、「障がいに応じた職業訓練や障がい者雇用の充実」（367）が

ほぼ同数で最も多い回答で、次いで「建物・交通機関等の整備促進」（332）でした。 
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［ｅ-モニターアンケート（複数選択可（５つまで））］ 

 

 

子どもに「障がいのある人への差別や偏見をなくすためには、どのようなこと

が必要か」尋ねたところ、「学校で障がいについて学ぶこと」（143）が最も多

く、次いで「障がいのある人とない人が、いっしょに活動する機会をつくるこ

と」（132）という結果でした。 

 

［キッズモニターアンケート（複数選択可）］ 
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５ 前計画期間（2018 年度～2020 年度）の取組成果と課題 

「みえ障がい者共生社会づくりプラン－2018 年度～2020 年度－」では、「障がい

の有無によって分け隔てられることなく、お互いに人格と個性を尊重し合いながら

共生する社会の実現」を基本理念とし、３つの施策体系「多様性を認め合う共生社

会づくり」「生きがいを実感できる共生社会づくり」「安心を実感できる共生社会づ

くり」に基づき施策の展開を図ってきました。その取組成果や残された課題につい

ては以下のとおりです。 

施策体系１ 多様性を認め合う共生社会づくり 

 

 （１）権利の擁護 

  

目標項目 
現状値 

(平成 29 年度) 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

実績値 実績値 目標値 

障がい者差別解消支援地域協議会設置率 － 56.7％ 63.3％ 100.0％ 

 

ア）主な取組結果 

① 権利擁護のための体制の充実 

平成 30（2018）年に策定した「障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい

三重県づくり条例」の趣旨等について普及啓発活動に取り組むとともに、障がい者差

別解消専門相談員を設置し、障がいを理由とした差別的取扱いや合理的な配慮の提供

などに関する相談への対応を行いました。 

また、学識経験者、当事者団体、弁護士、関係行政機関、関係福祉団体等の代表者

30 名で構成する「三重県障がい者差別解消支援協議会」を開催し、相談事案の処理経

過の検証を行い、相談紛争解決機能の向上に取り組みました。 

② 虐待防止に対する取組の強化 

虐待防止に対する取組の強化として、障害者虐待防止・権利擁護研修（共通講義、

障害福祉サービス事業所管理者等コース、市町及び障害者虐待防止センター職員コー

ス）を開催しました。 

また、障害者福祉施設従事者等による虐待事案について、調査および指導を行い、

施設に対し改善策の提出を求めるとともに、その改善策に基づく再発防止の取組が適

切になされているかの確認を行いました。なお、その際には、専門家チーム会議で有

識者から技術的助言をいただき、障害福祉サービス事業者への指導や市町に対する助

言等支援の参考としました。 

 

＜＜数数値値目目標標＞＞ 
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③ 情報・コミュニケーションに関する支援と配慮 

視覚および聴覚障がい者の情報・コミュニケーション支援を行うため、点訳・音訳

奉仕員、手話通訳者・要約筆記者の養成や取組支援を行うとともに、生活訓練、相談

支援等を行いました。 

④ ユニバーサルデザインのまちづくりの推進 

内部障がいや難病など、外見からは援助や配慮を必要としていることがわかりにく

い方が周囲の方に配慮を必要としていることを知らせるためのヘルプマーク（ストラ

ップ）やヘルプカードの配布や啓発が進む中、これからの社会を担う、高校生や大学

生等の若い世代への啓発として三重大学や県立高校での出前授業に取り組みました。

また、三重県内全郵便局と連携し、年賀タウンメールによるヘルプマークの啓発に取

り組みました。コロナ禍における非接触型の啓発として、ヘルプマーク啓発番組を作

成し、三重県ＨPや三重県公式 YouTube において配信しました。 

ユニバーサルデザインに配慮したまちづくりに向け、三重県ユニバーサルデザイン

のまちづくり推進条例に基づき公共的施設の設計段階で事前協議を受け、審査、指導

を行い、完成した公共的施設に対して適合証を交付しました。 

⑤ 選挙等における配慮 

段差のある場所や入口と同一フロアにない場所にある投票所や期日前投票所にお

いて、市町選挙管理委員会で、スロープの設置、人的介助等の方法により投票環境改

善の対策を講じました。 

 

イ）残された課題 

ｅ－モニターアンケートでは「障がい者に対する差別や偏見のない社会になってい

るか」との問いに半数以上の方がそう思わないと回答しており、障がいに対する差別

や偏見がなくならないことから、引き続き、差別解消に向け、条例の趣旨について普

及啓発を行うとともに、各市町に対し、障がい者差別解消支援地域協議会の設置・運

営による取組の推進が行われるよう、働きかけや支援を行う必要があります。 

障がい者虐待の未然防止と発生時の適切な対応に向けて、関係者の意識の醸成、各

市町における専門性の強化や虐待判断の標準化を図ることが必要です。 

コロナ禍においては、フィジカルディスタンスを保つために視覚障がい者のサポー

トが困難になる、マスクをつけることにより聴覚障がい者のコミュニケーションに支

障が出るなど、新たな課題も発生していることから対応が必要です。 
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目標項目 
現状値 

(平成 29 年度) 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

実績値 実績値 目標値 

障がい者に対する理解が進んでいると感

じる県民の割合 
66.4％  77.3％ 75.0％ 

 

ア）主な取組結果 

① 啓発・広報の推進 

内閣府との共催で障害者週間に合わせて「心の輪を広げる体験作文」および「障害

者週間のポスター」を募集し、障がいに対する理解を深めるための啓発に取り組みま

した。 

障がいに対する理解や社会的障壁の除去の重要性に対する理解を深めることを目

的に、こころのバリアフリー推進事業兼「よしもととの《笑い》による共に生きる社

会づくりプロジェクト」として、障がい当事者との協働により広く県民を対象とした

啓発イベントを実施しました。また、三重労働局等と連携し事業者向け研修会「公正

採用研修会」の場を活用し、障がいを理由とする差別の解消のための啓発を実施しま

した。 

② 福祉教育・人権教育の推進 

学校において、視覚障がいのある方や社会福祉協議会の職員を講師に招き、障がい

のある方等との交流や講演会等を通して、さまざまな立場の人が安心して暮らせる社

会について考える取組や、アイマスク・車椅子体験、高齢者疑似体験など児童生徒の

発達段階や地域の実態に応じた特色ある取組を実施しました。 

また、人権学習指導資料等を活用し、共生社会の実現に向けて、障がい者の人権に

係わる問題を解決するための学習に取り組みました。 

③ ボランティア活動の促進 

小中学校において、地域の方と連携し、地域に花を植えたり、清掃や魚の放流とい

った海や河川等の環境保全を行ったりするなど、地域活動に取り組みました。また、

高齢者施設の方々や幼児との交流、学校全体での募金活動を行ったりするなど、地域

の方々と連携しながら児童生徒のボランティア精神の向上に取り組みました。 

 

イ）残された課題 

障がいについてどの程度理解しているか尋ねたｅ－モニターアンケートにおいて

も「言葉の意味は分かるが詳しい内容は知らない」との回答も多く、また毎年、障が

い者への差別事案が発生しており、障がいへの理解や社会的障壁の除去の必要性など、

「障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例」の趣旨の正

しい理解などについて、引き続き啓発する必要があります。特にコロナ禍において、

 （２）障がいに対する理解の促進 

＜＜数数値値目目標標＞＞ 
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人が多数集まるイベントが制限される中で、ＩＣＴを活用するなど普及啓発に対する

工夫が必要です。 

そのほか、小中学校等において、総合的な学習の時間等を活用して、実際に車いす

体験やバリアフリー体験等を行うだけでなく、各教科等でそれぞれの教科等の特徴に

応じた体験的な学習を充実することにより、障がいに対する理解をさらに図る必要が

あります。 

地域の特色を活かしたボランティア活動を推進するため、より一層の県民への周知、

啓発が必要です。また、県民のボランティア活動を支援するボランティアコーディネ

ーターの人材養成とともに、養成したボランティアコーディネーターの資質向上等へ

の支援も充実を図っていく必要があります。 

 

 （３）社会参加の環境づくり 

 

目標項目 
現状値 

(平成 28 年度) 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

実績値 実績値 目標値 

視覚・聴覚障がい者の活動支援に係る人

数 
― 395 人 767 人 

1,080 人

（累計） 

 

ア）主な取組結果 

① 障がいの状態に応じた活動支援 

三重県視覚障害者支援センターにおいて、視覚障がい者の在宅生活における適応力

を高めるために、一人ひとりの生活実態に合わせた形で居住する地域での歩行訓練や

身辺・家事管理に関する指導、コミュニケーション手段としての点字研修等を実施し

ました。 

三重県聴覚障害者支援センターにおいて、難聴・中途失聴者を中心に手話教室を開

催するとともに、聴覚障がい者の情報・コミュニケーション支援を行うため、手話通

訳者・要約筆記者の養成を行いました。また、聴覚障がい者の新型コロナウイルス感

染症の相談や受診に活用できるよう、遠隔手話通訳サービスを導入しました。 

② 福祉用具の活用の推進 

オストメイト等に関して、研修会、相談会や生活訓練を実施しました。 

福祉用具に関するニーズを収集するとともに、「みえ福祉用具フォーラム」や「みえ

福祉用具アイデアコンクール」の開催や、県内木工所と共同開発した自助具製作キッ

トと訓練用具の販売促進を行うことで福祉用具の普及や開発、販路開拓等に向けた支

援を実施しました。 

③ バリアフリー観光の推進 

バリアフリー観光の推進に向け、観光ボランティアガイドバリアフリー研修やバリ

アフリーの観光地づくり研修を実施しました。 

＜＜数数値値目目標標＞＞ 
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また、宿泊施設、観光施設等を対象としてバリアフリー観光調査を実施し、施設の

バリアフリー対応状況等の調査結果を情報発信するとともに、施設等に対し、外国人

も含めて障がい者への対応についてのアドバイスを行いました。 

加えて、新型コロナウイルス感染症の影響によって、移動やコミュニケーションに

おける困難さに直面する人々のニーズに応えながら、誰もが三重県の観光を楽しめる

バリアフリー観光を推進するため、三重の観光地をテーマとしたオンラインツアーを

実施しました。 

 

イ）残された課題 

中途視覚障がい者が増える中、歩行訓練等のニーズに対応するため、一層指導者の

確保を図る必要があります。 

難聴者・中途失聴者等のコミュニケーション支援のため手話教室等の生活訓練を実

施する必要があります。あわせて、手話通訳者等の養成、難聴者・中途失聴者への支

援の実施や、新たに聴覚障がい者等の情報保障等について、ＩＣＴ等を活用して情報

アクセシビリティの向上に努める必要があります。 
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施策体系２ 生きがいを実感できる共生社会づくり 

 

 （１）特別支援教育の充実 

 

目標項目 
現状値 

(平成 29 年度) 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

実績値 実績値 目標値 

特別支援学級においてパーソナルカルテ

を活用している小中学校の割合 
80.9％ 87.4％ 97.7％ 100％ 

 

ア）主な取組結果 

① 指導・支援の充実 

障がいのある子どもに関して、必要な支援情報が円滑に引き継がれ、適切な指導・

支援が行えるよう、市町教育委員会の就学支援担当者を対象にした連絡会を実施し、

パーソナルカルテの活用と学校間での支援情報の引継ぎや個別の指導計画等の作成

状況を把握しました。 

また、特別支援学校や小中学校教員が参加する研修会等で指導・助言を行い、中学

校から引き継がれたパーソナルカルテ等の効果的な活用促進が図れるよう高等学校

の特別支援教育コーディネーター会議を開催しました。 

「特別支援学校における交流及び共同学習のガイドライン」に基づき、交流および

共同学習を計画的に実施しました。 

障がい者スポーツを通じた交流および共同学習の実施により相互理解を図ること

ができました。 

② 専門性の向上 

個別の指導計画等の作成や活用を進めるとともに、研修の場を設けることで、児童

生徒一人ひとりの教育的ニーズや障がいの特性に応じた指導・支援等教員の特別支援

教育に係る専門性の向上につなげました。また、自分の意思を相手に伝えるためなど、

コミュニケーション手段としてタブレットパソコン等の情報機器を授業で活用する

ことで、自立と社会参画に向けた取組を進めました。 

③ 教育環境の充実 

西日野にじ学園の児童生徒の増加による施設の狭隘化を解消するため、旧四日市市

あけぼの学園を西日野にじ学園の教室として使用できるよう改修し、教育環境の改善

を図りました。 

県立学校のバリアフリー化推進のため、階段への手すり設置、トイレへの手すり設

置等の改修を実施しました。 

  

＜＜数数値値目目標標＞＞ 
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イ）残された課題 

発達障がいなど特別な支援を必要とする子どもたちが増加していることから、引き

続き、市町教育委員会と連携し、適切な指導・支援が行えるよう確実な支援情報の引

継ぎなど、早期からの一貫した支援を進める必要があります。また、特別支援教育に

係る研修講座を実施し、特別支援教育を推進する中心的な役割を担う人材育成を図る

必要があります。 

県立学校への多機能トイレやエレベータの整備については設置スペースの確保や、

校舎の構造、強度等、各学校の施設の状況をふまえて進める必要があります。 

 

 （２）就労の促進 

 

目標項目 
現状値 

(平成 28 年度) 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

実績値 実績値 目標値 

一般就労に移行した障がい者数 389 人 437 人 401 人 524 人 

 

ア）主な取組結果 

① 一般就労の促進 

障がい者雇用アドバイザーによる企業の求人開拓（26 事業所）[令和３年１月 31 日

現在]や雇用に関する支援制度の情報提供等により障がい者の就労の場の拡大に取り

組みました。 

また、三重県障がい者雇用推進企業ネットワーク（登録企業数 315 社[令和３年１

月 31 日現在]）については、メールマガジンの発行により登録企業に情報提供を行う

とともに、「産・福・学」の情報交流会を開催し企業間の情報交換や交流などの取組を

支援しました。 

三重労働局・ハローワークとの共催で、県内７か所で障がい者の就職面接会、ミニ

就職面接会を開催し、障がい者の就労を支援しました。 

ステップアップカフェで、障がい者がいきいきと働く姿を企業や県民の皆さんに触

れていただき、様々な人々が交流することで、障がい者が働くことや障がいに対する

理解を促進しました。 

就労を希望する障がい者が、希望や特性、体力等に応じて働き続けるため、これま

での働き方に障がい者が合わせるだけでなく、多様な選択肢の中から自らに適した働

き方を選択できるよう、分身ロボットをはじめとするさまざまなＩＣＴを活用した障

がい者のテレワークによる新しい勤務形態などの環境整備を促進しました。 

② 福祉的就労への支援 

障がい者就業・生活支援事業を障害保健福祉圏域（９圏域）で実施し、就労中また

は就労を希望する障がい者に対して就業およびこれに伴う日常生活又は社会生活に

関する相談支援を行いました。 

＜＜数数値値目目標標＞＞ 
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また、障がい者就業・生活支援センターにおいて、職場定着支援の取組や就労移行

支援事業所等との連携・支援により、就労の定着に向けたさらなる支援に取り組みま

した。 

障害者優先調達推進法に基づく調達方針を策定し、障害者就労施設等への調達拡大

に向けて市町とともに取り組みました。 

複数の就労系障害福祉サービス事業所で共同して受注、品質管理等を行うことを目

的とした共同受注窓口事業を実施することにより、福祉的事業所の受注の機会を確保

するとともに、工賃等の向上に取り組みました。 

県内就労継続支援Ｂ型事業所の平均工賃月額は、令和元（2019）年度に 16,429 円

となり、全国平均（16,369 円）を初めて上回りました。 

施設外就労のスキームを活用し、就労支援事業所が障がい者と職員によるユニット

を編成して企業内の生産ラインを請け負う「施設外就労『M.I.E モデル』」について、

取り組むメリットやノウハウを紹介するセミナーと、実践に向けた就労支援事業所と

企業のマッチングを目的とした情報交流会を開催しました。 

③ 多様な就労機会の確保 

一般社団法人三重県障がい者就農促進協議会等と連携しながら、農福連携で生産・

製造された商品（ノウフク商品）のブランド構築に向けて、農福連携マルシェの開催

等を通じた情報発信や消費者との交流促進、新たなノウフク商品の開発支援等を行い

ました。また、福祉事業所による農作業請負、いわゆる施設外就労の取組拡大のため、

障がい者が就労可能な農作業の切り出しや、福祉事業所と農業経営体等のマッチング

を行う人材の育成等を行いました。 

林業や水産業の分野において、林業では、福祉事業所と林業事業者等とのマッチン

グや、木工品を製作するための技術の習得や冶具の開発への支援に取り組んだほか、

林福連携の拡充に向け、アロマ用のヒノキオイル抽出作業などについての勉強会を開

催しました。水産業では、志摩市社会福祉協議会との連携による「海上作業に向けた

障がい者の育成プログラム」の作成や、鳥羽磯部漁業協同組合等と連携して「水産業

ジョブトレーナー養成研修」を実施し、漁労作業に取り組む障がい者の支援や関係者

との調整を行う指導者の育成に取り組んだほか、福祉事業所による漁業現場への労働

力提供に係るマッチングや志摩市社会福祉協議会のカキ養殖参入等を支援しました。 

こうした取組に加え、全都道府県が参加する「農福連携全国都道府県ネットワーク」

を活用し、都道府県間で連携しながら、意見交換や先進事例の調査、国への提言、農

福連携マルシェの開催等に取り組みました。 

 

イ）残された課題 

県全体として法定雇用率をやや上回ったものの、業種や事業規模等により高低が見

られ、未だに多くの求職者が存在する状況にあります。また、平成 30（2018）年４月

から精神障がい者が法定雇用率の対象となったことをふまえ、さらに多様な障がい者

雇用の促進に取り組む必要があります。とりわけコロナ禍において加速度的に進めら

れているテレワークについても、障がい者の利用が進むよう企業等への働きかけや支
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援等に取り組む必要があります。 

就職した方の就労継続を図るため、引き続き就労定着支援事業所の設置促進を図る

必要があります。 

福祉的就労における工賃は着実に上昇し、初めて全国平均を上回ったものの、依然

として低い状況にあるため、県の平均工賃等を下回る事業所の工賃等の底上げを図る

必要があります。 

特に、新型コロナウイルス感染症による経済活動の縮小や感染拡大の防止により対

面販売の機会が減少したこともあり、就労系障害福祉サービス事業所の受注が減少し、

工賃等へも影響が生じており、新たな対策が必要です。 

障害者優先調達推進法に基づく取組については、障害者就労施設等への調達拡大や

発注内容の多様化のほかＩＣＴ等の活用なども含め市町とともに取り組む必要があ

ります。 

農福連携の定着と発展をめざす上では、国や都道府県、農福連携を推進する民間団

体等との連携が不可欠であり、県においても「農福連携全国都道府県ネットワーク」

の活動の活性化に引き続き取り組むことが必要です。 

 

 （３）スポーツ・文化活動の推進 

 

目標項目 
現状値 

(平成 29 年度) 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

実績値 実績値 目標値 

全国障害者スポーツ大会の団体競技にお

ける予選会出場率 
83.3％ 91.7％ 91.7％ 100％ 

 

ア）主な取組結果 

① 障がい者スポーツの環境整備 

障がい者のスポーツへの参加意欲の向上と機会の充実を図るため、三重県障がい者

スポーツ大会を開催するとともに、全国障害者スポーツ大会北信越・東海ブロック予

選会に 11 競技団体が出場しました。 

令和元（2019）年度から選手の確保・育成と士気向上を図るため、競技別に三重と

こわか大会に向けた選手の育成指定を行い、定期的な育成練習会を開催しました。 

また、障がい者スポーツ指導員、障がい者スポーツトレーナーの養成に取り組むと

ともに、地域における障がい者スポーツ教室や体験会などへの障がい者スポーツ指導

員等の派遣を支援し、障がい者スポーツの普及・啓発を図りました。 

② 全国障害者スポーツ大会開催に向けた取組 

大会競技会の運営を支える競技役員について、審判員の新規養成や競技役員の研修

を行い、障がいや障がい者スポーツの理解促進に取り組みました。 

また、手話・筆談等の情報支援ボランティアにかかる指導者養成講座等を実施し、

ボランティアの養成に取り組みました。 

＜＜数数値値目目標標＞＞ 



 

 46 

③ 障がい者の文化活動への参加機会の充実 

障がい者団体などの多様な主体との協働により、毎年「三重県障がい者芸術文化祭」

を開催しました。 

また、令和２（2020）年９月に「三重県障がい者芸術文化活動支援センター」を設

置し、芸術文化活動を通じた障がい者の社会参加の促進を図りました。 

 

イ）残された課題 

東京パラリンピックや三重とこわか大会の開催を好機ととらえ、障がいのある人が

運動・スポーツに取り組む機会の充実や、障がい者スポーツを支える人材の育成等、

障がい者スポーツの裾野の拡大に向けた取組を進める必要があります。 

「三重県障がい者芸術文化活動支援センター」において、アートサポーターによる

文化芸術活動にかかる相談支援の充実を図るとともに、障がい者関係団体との連携強

化を進め、ＩＣＴ等も活用し、より多くの方からの作品応募や参加が得られるような

多様な発表機会を創出することが必要です。 

施策体系３ 安心を実感できる共生社会づくり 

 

 （１）地域生活を支えるサービスの充実 

 

目標項目 
現状値 

(平成 28 年度) 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

実績値 実績値 目標値 

地域生活移行者数 ― 17 人 31 人 
150 人

（累計） 

 

ア）主な取組結果 

① 地域生活への移行 

圏域の自立支援協議会の活性化に向けて、スーパーバイザーを設置し、圏域で地域

移行に取り組める体制づくりを支援しました。 

相談支援従事者研修(初任者・現任者)において、サービス等利用計画等の質の向上

を図るため、カリキュラム内容の充実を通じて、相談支援専門員の資質向上を支援し

ました。 

② 相談支援の充実 

重層的で途切れのない相談支援体制を構築するため、基幹相談支援センターの設置

促進を図るとともに、相談支援従事者および市町担当者を対象として、機能強化を目

指した専門コース別研修を実施しました。（基幹相談支援センター設置市町数：13 市

町） 

高次脳機能障がい者およびその家族の地域生活を支援するために必要な相談支援、

＜＜数数値値目目標標＞＞ 
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関係機関との支援ネットワークの充実について取組を進めるとともに、医療機関、施

設等で高次脳機能障がい者の支援に携わる者に対する研修等を実施しました。 

③ 地域生活支援の充実 

障がい者が、地域において自立した生活を送ることができるよう、居住の場である

グループホームや、日中活動の場である生活介護事業所・児童発達支援センターの整

備を促進しました。 

④ 福祉人材の育成・確保 

「三重県障がい福祉従事者人材育成ビジョン」に基づき、相談支援従事者初任者研

修、相談支援従事者現任研修、サービス管理責任者・児童発達支援管理責任者研修、

強度行動障害支援者養成研修等を開催し、障がい福祉関係の人材育成を図りました。 

障がい福祉分野の人材支援のため、障害者支援施設等における介護業務の負担軽減

を図るためのロボット等導入に対する支援を行いました。 

障害者支援施設で新型コロナウイルス感染症のクラスター等が発生した場合に備

え、県と障がい者団体（３団体）との間で、感染症発生時における職員の派遣に関す

る覚書を締結しました。 

⑤ 経済的な支援 

障がい者医療費助成事業を行っている市町に対し補助を行いました。 

障がい者の保護者が死亡又は重度の障がい者となった場合に、残された障がい者に

年金を支給する心身障害者扶養共済制度を運用し給付を行いました。 

 

イ）残された課題 

相談支援の充実等により、入所中の障がい者が本人の意思に沿って住居を選択でき

る環境づくりを進める必要があります。 

福祉施設に入所する障がい者の重度化や高齢化が進む中、重度の障がいであっても

地域で安心して生活ができるよう、地域における社会資源等の整備や地域生活への移

行に向けて本人や家族の不安を軽減し地域生活を支援する相談支援等の取組を促進

する必要があります。 

地域で暮らす障がい者が、居宅介護等の訪問系サービス、生活介護等の日中活動系

サービスおよび短期入所など障害福祉サービスを適切に利用できるよう、引き続き事

業所を支援していくことが必要です。 

  福祉・介護分野における人材確保が課題となっていましたが、コロナ禍の中、感染

症対策への業務が増加しており、さらなる人材確保が必要となっています。 
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 （２）保健・医療体制等の充実 

 

目標項目 
現状値 

(平成 28 年度) 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

実績値 実績値 目標値 

精神科病院にお

ける早期退院率 

入院後 3 か月後時点 58.9％ 53.9％ 70.4％ 69.0％ 

入院後 6 か月後時点 81.9％ 80.0％ 80.6％ 84.0％ 

入院後 1 年時点 87.6％ 86.8％ 84.3％ 92.0％ 

 

ア）主な取組結果 

① 障がいの早期発見と対応 

市町が進める児童発達支援体制づくりにおいて、障害児入所施設の発達支援の専門

性や地域支援機能を活かした取組を連携させていくことで、地域における障がい児等

支援拠点（児童発達支援センター等）の整備を促進するとともに、その機能の拡充・

強化を図りました。 

② 精神障がい者等への支援 

すべての障害保健福祉圏域において自立支援協議会精神部会や精神障がい者地域

移行・地域定着推進協議会等「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステム」構築

のための協議の場を設置し、長期入院者の地域移行に係る状況把握や課題検討を行い

ました。 

県内６か所の圏域にピアサポーターを配置して、体験談を語るなど退院意欲向上の

ための退院支援プログラムを行いました。 

③ 医療的ケアを必要とする障がい児・者への支援 

医療的ケアに関し、４つの地域ネットワークにおける支援者支援や地域づくりを目

指したスーパーバイズ機能構築に向けた研修会を実施するとともに医療的ケアを必

要とする障がい児・者の支援を適切に行い総合調整する医療的ケア児・者コーディネ

ーターの養成を開始しました。 

自立支援協議会に医療的ケア課題検討部会を設置し、医療的ケアに係る課題への具

体的な取組について議論しました。 

医療的ケアを必要とする児童生徒が身体的に安定した状態で教育活動に参加でき、

付き添う保護者の負担が軽減されるよう、特別支援学校に常勤講師（看護師免許所有）

16 名を配置し、医療的ケアを実施しました。 

在宅の重症心身障がい児(者）とその家族の生活を支援するため、相談支援を行う

とともに療育機関等福祉サービスの情報提供を行いました。 

 

＜＜数数値値目目標標＞＞ 
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④ 発達障がい児・者への支援 

自閉症等の特有な発達障がいを有する障がい児・者に対する総合的な支援を行う地

域の拠点として、自閉症・発達障害支援センターを設置し、相談支援を行いました。

また、発達障害者地域支援マネジャーを配置し、地域支援機能の強化を図りました。 

発達障害者支援地域協議会を開催し、地域における発達障がい者等への支援体制に

関する課題の共有、関係機関の連携強化に向けた協議等を行いました。 

   

イ）残された課題 

障がい児等の地域生活を支援する拠点（児童発達支援センター等）の整備を一層推

進し、その機能の拡充・強化を図っていく必要があります。 

保健所における精神障がい者等の相談支援における相談内容が、精神疾患のみなら

ず、貧困や同居家族の高齢化に伴う問題等の課題を抱える事例が増加しており、多様

な関係機関との連携が必要です。 

長期入院精神障がい者のさらなる退院率向上に向け、継続して精神科医療機関と地

域障がい者福祉サービス事業所と連携した取組が必要です。ピアサポーターの活動を

より効果的に入院患者の退院意欲向上に活用するための対策が必要です。 

日中活動の場や短期入所（レスパイト）先として医療的ケア児・者を受入可能な障

害福祉サービス等事業所の不足など、医療的ケアが必要な障がい児・者が地域生活を

行う上で必要な支援が充分ではない現状があります。 

発達障がい等特別な支援を必要とする子どもたちが増加していることから、引き続

き、県内の発達障がいのある児童生徒への支援体制について、充実を図る必要があり

ます。 

支援を必要とする障がい者等に、ライフステージを通して円滑に支援が届くよう、

ライフステージの各段階における、支援のつなぎや関係機関の連携を深めていく必要

があります。 

 

  



 

 50 

 （３）防災・防犯対策の充実 

 

目標項目 
現状値 

平成 28 年度 

実績値 実績値 目標値 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

福祉避難所運営マニュアル策定率 44.5％ 50.9％ 46.5％ 70.0％ 

 

ア）主な取組結果 

① 防災対策の推進 

地域における避難行動要支援者対策の促進を図るため、すべての市町で作成が完了

した避難行動要支援者名簿に基づき、関係者への名簿情報の提供や名簿情報に基づく

個別計画の策定について、市町に働きかけや助言を行いました。 

L アラート（公共情報コモンズ）に提供した情報が複数の手段により伝達され、要

配慮者の避難にも有効に活用できるよう、全国総合訓練に参加するとともに、報道機

関等の情報伝達者に対して訓練への参加を促しました。 

福祉避難所について、市町担当者会議における説明や、地域でのワークショップに

参加するなど、設置促進に向けた働きかけを行いました。 

三重ＤＰＡＴ（災害派遣精神医療チーム）運営委員会を年１回開催し、ＤＰＡＴ体

制整備に関する課題を検討しました。また、三重ＤＰＡＴ研修を年１回開催し、人材

育成に努めました。 

視覚障がい者、同行援護従事者、ボランティア、行政関係者等を対象として、災害

時の避難行動セミナーを開催し、障がい者にとって有効な避難方法、その支援のあり

方や情報支援、避難所における支援のあり方について、理解を深めました。 

災害時における聴覚障がい者の安否確認や避難所支援のため、三重県聴覚障害者支

援センターと連携し、新たに３市町と協定を締結しました。 

グループホームの防災対策を推進するため、スプリンクラーの設置を進めました。 

障害者支援施設等における非常災害発生時の安全確保のため、避難確保計画の策定

について個別に働きかけを行いました。 

災害時に避難所で生活を送る高齢者や障がい者等（要配慮者）の福祉ニーズへ的確

に対応するため、県と福祉関係団体（21 団体）との間で協定を締結しました。また、

三重県災害派遣福祉チーム（三重県ＤＷＡＴ）の養成研修を実施し、三重県ＤＷＡＴ

を立ちあげ、派遣要請に対応できるように取り組みました。 

② 防犯対策の推進 

スマートフォン等を利用した緊急通報「110 番アプリシステム」の運用を開始し、

聴覚や言語に障がいのある人のための緊急通報手段を拡充しました。 

 

イ）残された課題 

避難行動要支援者名簿情報の避難支援者等関係者への提供や、その名簿情報に基づ

＜＜数数値値目目標標＞＞ 
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く個別計画の策定や訓練を促進する必要があります。 

福祉避難所は 29 市町で確保されましたが、市町間で福祉避難所の確保状況に差が

あり、さらなる確保を進めるほか、運営マニュアルの策定は半数程度にとどまってお

り、策定を促進する必要があります。 

三重県聴覚障害者支援センターと協定を締結した市町への支援を強化するととも

に、避難行動要支援者名簿の提供等に関する協定の締結市町をさらに増やす必要があ

ります。 

また、自然災害が激甚化・頻発化する中で、大規模災害等の発生に備え、社会福祉

施設等における事業継続計画（ＢＣＰ）の策定を促進するとともに、三重県ＤＷＡＴ

が適切に運用できるよう研修、訓練を実施する必要があります。 

障害者支援施設等における避難確保計画の策定は半数弱にとどまっており、策定を

促進するとともに、実効性のある避難訓練を実施する必要があります。 
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第 1章で示した障がい者を取り巻く環境変化や現状と課題をふまえ、第２章で

は、令和５（2023）年度までの新たな目標を設定するとともに、障がい者施策の推

進を図ります。 

 

 

 

１ 権利擁護の推進 
 

 

① 障がい者に対する差別や偏見の意識が根強く残る中で、新型コロナウイルス感染

症による生活様式の変容に伴い、障がい者の行動特性に基づく新たな偏見が生じ

ているともいわれる状況の下、障がいを理由とする差別の解消に関して、障害者

差別解消法や「障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり

条例」に基づく取組強化や市町における体制づくりを促進していくことが一層必

要となっています。 

② 障がい者虐待の未然防止と発生時の迅速かつ適切な対応のため、関係者の虐待防

止・権利擁護意識の醸成を図るとともに、各市町における専門性の強化や虐待判

断の標準化が図られることが必要です。 

③ 様々な主体による合理的配慮の提供のほか、ユニバーサルデザインやバリアフリ

ー化の取組を推進して、環境の整備を促進することが必要です。 

④ 選挙において、障がい者が投票する権利を正当に行使できるよう、取組を進めて

いく必要があります。 

⑤ 旧優生保護法により心身に多大な苦痛を受けてきた方々の名誉と尊厳を尊重して

いくための取組を進める必要があります。 

 

 

障がいを理由とする差別の解消、障がい者に対する虐待の防止が図られるとともに、

支援体制が整備され、障がい者の権利擁護が図られています。 

また、障がい者の日常生活や社会生活の場面で、合理的配慮の提供や、ユニバーサ

ルデザインやバリアフリー化による環境整備が進み、さまざまな社会的障壁が取り除

かれています。 
 

 

 

現状と課題 

めざす共生社会の姿 

多様性を認め合う共生社会づくり 第１節 第１節 多様性を認め合う共生社会づくり
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【関連するＳＤＧｓのゴール】 

     

 

 

障がいを理由とする差別の解消に向け、取組の強化を図るとともに、合理的配慮に

つながるさまざまな環境整備に取り組みます。 

また、障がい者虐待の未然防止と迅速かつ適切な対応を行うため、障がい福祉分野

の従事者の権利擁護意識の醸成や市町への支援、事業所に対する啓発・指導等を行い

ます。 

さらに、障がい者の選挙権の行使に向けた取組を進めます。 

 

 

 （１）権利擁護のための体制の充実 

① 障がい者差別に関する相談について、相談窓口に寄せられた相談に適切に対応す

るとともに、相談事例や合理的配慮の好事例等について、三重県障がい者差別解

消支援協議会等を通じて事例の検証や情報共有を図り、障がい者に対する差別の

解消や未然防止に役立てます。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

② 県の行政サービスにおいて、合理的配慮の提供が適切になされるよう、職員に対

して「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律及び障がいの有無にかか

わらず誰もが共に暮らしやすい三重県づくり条例に基づく職員の対応に関する要

領」（三重県職員対応要領）の周知徹底を図ります。（子ども・福祉部 障がい福

祉課） 

 

③ 学校教育において、合理的配慮の提供が適切になされるよう、職員に対して三重

県職員対応要領の周知徹底を図るとともに、各市町等教育委員会と連携して取り

組んでいきます。（教育委員会 人権教育課） 

目標項目 
現状値 目標値 

目標項目の説明 令和元
（2019）年度 

令和５
（2023）年度 

障害者差別解消支援地域協議会設

置率 
63.3％ 100.0％ 

障害者差別解消法で任意

設置とされている県およ

び市町の障害者差別解消

支援地域協議会の設置率 

施策の基本的な方向 

施策の展開 

＜＜数数値値目目標標＞＞ 
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④ 三重県障がい者差別解消支援協議会で構築したネットワークを生かして、関係機

関が連携して包括的な相談・紛争解決体制の充実に取り組みます。（子ども・福祉

部 障がい福祉課） 

 

⑤ 市町の相談窓口の適切な運営、市町における職員対応要領に基づく適切な合理的

配慮の提供、障害者差別解消支援地域協議会の設置・運営による取組の推進が行

われるよう、市町に対して働きかけや支援を行います。（子ども・福祉部 障がい

福祉課） 

 

⑥ 三重県社会福祉協議会が実施する日常生活自立支援事業について、今後さらに支

援の必要な人が増えることが予想されるため、障がい者が安心して暮らせるよう、

支援体制の充実に取り組みます。（子ども・福祉部 地域福祉課） 

 

⑦ 「成年後見制度の利用の促進に関する法律（成年後見制度利用促進法）」もふまえ

ながら、市町職員をはじめ関係機関職員に対する研修会の実施等、成年後見制度

に関する周知・啓発を行います。（医療保健部 長寿介護課） 

 

⑧ 障がい者の成年後見制度の利用を促進するため、市町が実施する利用支援や啓発、

市民後見人の育成等の取組に対して支援します。（子ども・福祉部 障がい福祉

課） 

 

⑨ 障がい者等の消費者トラブル防止のため、「消費者啓発地域リーダー」を養成し、

市町等さまざまな主体と連携して地域における啓発活動を推進するとともに、消

費者に身近な市町における見守り体制の充実に向けた取組を促進します。（環境

生活部 くらし・交通安全課） 

 

⑩ 旧優生保護法により心身に多大な苦痛を受けてきた方々の名誉と尊厳を尊重し同

法に基づく優生手術等を受けた方に対する一時金の支給が円滑に実施されるよう、

制度の周知および相談受付事務を行います。（子ども・福祉部 子育て支援課） 
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 （２）虐待防止に対する取組の強化 

① 障害福祉サービス事業所等における虐待の未然防止や事案への迅速で適切な対応

を図るため、管理者や従業者を対象とした研修を実施します。（子ども・福祉部 

障がい福祉課） 

 

② 市町の虐待判断の標準化や迅速で適切な対応が行われるよう、市町職員に対して

研修を実施し、専門的知識および技術を有する人材の育成を図ります。（子ども・

福祉部 障がい福祉課） 

 

③ 障害福祉サービス事業所等の従事者等による虐待事案が生じた際には、当該事業

所等に対して虐待防止改善計画の作成を求めるとともに、改善状況を継続的に確

認し、再発防止につなげます。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

④ 障害者虐待対応事例集の活用や有識者等で構成される専門家チームとの連携によ

り、障害福祉サービス事業者等や市町に対する助言や支援を行います。（子ども・

福祉部 障がい福祉課） 

 

 （３）ユニバーサルデザインのまちづくりの推進 

① ユニバーサルデザインの考え方が県民の皆さんに浸透するよう、地域におけるユ

ニバーサルデザインの意識づくりを図るとともに、感性豊かな子どもの頃からユ

ニバーサルデザインの意識が育まれる環境づくりを進めます。（子ども・福祉部 

地域福祉課） 

 

② 地域におけるユニバーサルデザイン啓発活動のリーダー的な役割を担う「ＵＤア

ドバイザー」がより効果的な活動を継続できるよう支援します。（子ども・福祉部 

地域福祉課） 

 

③ 「三重おもいやり駐車場利用証制度」の周知を図るとともに、事業者等のおもい

やり駐車場の設置を促進します。（子ども・福祉部 地域福祉課） 

 

④ 内部障がいや難病など、外見からは援助や配慮を必要としていることが分からな

い方が周囲の方に配慮を必要としていることを知らせるため、必要な方にヘルプ

マーク（ストラップ）やヘルプカードの配布を行うとともに、県民の皆さんにヘル

プマークの趣旨の理解とおもいやりのある行動への働きかけを行います。（子ど

も・福祉部 地域福祉課） 
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⑤ 県立文化施設において、障がい者が文化活動に参加しやすい環境の整備に努めま

す。また、県立図書館において、障がいにより来館が困難な人のための郵送による

図書の貸出など、ソフト面での充実に努めます。（環境生活部 文化振興課）   

 

⑥ 誰もが必要な情報を入手できるよう、「わかりやすい情報の提供のためのガイド

ライン」に沿った情報発信を推進するとともに、イベントにおける「ユニバーサル

デザインイベントマニュアル」を活用した会場設営や運営を推進し、新型コロナ

感染症対策もふまえ、誰もが参加しやすいイベントの開催を進めます。また、これ

らのガイドラインやマニュアルを周知します。（子ども・福祉部 地域福祉課） 

 

⑦ 誰もが安全・安心で快適に利用できる建築物等の整備を進めるため、「バリアフリ

ー法」「三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進条例」等に基づき、審査や

指導を行うとともに、施設整備や管理を担う人たちに対して、ユニバーサルデザ

インの考え方等についての研修を実施します。（子ども・福祉部 地域福祉課） 

 

⑧ 県営住宅における住戸内の段差解消等のバリアフリー改修を、引き続き計画的に

進めます。（県土整備部 住宅政策課） 

 

⑨ バリアフリーに関する基準が設けられたサービス付き高齢者向け住宅の登録や長

期優良住宅の認定を的確に実施するとともに、これらの制度についてホームペー

ジやパンフレットを利用し、積極的な普及促進に努めます。（県土整備部 住宅政

策課） 

 

⑩ 公共交通機関である鉄道を利用する際に、障がい者をはじめとする全ての人が安

全で自由に移動できるよう、鉄道事業者が行う駅舎のバリアフリー化（エレベー

タの設置や内方線の整備等）を支援します。（子ども・福祉部 地域福祉課） 

 

⑪ 国の補助制度を活用しながら、バス事業者が行う低床バス購入に対して助成を行

います。（地域連携部 交通政策課） 

 

⑫ 路線バスのバリアフリー化について、バス事業者が行うノンステップバスの導入

を促進します。（子ども・福祉部 地域福祉課） 

 

⑬ 通学路交通安全プログラム等に基づく交通安全対策を推進し、道路管理者として

歩道を整備する際にはバリアフリー化に努めます。（県土整備部 道路管理課） 

 

⑭ 市町が策定する「交通安全特定事業計画」に基づき、公安委員会として、道路管理

者と連携しながら、主な生活関連道路を中心にバリアフリー対応型信号機（音響

式信号機等）の整備を推進します。（警察本部 交通規制課） 
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 （４）選挙等における配慮 

① 投票所や期日前投票所を設置する市町選挙管理委員会に対し、障がい者が利用し

やすいよう、駐車場の確保や段差解消などのバリアフリー化を働きかけます。（選

挙管理委員会） 

 

② 自宅での投票が可能な郵便等による不在者投票制度をはじめ、代理投票制度や点

字による投票制度の活用および正しい利用方法について、周知を図ります。（選挙

管理委員会） 

 

③ 県選挙管理委員会が発行する選挙公報について、障がい者団体や市町選挙管理委

員会と協力し、点字版および音訳版（カセット版、ＤＡＩＳＹ版）を提供します。

（選挙管理委員会） 

 

④ 手話通訳や字幕の付与が認められている選挙について、放送事業者等と連携して、

候補者に制度の周知を図ります。（選挙管理委員会） 
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信号交差点でスマホ音声により視覚障がい者を誘導するシステム 

（高度化ＰＩＣＳ）について 

                                                 

１１  高高度度化化ＰＰＩＩＣＣＳＳのの概概要要  

  高度化ＰＩＣＳとは、歩行者のスマホに「Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ」で歩行者用信号機の

色や方向、位置情報を送信し、スマホの音声で伝えるシステムです。 

  高度化ＰＩＣＳを設置した信号機に、アプリ「信ＧＯ！」を起動したスマホを持って

近づくと、「〇〇方向が赤になりました」「△△方向の青が間もなく終了します」などと、

音声がスマホから流れます。 

  歩行者用信号機では、スマホのボタンを長押しすると青の時間を延長できるものもあ

ります（高齢者や車いす利用者も利用できます。）。 

２２  全全国国のの整整備備状状況況  

  本システムは、令和元年度から導入が始まり、令和元年度末現在、宮城県、千葉県、

静岡県の７４か所に整備されています。 

３３  三三重重県県警警察察のの取取組組  

  三重県警察では、令和３年度３８か所の整備を計画しています。 

  整備に当たっては、視覚障がい者の人口を踏まえつつ、関係機関団体へのヒアリング

を行い、整備箇所について、 

  ・公共施設と駅を結ぶ経路  

・内宮・外宮周辺 

・県立盲学校周辺 

 を優先的に整備することとしています。 

 

高度化 PICS のイメージ 
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２ 障がいに対する理解の促進 
 

 

① 県民の障がいについての理解を深めるため、さまざまな機会をとらえて啓発や広

報に取り組むことが必要です。特に障がいを理由とする差別の解消に関しては、

障害者差別解消法の趣旨に基づいた「障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮ら

しやすい三重県づくり条例」の施行をふまえて、さらに合理的配慮の提供や環境

の整備につながる機運醸成を進めていくことが必要です。特に、コロナ禍におい

て、障がい特性に応じた新たな偏見の発生もみられることから、新しい生活様式

に対応した取組も必要となっています。また、啓発にあたっては、ＤＸによる社会

変革の動きをとらえ、ＩＣＴ等を活用した情報提供など適切に対応していくこと

が必要です。 

② 次世代を担う児童生徒が障がいについての理解を深め、インクルーシブな社会を

構築していくための教育を推進する必要があります。 

③ 障がい者との交流が、障がいや障がい者についての理解促進につながると考えら

れることから、新型コロナウイルス感染症対策に充分配慮したうえで、地域住民

や児童生徒のボランティア活動への参加を促進することが必要です。 

 

 

障がいの有無によって分け隔てられることなく、お互いに人格と個性を尊重し合う

共生社会の理念が浸透し、障がいや障がい者に関する理解が進んでいます。 
 

 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 

     
 

 

目標項目 
現状値 目標値 

目標項目の説明 令和２
（2020）年度 

令和５
（2023）年度 

障がい者に対する理解が進んでい

ると感じる県民の割合 
79.1％ 85.0％ 

ｅ－モニター調査で、障

がい者に対する理解が進

んでいると「感じる」「ど

ちらかといえば感じる」

と回答した県民の割合 

現状と課題 

めざす共生社会の姿 

＜＜数数値値目目標標＞＞ 
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障がいについての理解を深めるため、さまざまな機会を活用して啓発や広報の充実

を図るとともに、学校において福祉教育や人権教育を進めます。 

また、地域住民や児童生徒のボランティア活動を通じて、障がいについての理解促

進を図ります。 

 

 

 （１）啓発・広報の推進 

① 「障害者週間（12月３日～９日）」に関する啓発広報活動として、関係機関と連携

し、「心の輪を広げる体験作文」や「障害者週間のポスター」を幅広く募集し、障

がいのある人に対する理解を促進します。また、障がい者団体をはじめとする各

種団体が実施するイベントへの後援などさまざまな機会を活用し、幅広く啓発活

動を展開します。なお、取組にあたっては、ＩＣＴ等を活用するなどして感染症対

策への配慮を進めます。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

② 「障がい者雇用支援月間（９月）」を中心に三重労働局やハローワーク、三重障害

者職業センター等と連携して、事業主をはじめ県民に障がい者雇用の促進に向け

た啓発等を行います。（雇用経済部 雇用対策課） 

 

③ 「精神保健福祉普及運動（11月上旬の１週間）」における普及啓発活動として、三

重県精神保健福祉協議会と連携した三重県精神保健福祉協議会大会を開催し、功

労者の表彰や講演などを通じて精神保健福祉への理解を促進します。（医療保健

部 健康推進課） 

 

④ 「差別をなくす強調月間（11月11日～12月10日）」、「人権週間（12月４日～10

日）」の期間を中心として、人権擁護委員、津地方法務局、市町等と連携した街頭

啓発を行います。また、三重県人権センターにおいて、講演会の開催やパネル展示

などを通じて啓発活動に取り組みます。（環境生活部 人権課） 

 

⑤ 障がいを理由とする差別の解消についての関心と理解を深めるため、県民向けの

各種啓発活動を実施するとともに、集団指導や出前トーク等の機会を通じて事業

者等に障害者差別解消法および「障がいの有無にかかわらず誰もが共に暮らしや

すい三重県づくり条例」について説明し、その周知を図ります。また、相談窓口に

寄せられた相談事例、合理的配慮に関する優良事例、障がい者差別の解消に向け

た検証事例をホームページ等、様々なメディアや機会を通じて広く提供します。

（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

施策の基本的な方向 

施策の展開 
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⑥ 新型コロナウイルス感染症による生活様式の変容に伴い、障がい者の行動特性を

基にした新たな偏見が生じていると言われており、これらの解消のための普及啓

発に市町や関係機関、関係団体と共に取り組みます。（子ども・福祉部 障がい福

祉課） 

 

⑦ 精神障がい者に対する理解の促進や地域生活への移行に関する地域の理解を高め

るため、医療、福祉、行政等の関係者やピアサポーター等による啓発活動を行いま

す。（医療保健部 健康推進課） 

 

⑧ 「アルコール関連問題啓発週間（11月10日～16日）」を中心に、アルコール関連問

題等に関する理解を促進するため、県民、医療関係者、事業者等に対する普及、啓

発を行います。（医療保健部 健康推進課） 

 

⑨ 身体障害者補助犬（盲導犬、介助犬、聴導犬）の受入れに関する正しい知識と理解

を促進するため、補助犬ユーザーと共に講習会を開催するほか、クラウドファン

ディングの募集など県民への啓発を行います。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

⑩ 身体・知的障害者相談員等、障がい福祉に携わる関係者が人権問題に対する理解

と認識を深めるとともに主体的に人権問題に取り組めるよう、研修等の機会を提

供します。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

⑪ 三重県視覚障害者支援センターにおいて、小中学校を訪問し、点字体験や視覚障

がい体験等を行ってもらう学校訪問活動や、夏休み期間に点字教室、盲導犬体験

教室等を開催するなど、視覚障がい者への理解の促進を図ります。（子ども・福祉

部 障がい福祉課） 

 

⑫ 関係団体や市町等と連携して、イベント等の啓発の場を活用しながら、三重県手

話言語条例の理解促進や手話施策推進計画に基づき手話の普及促進等を図ります。

（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

 （２）福祉教育・人権教育の推進 

① 小中学校において、総合的な学習の時間や特別活動等の時間を活用して、福祉施

設訪問や特別支援学校との交流等、障がい者との交流やバリアフリー体験など、

体験的な学習に取り組みます。（教育委員会 小中学校教育課） 

 

② 小中学校において、総合的な学習の時間等を活用して、児童生徒が手話について

理解・体験する学習に取り組みます。（教育委員会 小中学校教育課） 
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③ 高等学校の福祉科や福祉に関するコース等において実践力を育成するため、福祉

施設等において介護実習を実施します。（教育委員会 高校教育課） 

 

④ 高等学校において、学校の実態や生徒の特性等に応じて、手話に関する授業を実

施します。（教育委員会 高校教育課） 

 

⑤ 小中学校、高等学校および特別支援学校において、共生社会の実現に向けて、障が

い者の人権に係わる問題を解決するための学習に取り組みます。（教育委員会 人

権教育課） 

 

 （３）ボランティア活動の促進 

① ボランティアの活動分野や形態の多様化をふまえ、さまざまなニーズに対応した

ボランティア活動に参加できる体制を整備し、ボランティア活動の推進を図りま

す。（子ども・福祉部 地域福祉課） 

 

② 小中学校において、校内や校外の多様なボランティア活動の取組を通じて豊かな

人間性を育むことができるよう、地域の方々と連携しながら取り組みます。（教育

委員会 小中学校教育課） 

 

③ 高等学校において、学校内外における継続的なボランティア活動を通じて、地域

に積極的に貢献しようとする心と豊かな人間性を育てるとともに、ボランティア

活動に臨む精神の涵養や態度の育成を図ります。（教育委員会 高校教育課） 

 

④ 高等学校において、学校の実態や生徒の特性等に応じて、ボランティア活動とし

て手話を使ったさまざまな活動の取組を行います。（教育委員会 高校教育課） 
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３  情報アクセシビリティの向上と社会参加の環境づくり 
 

 

① 障がい者が地域で自立して社会活動に参加できるよう、新型コロナウイルス感染

症に対応した「新たな日常」をふまえ、障がいの状態に応じた訓練、研修等の実施

や移動支援を進めることが必要です。 

② 視覚や聴覚に障がいのある人が円滑に情報を受発信し、コミュニケーションを行

うことができるよう、新型コロナウイルス感染症対策としてＩＣＴ等の活用など

による障がいの特性に応じた意思疎通支援の取組を進め、合理的配慮の提供につ

なげていくことが求められています。とりわけ手話については、「三重県手話言語

条例」に基づき、誰もが手話に親しむとともに、遠隔手話通訳サービスや電話リレ

ーサービス等の利用促進等、手話が広く利用される環境整備を推進していく必要

があります。 

③ 障がい者の自立と社会参加の促進のため、障がい者のニーズに合った福祉用具の

活用や普及促進を図ることが求められています。 

④ 障がいのある人が県内の観光を楽しめる環境づくりを進め、バリアフリー観光を

推進していく必要があります。 

 

 

障がい者の社会参加の促進に向け、情報へのアクセシビリティが向上し、障がいの

状態に応じた適切な活動支援や福祉用具が提供されています。 

また、障がいの有無にかかわらず観光を楽しめる環境が確保されています。 

  

現状と課題 

めざす共生社会の姿 
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目標項目 

現状値 目標値 

目標項目の説明 令和元
（2019）年度 

令和５

（2023）年度 

視覚・聴覚障がい者の活動支援に

係る人数 
767 人 1,140 人 

手話通訳者、要約筆記者

および盲ろう通訳・介助

員のスキルアップ研修受

講申込者数（累計） 

 

目標項目 

現状値 目標値 

目標項目の説明 令和２
（2020）年度 

令和５

（2023）年度 

遠隔手話通訳サービスの利用件数 －件 100 件 

スマートフォンやタブレ

ット端末を使用した遠隔

手話通訳サービスの利用

件数（累計） 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 

    

 

 

障がい者が地域で自立して社会活動に参加できるよう、情報アクセシビリティの向

上を図り、障がいの状態に応じた活動支援を行うとともに、福祉用具の活用を促進し

ます。 

また、県内におけるバリアフリー観光を推進し、障がい者が観光を楽しめる環境づ

くりを進めます。 

 

 

 （１）情報アクセシビリティの向上と活動支援 

① 三重県視覚障害者支援センターにおいて、視覚障がい者の日常生活に必要な歩行

訓練、身辺・家事管理に関する指導、コミュニケーション手段としての点字研修な

どを実施します。また、視覚障がい者に対する情報提供に資するため、点字図書や

デイジー図書等の製作や貸出を行うとともに、点訳・朗読奉仕員の養成などの人

材育成を進めます。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

 

 

 

施策の基本的な方向 

施策の展開 

＜＜数数値値目目標標＞＞ 
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② 三重県聴覚障害者支援センターにおいて、聴覚障がい者の日常生活に必要な手話

研修や各種学習会などを実施するとともに、相談支援を行います。また、聴覚障が

い者の自由なコミュニケーションと情報発信・入手等の情報保障を総合的に確保

するため、手話付きまたは字幕映像ライブラリーの製作や貸出、手話通訳者・要約

筆記者・盲ろう通訳介助員の養成や派遣、遠隔手話通訳サービスや電話リレーサ

ービス等の利用促進、情報支援機器の貸出等を行います。（子ども・福祉部 障が

い福祉課） 

 

③ 県の広報について、紙媒体だけでなく、ホームページやＳＮＳなど、さまざまな媒

体の優れた点を生かしてわかりやすく発信するとともに、手話や字幕、点字、音声

により、聴覚障がい者や視覚障がい者が容易に県政情報を入手できるようにしま

す。（戦略企画部 広聴広報課） 

 

④ 県のホームページについて、ウェブアクセシビリティに配慮した誰もが利用しや

すいページを提供します。（戦略企画部 広聴広報課） 

 

⑤ 県が実施するイベントや会議等において、手話通訳等による情報保障を行います。

（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

⑥ 知事定例記者会見等において、手話通訳による情報保障を行います。（戦略企画部 

広聴広報課） 

 

⑦ 県庁見学等の来庁時に、手話による対応が必要な場合には手話通訳者を配置し、

情報保障を行います。（戦略企画部 広聴広報課） 

 

⑧ 県立の文化施設において、筆談や資料提示、手話研修の受講促進に取り組むとと

もに、手話通訳の活用など、各施設の特性をふまえて、聴覚障がい者に配慮した観

覧環境の提供に努めます。（環境生活部 文化振興課） 

 

⑨ 令和３（2021）年３月策定の「第２次三重県手話施策推進計画」に基づき、手話通

訳を行う人材の育成や手話の普及等、手話を使用しやすい環境整備を進めます。

（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

⑩ 聴覚・言語に障がいのある人等が警察へ相談する場合の通信手段（メール、ファッ

クス等）について、県警ホームページの活用をはじめとする各種広報活動を通じ

て一層の周知に努めます。（警察本部 広聴広報課） 

 

⑪ 身体障害者補助犬（盲導犬、介助犬、聴導犬）を育成して希望者に貸与し、身体障

がい者の自立と社会参加の促進を図ります。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 
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⑫ 失語症者等の意思疎通を支援しその社会参加を促進するための基盤整備として、

言語聴覚士等と連携し失語症者向け意思疎通支援者の養成研修を実施します。（子

ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

⑬ 市町が実施する、移動支援事業に対する支援を行います。（子ども・福祉部 障が

い福祉課） 

 

⑭ さまざまな障がいに応じた専門的な療養や日常生活支援に関して、専門家を交え

た研修会や相談会を実施します。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

 （２）福祉用具の活用の推進 

① 市町が実施する補装具費の支給や修理に対する助成や、適合判定を行い、身体障

がい者の社会参加や自立を促進します。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

② 在宅で生活する重度障がい者の日常生活の便宜を図るため、市町が実施する日常

生活用具の給付に対する助成を行います。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

③ 暗所視支援眼鏡など、ＩＣＴを活用した視覚障がい者用デバイスの試用を視覚障

害者支援センターの生活訓練で行うことにより、視覚障がい者の社会参加や自立

を促進します。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

 （３）バリアフリー観光の推進 

① バリアフリー観光の推進に向け、関係団体と協働しながら取組を進め、障がい者

の旅行者の受入拡大につなげます。（観光局 観光政策課） 

② 障がい者等が具体的な観光旅行をイメージできるよう、バリアフリー観光情報を

発信し、旅行の機会創出につなげます。（観光局 観光政策課） 

③ バリアフリー観光を推進するため、関係団体等と協働し、県内の観光施設、宿泊施

設等に対して、手話通訳等に係る情報の提供や障がい者への対応に関する支援を

行います。（観光局 観光政策課、子ども・福祉部 障がい福祉課）
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１ 特別支援教育の充実 
 

 

① 発達障がいを含む特別な支援を必要とする子どもたちが増加しており、それぞれ

の学びの場において、一人ひとりに応じた早期からの一貫した指導・支援を充実

する必要があります。 

② 特別な支援を必要とする子どもたちがどの学校にも在籍していることから、全て

の教職員が特別支援教育に関する知識・技能を高めることが求められています。 

③ 特別支援学校においては、一人ひとりの教育的ニーズに応じたきめ細かな指導を

行っています。卒業後も地域の中で自分らしくいきいきと生活していくことがで

きるよう、職業教育や職場開拓などを含めたキャリア教育の一層の充実が必要で

す。 

④ 共生社会の実現に向けて、障がいの有無に関わらず、誰もが互いに理解を深め尊

重し合いながら生活していく態度を育むことが大切です。 

⑤ 特別支援学校に在籍する子どもたちが増加している地域もあることから、施設の

狭隘化等への対応が必要です。 

 

 

障がいのある子どもたちが、一人ひとりの教育的ニーズに応じた学びの場において、

継続的な指導・支援を受けることにより、自立と社会参画のために必要な力を身につ

けています。また、障がいのある子どもたちと障がいのない子どもたちが、授業で共

に学ぶことや行事等の交流などを通して、互いに理解を深め、尊重する態度を身につ

けています。 
 

 

目標項目 
現状値 目標値 

目標項目の説明 令和元
（2019）年度 

令和５
（2023）年度 

特別支援学校における交流および

共同学習の実施件数 
851 回 950 回 

県立特別支援学校と小中

学校、高等学校等との交

流および共同学習を実施

した回数 

 

現状と課題 

めざす共生社会の姿 

生きがいを実感できる共生社会づくり 第２節 

＜＜数数値値目目標標＞＞ 

第２節 生きがいを実感できる共生社会づくり
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【関連するＳＤＧｓのゴール】 

   

 

 

三重県特別支援教育推進基本計画等に基づき、障がいのある子どもたちが早期から

の一貫した教育を受けられるよう、支援体制を充実するとともに、子どもたち一人ひ

とりの特性に応じた指導が受けられるよう、教員の特別支援教育に関する専門性の向

上を図ります。 

 

 

 （１）指導・支援の充実 

① 障がいのある子どもに関して、必要な支援情報が円滑に引き継がれ、適切な指導・

支援が行えるよう、早期からの一貫した支援体制の充実を図ります。（教育委員会 

特別支援教育課） 

② 幼稚園・認定こども園・保育所、小・中・高等学校、特別支援学校間で指導・支援

に必要な情報を引き継ぐツールであるパーソナルファイルについて、市町教育委

員会と連携して小中学校への指導・助言を行い、一層の活用促進を図ります。（教

育委員会 特別支援教育課） 

③ 障がいのある子どもが障がいのない子どもと、可能な限りともに教育を受けられ

るよう配慮しつつ、障がいのある子どもが、その年齢および能力に応じ、かつ、特

性をふまえた十分な教育が受けられるよう、適切な就学を図ります。（教育委員会 

特別支援教育課） 

④ 特別支援学校高等部生徒の進路希望を実現するため、キャリア教育サポーターを

配置して生徒本人に適した職種・業務と必要な支援の方法を企業に提案する形の

職場開拓を行います。また、特別支援学校版キャリア教育プログラムの活用の促

進や、企業と連携した技能検定の実施など、キャリア教育の充実を図ります。（教

育委員会 特別支援教育課） 

⑤ 障がいのある子どもと障がいのない子どもが、可能な限り同じ場で学ぶことがで

きる場面のひとつとして交流および共同学習を進めます。（教育委員会 特別支

援教育課） 

⑥ 障がいのある子どもと障がいのない子どもの障がい者スポーツを通じた交流およ

び共同学習を実施し、相互理解を図ります。（教育委員会 特別支援教育課） 

施策の基本的な方向 

施策の展開 
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⑦ 高等学校に在籍する発達障がい等特別な支援を必要とする生徒について指導・支

援の充実を図るとともに、通級による指導の実施校の拡充に向けた取組を進めま

す。（教育委員会 特別支援教育課） 

⑧ 医療的ケアを必要とする児童生徒が身体的に安定した状態で教育活動に参加でき

るとともに、付き添う保護者の負担が軽減されるよう、特別支援学校において医

療的ケアを実施します。（教育委員会 特別支援教育課） 

 

 （２）専門性の向上 

① 特別支援学校のセンター的機能として、小・中・高等学校等の教員に子どもの特性

に応じた指導・支援の方法や個別の指導計画等の作成についての助言等を行い、

特別支援教育に係る専門性の向上を図ります。（教育委員会 特別支援教育課） 

② 個別の指導計画等の作成や活用を進めるとともに、研修の場を設けるなど、子ど

も一人ひとりの教育的ニーズや障がいの特性に応じた指導・支援の充実を図りま

す。（教育委員会 特別支援教育課） 

③ 特別支援学校において、子どもたちの可能性を伸ばし、生活空間や参画できる社

会を広げるため、タブレット端末等ＩＣＴ機器を授業で効果的に活用します。（教

育委員会 特別支援教育課） 

④ 新型コロナウイルス感染症対策としての学校の臨時休業期間中に、全ての特別支

援学校においてオンライン学習の環境を整備したところです。今後は、オンライ

ンの活用方策について検討を進め、子どもたちの学びの充実を図ります。（教育委

員会 特別支援教育課） 

 

 （３）教育環境の充実 

① 特別支援学校に在籍する子どもたちの安全な通学手段としてのスクールバスの計

画的な配備や子どもたちの増加に伴う施設の狭隘化への対応等、地域の実情や教

育的ニーズをふまえ個別に検討します。（教育委員会 特別支援教育課） 

② 三重県ユニバーサルデザインのまちづくり推進条例に基づき、学校施設のバリア

フリー化を推進します。（教育委員会 学校経理・施設課） 

③ 特別支援学校への就学奨励に関する法律に基づき、希望する保護者に就学奨励費

を支給し、特別支援学校への就学に係る経済的負担の軽減を図ります。（教育委員

会 特別支援教育課） 

④ 心身障がい児を受け入れている私立の幼稚園および幼保連携型認定こども園に対

して特別支援教育に要する経費を助成することで、障がいのある子どもの教育の
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充実を図ります。また、保育士等への人権保育専門講座等を通じ、障がいのある子

どもに対する理解の促進に努めます。（子ども・福祉部 少子化対策課） 

⑤ 私立特別支援学校における特別支援教育に要する経費の助成を行うことで、障が

いのある子どもの教育の充実および保護者の経済的負担の軽減を図ります。（環

境生活部 私学課） 

 

２ 就労の促進 
 

 

① 障がい者の一般就労について、新型コロナウイルス感染症の影響により経済活動

が停滞し、事業者の経営状況が悪化し、障がい者の雇用状況にも大きく影響する

ことが懸念されます。また、平成30（2018）年４月から精神障がい者が法定雇用率

の算定対象とされるとともに、民間企業における法定雇用率が2.0％から2.2％へ

引き上げられました。本県の民間企業における障がい者実雇用率は着実に上昇し

ているものの、法定雇用率が令和３（2021）年３月１日に2.3％にさらに引き上げ

られたことを契機として、関係機関との連携強化を図りながら障がい者雇用に関

する理解を深めるとともに、雇用の促進に向けてさらなる取組を推進する必要が

あります。 

あわせて、コロナ禍において企業のテレワークの取組が進められていることか

ら、こうした動きをふまえ、移動等が困難な障がい者のテレワークの促進を図る

必要があります。 

 

② 福祉的就労について、工賃は依然として低い状況にあることに加え、新型コロナ

ウイルス感染症の影響により販売機会や発注も減少していることから、一層の受

注拡大や受注体制の強化を図るとともに、障害福祉サービス事業所における多様

で質の高い就労機会を提供する必要があります。また、福祉施設から一般就労へ

の移行を促進するため、関係機関が連携して障がい者の就労支援に取り組む必要

があります。 

 また、障害者優先調達法に基づく取組を一層推進するため、ＩＣＴも活用し共

同受注におけるマッチング強化を図るなど、優先調達を拡大する必要があります。 

 

③ 農林水産業における施設外就労を促進するため、福祉事業所と農林水産事業者等

をマッチングする仕組みづくりや人材の育成を行う等、農林水産業分野と福祉分

野の連携による障がい者のさらなる就労の場の拡大に取り組む必要があります。 

  

現状と課題 
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障がい者の就労の場が確保され、個人の適性に応じた働きやすい環境の中で、働く

ことを通じて、経済的な自立や自己実現が図られています。 
 

 

目標項目 
現状値 目標値 

目標項目の説明 令和元
（2019）年度 

令和５
（2023）年度 

一般就労へ移行した障がい者数 401 人 524 人 

障がい者就業・生活支援

事業、県の機関における

職場実習事業、社会的事

業所を通じて一般就労し

た障がい者数 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 

        
 

 

コロナ禍における経済情勢をふまえ、障がい者の一般就労の促進を図るとともに、

福祉的就労を支える福祉事業所等における支援を充実します。 

また、「三重の農福連携等推進ビジョン」に基づき、農林水産業分野における障がい

者就労の促進に向けた取組の推進を図ります。 

 

 

 （１）一般就労の促進 

① 民間企業における法定雇用率が令和３（2021）年３月１日に2.3％に引き上げられ

たことをふまえ、三重労働局をはじめ関係機関との連携強化を図りながら課題等

の把握に努めるとともに、障がい者雇用に対する機運をさらに高め、障がい者の

実雇用率および法定雇用率達成企業割合の向上に努めます。（雇用経済部 雇用

対策課） 

② 三重県障がい者雇用推進協議会を開催し、関係機関との調整や連携を行い、障が

い者雇用の促進に取り組みます。（雇用経済部 雇用対策課） 

③ 三重県障がい者雇用推進企業ネットワークにより、障がい者雇用に実績のある企

業と新たに障がい者雇用を進めたい企業との間で情報交換や交流を行い、企業間

の主体的な取組を支援します。（雇用経済部 雇用対策課） 

めざす共生社会の姿 

施策の基本的な方向 

施策の展開 

＜＜数数値値目目標標＞＞ 
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④ 「ステップアップカフェ だいだい食堂」（ステップアップカフェ運営事業）を活

用し、企業や県民の方が障がい者雇用に関する理解を深めるためのさまざまな取

組を行います。（雇用経済部 雇用対策課） 

⑤ 障がい者雇用アドバイザーによる企業の求人開拓や雇用に関する支援制度の情報

提供を行い、障がい者の就労の場の拡大につなげます。（雇用経済部 雇用対策

課） 

⑥ 三重労働局と連携して、障がい者を対象とした就職面接会を実施し、障がい者の

就労につなげます。（雇用経済部 雇用対策課） 

⑦ 障がい者職業訓練コーディネーターを配置して職業訓練を実施し、障がい者が就

職に必要な技能を習得できるよう支援します。（雇用経済部 雇用対策課） 

⑧ 津高等技術学校において、パソコン技能等を習得する職業訓練を実施し、身体障

がい者の就労促進を図ります。（雇用経済部 雇用対策課） 

⑨ 分身ロボットをはじめとするさまざまなＩＣＴを活用した障がい者のテレワーク

の促進に取り組み、通勤が困難な重度の身体障がいやコミュニケーションに障が

いがある方など、これまで就労が困難と考えられていた障がい者も対象とした就

労モデルを構築します。（雇用経済部 雇用対策課） 

⑩ 一般就労へ移行した障がい者について、就労に伴う生活面の課題に対し、就労の

継続を図るために企業・自宅等への訪問や障がい者の来所により必要な連絡調整

や指導・助言等を行う「就労定着支援」が適切に利用できるよう、事業所等への指

導・助言によりサービスの質を確保します。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

 （２） 福祉的就労への支援 

① 障がい者就業・生活支援センターを設置し、就労中または就労を希望する障がい

者に対して、就労機会の提供等の支援を行います。また、関係機関によるネット

ワークの強化やアセスメントの充実に取り組みます。（子ども・福祉部 障がい

福祉課） 

② 就労系障害福祉サービス事業所に対して、研修会の開催やコンサルタントの派遣

等を行い、福祉的就労における工賃等の向上を図ります。（子ども・福祉部 障

がい福祉課） 

③ 企業等への就労を希望する障がい者に、一定期間、就労に必要な知識および能力

の向上のために必要な訓練を行う「就労移行支援」が適切に利用できるよう、事

業所等の受け皿の確保や指導・助言によりサービスの質を確保します。（子ども・

福祉部 障がい福祉課） 
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④ 就労継続支援Ａ型事業所に対して、障がい者の就労機会向上と収入増加が図られ

るよう、助言指導に努めます。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

⑤ 福祉事業所への受発注の仲介、調整、品質管理の指導等を行う共同受注窓口の運

営を支援するほか、ＩＣＴ等を活用したマッチング強化を図ります。（子ども・

福祉部 障がい福祉課） 

⑥ 施設外就労のスキームを活用し、就労支援事業所が障がい者と職員によるユニッ

トを編成して企業内の生産ラインを請け負う「施設外就労『M.I.Eモデル』」を県

内の企業および就労支援事業所に向けて展開し、障がい者の工賃向上や企業での

一般就労へのスムーズな移行および定着を図ります。（子ども・福祉部 障がい

福祉課、雇用経済部 雇用対策課） 

 

 （３） 多様な就労機会の確保 

① 三重県障がい者就農促進協議会や市町と連携して、農業ジョブトレーナーや農業

版ジョブコーチとなる人材の発掘や資質向上に取り組み、就農支援の充実を図り

ます。（農林水産部 担い手支援課） 

② 福祉事業所の農業参入や、農業経営体による施設外就労、障がい者雇用の促進を

図り、農福連携のさらなる拡大に向け取り組みます。（農林水産部 担い手支援

課） 

③ 林業用種苗生産事業者、木工業者や福祉事業所等への情報提供、働きかけを行い、

林業分野と福祉事業所との連携促進を図ります。（農林水産部 森林・林業経営

課） 

④ 水産関係者と福祉関係者の交流機会の創出や研修会の実施等を通じて、地域が主

体となって水福連携に取り組む体制づくりや地域における水福連携の推進等を担

う指導者の育成を支援し、水福連携の取組の展開を図ります。（農林水産部 水産

振興課） 

⑤ 農林水産業分野における障がい者就労の全国的な定着と発展に向け、農福連携全

国都道府県ネットワークを活用し、有効施策の調査・研究を行うことで、新たな制

度の創設や予算の確保に向けた国への提言等に取り組みます。（農林水産部 担

い手支援課） 

⑥ 障がいのある人もない人も「対等な立場」で「ともに働ける」社会的事業所につい

て、安定した経営が持続できるよう、引き続き優先調達の対象として支援を行い

ます。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 
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⑦ 行政機関における知的障がい者および精神障がい者の雇用の実現と県職員の障が

い者に対する理解の促進を図るため、県の機関における知的障がい者および精神

障がい者の職場実習を行います。（子ども・福祉部 障がい福祉課、医療保健部 

健康推進課） 

⑧ 公立学校等において障がい者の就労促進を図るため、教員採用選考試験等におけ

る障がい者を対象とした特別選考の実施に取り組むとともに、障がい者の雇用を

通して、学校現場における障がい者の職域拡大に努めます。（教育委員会 教職員

課） 

⑨ 行政機関における障がい者の雇用の促進を図るため、障がい者を対象とした三重

県職員採用選考の実施に取り組むとともに、県職員の障がい者に対する理解の促

進を図ります。（総務部 人事課） 

⑩ 障害者優先調達推進法に基づき、県調達方針を策定して、県における優先調達の

拡大や発注内容の多様化に取り組むとともに、市町に対し、優先調達の拡大を働

きかけます。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

⑪ 県が行う物品等の調達において、障がい者雇用促進企業等を優遇する制度を運用

し、障がい者の就労の促進および雇用の場の確保を図ります。（雇用経済部 雇用

対策課） 
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ＩＣＴを活用したインクルーシブな社会の実現のために  

県では、これまでと違う新しい働き方や仕組みを検証し、取り入れることで、障がい者
が働くうえでのさまざまな障壁を取り除き、障がい者の働く場（職種、職場）などの拡大
により、働く可能性を広げる取組を進めています。 
 
就労を希望する障がい者が、希望や特性、体力等に応じて働き続けるため、これまでの

今ある働き方に障がい者が合わせるのではなく、ＩＣＴ技術を活用したテレワークなど多
様な選択肢の中から、自らに適した働き方を選択 
できる環境整備の促進に取り組んでいます。 
分身ロボット「OriHime」や「pepper」を活用

した就労訓練の実施も取組のひとつです。 
 
 
 
 

OriHime     pepper 

 
令和 2年 9月から 10 月まで、三重県総合文化センターにある障がい者が働くカフェ「ス

テップアップカフェ だいだい食堂」において、分身ロボットを活用したテレワークによ
る就労訓練を実施しました。期間中は多くの方に来店いただき、分身ロボットを通じた接
客に関心が集まりました。メディアに広く取り上げられたことで、県外からも分身ロボッ
トに“会い”に来られた方もいらっしゃいました。 
また、令和 2 年 11 月から 12 月まで、分身ロボットだけではなくＲＰＡ（ロボティッ

ク・プロセス・オートメーション）などのさまざまなＩＣＴ技術を活用したテレワーク就
労訓練を、三重県立博物館をはじめ県内の 11 企業・事業所において実施しました。障が
い者が、博物館や銀行などの受付で分身ロボットによる接客・案内業務を行うほか、パソ
コンでのデータ入力作業を自動化する業務などに取り組みました。訓練には、就労を希望
する障がい者だけでなく、特別支援学校の生徒も授業の一環として参加しています。 

障がい者のテレワークの導入にあたっては、それぞれの企業・事業所が、社内体制の構
築にはじまり、テレワークが可能な業務の切り出しやテレワークの試行、業務の定着に向
けた改善などに取り組み、試行中にも支援機関とも課題を共有しながら、問題解決にあた
りました。 

 
今後は、これまで就労訓練に取り組んだ 

企業などのノウハウを基に、障がい者のテ 
レワークに関心のある企業および関係機関 
などに情報提供を行い、誰もが働きやすい 
職場づくりの推進につなげます。  
 
 
 

県内高齢者向け施設での就労訓練の様子  

分身ロボットとは・・・ 

分身ロボットは、自ら考えて行動するＡＩ搭載のロボットとは違い、操作者が遠隔から分身ロボッ

トを操作し、分身ロボットのカメラやマイクを通じて操作者がその場にいるような体験ができるプ

ログラミングを施されているものです。「OriHime(株式会社オリィ研究所)」などの操作者自身の声

でコミュニケーションできる分身ロボットと、「pepper（ソフトバンクロボティクス株式会社）」な

どの操作により合成音声でコミュニケート（会話）する分身ロボットがあります。 
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三重県における農福連携の推進  

「農福連携」と呼ばれる、農林水産分野と福祉分野が連携し、障がい者が一次産業に就

労する取組を通じて、農林水産業の経営の発展と、障がい者の自信や生きがいを創出し社

会参画の実現をめざしていく動きが、全国に広がっています。 

県では、平成 23 年度に専任の職員を配置して農業と福祉分野との連携に向けた取組を

スタートして以降、一般社団法人三重県障がい者就農促進協議会（平成 27 年度に設立）

などと連携して、農業の現場で作業をサポートする「農業ジョブトレーナー」の育成に取

り組むとともに、農業経営体等における施設外就労の実証、障がい者が生産に携わった農

産物等を販売するノウフク・マルシェの開催などを進めてきました。 

また、平成 25 年度にはカキや真珠等の養殖業を中心に、平成 27 年度には木工業者や苗

木生産者について、それぞれ福祉事業所とマッチングし、作業請負につなげる取組を開始

するなど水産業や林業の分野にも広げてきたところです。 

さらに、本県などが主導して「農福連携全国都道府県ネットワーク」（会長：三重県知

事）を平成 29 年度に設立し、農福連携の拡大に有効な施策を調査研究して国に提言する

ほか、マルシェの開催等を通じて農福連携で生まれた商品の発信等を行っています。 

この結果、令和元年度末までに、農業分野では 46の福祉事業所と 30の農業経営体、林

業分野では７件、水産業分野では 32 件で障がい者の一次産業就労が実現するなど、農林

水産業と福祉の連携が着実に広がっています。 

令和元年６月には、国と地方、関係団体等が協力して、農林水産業と福祉の連携をさら

に加速していくとともに、ひきこもり状態にある若者等もその対象に加えていくことをめ

ざして、国において、「農福連携等推進ビジョン」が策定されました。 

こうした動きを踏まえて、県も「三重の農福連携等推進ビジョン」（令和２年３月）を策

定し、障がい者だけでなく、生きづらさや働きづらさを感じている無業の若者等が、福祉

事業所や農林水産事業者などのもとで、いきいきと働き、担い手として活躍する姿をめざ

して、さまざまな施策を進めることとしました。 

今後は、このビジョンに基づいて、関係者の意識啓発や農福連携を推進する人材の確保・

育成、ノウフク商品の開発および販売促進、農福連携を促進する環境整備などの取組を、

「みえ障がい者共生社会づくりプラン」と整合を図りながら進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

農業ジョブトレーナーの研修風景           苗木の土つめ作業 
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３ スポーツ・芸術文化活動の推進 
 

 

① 障がい者の自立と社会参加を推進し、障がいへの理解促進を図るため、障がい者

スポーツや障がい者の芸術文化活動を推進していく必要があります。新型コロナ

ウイルス感染症の拡大により、障がいのある人のスポーツへの参加機会が減少し

ているため、コロナ禍に対応した参加機会の提供が求められています。 

② 東京パラリンピックや三重とこわか大会の開催を好機ととらえ、障がい者へのス

ポーツの参加機会の提供や障がい者スポーツを支える人材の育成等、障がい者ス

ポーツの裾野の拡大に、より一層取り組む必要があります。 

③ 障がい者の芸術文化活動は、障がい者の生きがい・社会参加を促進するために重

要であり、移動・意思疎通の困難性といった当事者の障がい特性に応じた支援や

作品発表機会の創出等を通じて、地域の障がい者の芸術文化活動の裾野の拡大、

活動の推進が必要です。 

 

 

障がい者が、障がいに応じたスポーツ活動に参加できる機会が十分確保されるとと

もに、芸術文化活動に対する支援を受け、多様な活動の機会が確保されています。 
 

 

目標項目 

現状値 目標値 
目標項目の説明 令和２

（2020）年度 
令和５

（2023）年度 

障がい者スポーツに関心がある県

民の割合 
49.4％ 62.0％ 

ｅ－モニター調査で、障

がい者スポーツに「関心

がある」「やや関心があ

る」と回答した県民の割

合 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 

    
 

 

令和３（2021）年に全国障害者スポーツ大会（三重とこわか大会）を開催するとと

もに、障がい者へのスポーツの参加機会の提供や障がい者スポーツを支える人材の育

成等、障がい者スポーツの裾野の拡大に取り組みます。 

現状と課題 

めざす共生社会の姿 

施策の基本的な方向 

＜＜数数値値目目標標＞＞ 
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また、障がい者の芸術文化活動に対する支援や、自己の芸術的な能力の活用を図る

機会の拡充に取り組みます。 

 

 

 （１）障がい者スポーツの裾野の拡大 

① 三重県障がい者スポーツ大会および三重県ふれあいスポレク祭を開催し、障がい

者のスポーツへの参加意欲の向上と機会の充実を図ります。（子ども・福祉部 障

がい福祉課） 

 

② 全国障害者スポーツ大会に選手を派遣するとともに、大会に帯同するスタッフと

して、障がい者スポーツ指導員や施設の支援員等が参加できるよう支援します。

（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

③ 地域の障がい者スポーツ体験会や初心者教室等への障がい者スポーツ指導員等の

派遣を支援することにより、障がい者が安心してスポーツに参加できる環境づく

りを進めます。また、コロナ禍における障がい者スポーツの推進について、関係機

関と連携して取り組みます。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

④ 障がい者スポーツ指導員など、障がい者スポーツを支える関係者を計画的に養成

するとともにスキルアップを図ります。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

⑤ 国際大会や全国大会で活躍する選手や指導者に対し、表彰を行い、その功績を讃

えるとともに、障がい者スポーツの推進を目的とした普及・啓発を行います。（子

ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

⑥ 障がい者がスポーツに参加、観戦できる機会を拡充するため、県営スポーツ施設

におけるバリアフリー環境の整備に取り組みます。（国体・全国障害者スポーツ大

会局 スポーツ推進課） 

 

⑦ 県営スポーツ施設における利用料の減免等により、障がい者のスポーツ活動への

参加を支援します。（国体・全国障害者スポーツ大会局 スポーツ推進課） 

 

⑧ 全国障害者スポーツ大会（三重とこわか大会）開催後においても、県民が障がい

者スポーツを「する」、「みる」、「支える」機会をさまざまな取組を通じて提

供し、障がい者スポーツへの関心向上と理解促進を図ります。（子ども・福祉部 

障がい福祉課） 

 

施策の展開 
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 （２）全国障害者スポーツ大会開催に向けた取組 

① 令和３（2021）年の全国障害者スポーツ大会（三重とこわか大会）の開催に向け、

市町や競技団体などの関係機関と連携して準備を進めるとともに、大会運営に携

わる競技役員やボランティア等を計画的に養成します。（国体・全国障害者スポー

ツ大会局 全国障害者スポーツ大会課） 

 

② 令和３（2021）年の全国障害者スポーツ大会（三重とこわか大会）から正式競技と

なるボッチャについて、体験会を開催するなどさらなる普及に取り組みます。（子

ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

 （３）障がい者の芸術文化活動への参加機会の充実 

① 県内で芸術文化活動を行う障がい者の作品やパフォーマンスを発表する障がい者

芸術文化祭の開催や、ＩＣＴ等を活用した展覧会の開催機会の拡大等を通じて、

障がい者の社会参加を促進します。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

② 東京オリンピック・パラリンピックや三重とこわか国体・三重とこわか大会を契

機として、障がい者芸術文化活動を支援する機運の醸成に取り組みます。（子ど

も・福祉部 障がい福祉課） 

 

③ 令和２（2020）年度に設置した、三重県障がい者芸術文化活動支援センターにおい

て、障がい当事者や支援者に対する研修会の開催、関係者内のネットワークの構

築、アートサポーターによる相談支援等の取組を実施し、芸術文化活動を支援す

る基盤の整備を行います。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 
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三重県における障がい者芸術文化活動支援  

県では、地域における障がい者の社会参加の機会を創出するため、平成 24年度から

「三重県障がい者芸術文化祭」を、県内各地域で開催しており、これまで、出品数、来

場者数ともに増加するなど、障がい者芸術文化活動の裾野の拡大を図ってきました。 

令和２年度の芸術文化祭では、新型コロナウイルス感染症拡大の状況に鑑みた対策を

講じながらの開催でしたが、過去最高の出展作品数となり、障がいのある方の創作意欲

はますます向上しています。 

 

こういった取組を更に一歩前へ進め、障がい者の芸術文化活動への支援の充実、多様

な発表機会の創出を通して、地域における障がい者の多様な活躍の場を広げていきたい

と考えています。 

 

そこで、障がい者芸術文化活動に対する新たな支援を実施するため、令和２年度に

「三重県障がい者芸術文化活動支援センター」を立ち上げました。 

当センターでは、既存の芸術文化祭の開催に加えて、潜在的に障がい者芸術に取り組

む障がい当事者の発掘や、その支援者へのサポート、当事者・支援者間のネットワーク

の構築等に取り組んでいきます。 

 

また、障がい者芸術の分野については、平成 30年度に「障害者による文化芸術活動の

推進に関する法律」が施行され、全国的に支援の強化が図られています。 

加えて、令和３年度には、東京オリンピック・パラリンピックや、三重とこわか国

体・三重とこわか大会の開催が予定されており、障がい者の社会参加を更に推進する機

運が高まっています。 

他方で、障がい者芸術文化活動は、新型コロナウイルス感染症拡大により、従来通り

の活動や発表の機会の確保が困難となるなど、深刻な影響を受けており、支援が必要と

なっています。 

 

今後、県では、このような状況を踏まえて、

障がい者芸術文化活動の支援をこの「三重県障

がい者芸術文化活動支援センター」を中心に展

開し、障がい者の社会参加を更に推進していき

ます。 
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１ 地域移行・地域生活の支援の充実 
 

 

① 施設入所者の地域生活への移行を促進するため、グループホームなどの居住の場

や地域生活を支えるサービスの確保を図り、障がい者が住み慣れた地域で生活で

きるよう取り組むことが必要です。 

② 障がい者のニーズにきめ細かく対応するため、市町、障害保健福祉圏域、県のそれ

ぞれのエリアに応じた重層的な相談支援体制を整備するとともに、ライフステー

ジに応じた途切れのない支援を提供するため、相談支援の充実を図る必要があり

ます。 

③ さまざまな障がいの状態に応じたきめ細かく質の高いサービスを提供するため、

障害福祉サービスを担う専門的な人材の確保や資質向上、業務改善等に取り組む

必要があります。 

④ 障がい者の生活の安定を図り、社会的自立を促進するため、手当の支給や医療費

負担の軽減などの経済的な支援が必要です。 

⑤ 障害者支援施設での新型コロナウイルス感染症のクラスター発生が懸念されてお

り、適切な感染症対策や人的支援が必要です。また、コロナ禍において各障がい者

施設では、適切な感染症対策を講じるための環境整備や人材確保が必要です。 

 

 

障害福祉サービス等を利用しながら、障がいの種類や程度に関わらず誰もが住み慣

れた地域で安心して生活することが可能となっています。また、どこでどのように生

活するかについて、自らの意思で選択できる環境が実現できています。 
 

 

目標項目 
現状値 目標値 

目標項目の説明 令和元
（2019）年度 

令和５
（2023）年度 

地域生活移行者数 31 人 111 人 

令和元（2019）年度末時

点の施設入所者のうち、

令和５（2023）年度末ま

でに地域生活へ移行した

人の累計 

 

現状と課題 

めざす共生社会の姿 

安心を実感できる共生社会づくり 第３節 

＜＜数数値値目目標標＞＞ 

第３節 安心を実感できる共生社会づくり
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【関連するＳＤＧｓのゴール】 

      

 

 

相談支援の充実や支援を行う福祉人材の育成・確保を図りながら、地域生活への移

行を促進するとともに、地域生活の支援を進めます。あわせて、社会的自立に向けた

支援として、各種手当の支給等を適正かつ迅速に行います。 

 

 

 （１）地域生活への移行 

① 障がい者本位の視点に立ち、本人の尊厳を確保したサービス等利用計画や個別支

援計画に基づく支援を通して、障がい者本人のエンパワメントの促進につなげま

す。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

② 入所中の障がい者に対して、住居の確保や地域生活に移行するための活動に関す

る相談、障害福祉サービスの体験的な利用支援等を行う「地域移行支援」の利用促

進を図ります。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

③ 入所者の地域生活への移行に取り組む入所施設、相談支援事業所、市町などの関

係職員に対して、研修等の実施により人材育成を図ります。（子ども・福祉部 障

がい福祉課） 

④ 三重県身体障害者総合福祉センターにおいて、自立訓練（機能訓練）、短期入所な

どの障害福祉サービスを実施するとともに、地域におけるリハビリテーション機

能を提供することにより、障がい者の地域生活への移行や地域生活の支援を行い

ます。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

⑤ 県障害者自立支援協議会において、障がい者の地域生活への移行に係る課題等の

検討を行い、入所施設等から地域生活への移行に係る取組の促進を図ります。（子

ども・福祉部 障がい福祉課） 

⑥ 矯正施設退所後、高齢や障がいにより、自立した生活を営むことが困難と認めら

れる方に対して、保護観察所と協働して、退所後直ちに福祉サービス等を利用で

きるようにするため、三重県地域生活定着支援センターにおいて必要な援助を行

い、地域に帰住して自立した日常生活または社会生活が営めるよう支援します。

（子ども・福祉部 地域福祉課） 

 

施策の基本的な方向 

施策の展開 
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 （２）相談支援の充実 

① 市町、障害保健福祉圏域、県のそれぞれのエリアに応じた重層的で途切れのない

相談支援体制を強化するため、市町における相談支援体制の拠点となる基幹相談

支援センターの設置促進を図ります。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

② 高次脳機能障がい者が、地域で自立した生活を送れるよう、広域的、専門的な相談

支援を行うとともに、地域の相談支援機関に対する後方支援機能の強化を図りま

す。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

③ 障害者就業・生活支援センターにおいて、国等関係機関との連携を図りながら就

労中または就労を希望する障がい者に対して、就業およびそれに伴う日常生活上

の支援を行います。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

④ 地域の協議会における地域課題の共有と分析を促進し、支援体制強化を図るため

情報提供や運営支援を行います。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

⑤ 民生委員・児童委員の活動を促進するため、担い手の確保に努め、地域の実情をふ

まえた適正な配置を行います。また、民生委員・児童委員の活動に必要な基礎的知

識や、複雑多様化する福祉ニーズに対応できる資質向上のための研修やＩＣＴ等

を活用した活動支援に取り組みます。（子ども・福祉部 地域福祉課） 

 

⑥ 県障害者自立支援協議会において、地域の具体的課題を抽出し、対応策の検討や

評価を行うことにより、取組の水平展開や制度化を図るとともに、地域の協議会

の運営を支援します。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

 （３）地域生活支援の充実 

① 障がい者が、地域において自立した生活を送ることができるよう、重度の障がい

にも対応したグループホームをはじめとする居住の場や日中活動の場の整備を行

い、障害福祉サービスの基盤整備を進めます。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

② 地域で暮らす障がい者が、居宅介護等の訪問系サービス、生活介護等の日中活動

系サービスおよび短期入所など障害福祉サービスを適切に利用できるよう、事業

所等への指導・助言によりサービスの質を確保します。（子ども・福祉部 障がい

福祉課） 

③ 単身等で生活する障がい者に対して、常に連絡が取れる体制を確保し、緊急に支

援が必要な事態が生じた際に、緊急訪問や相談などを行う「地域定着支援」が適切

に利用できるよう、事業所等への指導・助言によりサービスの質を確保します。
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（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

④ 障がい者の地域生活を支えるために必要な機能を集約した拠点（地域生活支援拠

点）等の整備に向けた市町または障害保健福祉圏域における取組を支援し、その

整備促進を図ります。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

⑤ 一人暮らしに必要な理解力や生活力を補うために、定期的な居宅訪問や随時の対

応により必要な支援を行う「自立生活援助」が適切に利用できるよう、事業所の拡

充に努めるとともに、事業所等への指導・助言によりサービスの質を確保します。

（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

⑥ 行動障がいに対する行動観察を行い、取組で得られた支援手法の蓄積と活用によ

り、一人ひとりの障がいの状況に応じた地域生活を支援します。（子ども・福祉部 

障がい福祉課） 

 

⑦ 共生社会の実現に向けて、高齢者と障がい者が同一の事業所でサービスを受けや

すくするための「共生型サービス」について、介護保険の指定を受けている事業所

が、障害福祉サービス事業所の指定を受けるために必要な情報の提供を行います。

（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

⑧ 福祉サービスの質の向上を図るための「みえ福祉第三者評価」について、全国的な

推進組織である全国社会福祉協議会などと連携を図りながら事業運営を行うとと

もに、福祉事業者等が中・長期的な展望で福祉サービスの質の向上に取り組むこ

とができるよう、意識の醸成を図ります。（子ども・福祉部 地域福祉課） 

 

⑨ 障がい者が個別のニーズに応じて良質なサービスを選択できるようにするととも

に、事業者によるサービスの質の向上が図られるよう、指導監査の結果を市町と

共有するとともに、障害福祉サービス等情報公表制度について、普及啓発を進め

ます。（子ども・福祉部 障がい福祉課、福祉監査課） 

 

⑩ 適切な福祉サービスを提供するため、日常生活自立支援事業の運営を監視する「運

営監視委員会」や、福祉サービス利用者等からの苦情解決を支援する「苦情解決委

員会」で構成され、三重県社会福祉協議会が設置する「運営適正化委員会」の活動

を支援することを通じて、利用者本位の福祉サービスの確保を図ります。（子ど

も・福祉部 地域福祉課） 
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 （４）福祉人材の育成・確保等 

① 高等学校の福祉科および福祉に関するコース等において、地域の社会福祉を担う人

材を育成します。（教育委員会 高校教育課） 

 

② 三重県福祉人材センターにおいて無料職業紹介や福祉職場相談会等を実施し、福祉

人材の確保に努めます。（医療保健部 医療介護人材課、子ども・福祉部 障がい

福祉課） 

 

③ 中学校や高等学校の生徒、保護者および教職員を対象に、福祉の仕事セミナーを実

施するなど、福祉の仕事のやりがいや魅力を伝え、イメージアップを図ることで、

福祉分野への若い人材の参入を促進します。(医療保健部 医療介護人材課、子ど

も・福祉部 障がい福祉課) 

 

④ 社会福祉施設職員の研修を支援することにより、福祉人材の確保や資質向上を図り

ます。また、感染症対策に向けた取組の一環として、感染防止に向けた研修の実施

や施設でのクラスター発生時の職員の応援協定に基づく支援を行います。（医療保

健部 長寿介護課、子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

⑤ 支援者の資質の向上のため、「三重県障がい福祉従事者人材育成ビジョン」に基づ

き、相談支援における理念の浸透や、障がい当事者をはじめとする関係者による人

材育成システムの構築により、人材の段階的な資質の向上を図るとともに、地域の

支援体制の充実・強化を担う人材を育成します。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

⑥ 強度行動障害支援者養成研修を実施し、支援者の資質向上を図ります。（子ども・

福祉部 障がい福祉課） 

 

⑦ 独立行政法人福祉医療機構に対して、社会福祉施設職員等退職手当共済法に基づく

退職手当金の支給に要する費用の一部を助成することにより、社会福祉施設職員等

の処遇向上を図ります。（医療保健部 医療介護人材課） 

 

⑧ 福祉・介護職員処遇改善加算等について、未活用の事業者への取得や低い加算を取

得している事業者へのより高い加算の取得を、さまざまな機会を通じて事業者に促

していくことにより、福祉・介護職員の処遇改善や安定的な人材育成を支援します。

（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

⑨ 障がい福祉分野の人材支援や質の高い業務運営のため、障害者支援施設等における

介護業務の負担軽減や効果的な情報管理等につながるロボット等やＩＣＴの導入

について支援します。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 
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⑩ 同行援護従事者養成研修を行っている指定事業者に対して、地域の声を把握したう

えで受講者の増加に向けた働きかけを行い、同行援護従事者の確保および資質向上

を図ります。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 （５）社会的自立に向けた支援 

① 日常生活で常時特別の介護を要する20歳以上の在宅重度障がい者に特別障害者手

当、20歳未満の重度障がい児に障害児福祉手当を支給します。（子ども・福祉部 

障がい福祉課） 

② 精神または身体に中度以上の障がいがあり、日常生活において介助を必要とする

20歳未満の児童を家庭で養育している保護者に特別児童扶養手当を支給します。

また、手当の支給に際しては、市町担当者への研修会の開催を通じて受付事務の

円滑化を図るなど、引き続き、適正かつ迅速な認定を行います。（子ども・福祉部 

子育て支援課） 

 

③ 心身の障がいを除去・軽減するための医療に関する公費負担医療制度である自立

支援医療制度（精神通院医療・更生医療・育成医療・療養介護医療）を適切に運用

し、医療費の自己負担の軽減を図ります。（医療保健部 健康推進課、子ども・福

祉部 子育て支援課、障がい福祉課） 

 

④ 障がい者の経済的負担の軽減を図るため、医療費助成を実施する市町に対する補

助を行います。家庭の経済状況に関わらず子どもが安心して医療を受けることが

できるよう、児童扶養手当の所得基準を適用した０～６歳の子どもに係る窓口無

料化（現物給付）に対応するため補助を行います。なお、精神障がい者の助成対象

拡大等については、引き続き検討を行います。（医療保健部 国民健康保険課） 

 

⑤ 障がい者の保護者が死亡または重度障がいとなった場合に、残された障がい者に

年金を支給する心身障害者扶養共済制度を周知・運用し、障がい者の生活の安定

を図るとともに保護者の抱く不安の軽減を図ります。（子ども・福祉部 障がい福

祉課） 

 

⑥ 障がい者とその家族、介護者等が所有・使用する自動車について、一定の条件のも

とに、自動車税の減免を行います。（総務部 税収確保課） 

 

⑦ 障がい者世帯等の経済的自立と社会参加の促進を図り、安定した生活を営むため

に必要な資金の貸付を行う生活福祉資金貸付制度を運営する三重県社会福祉協議

会に対して、必要な支援を行います。（子ども・福祉部 地域福祉課） 
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２ 福祉と医療などが連携した支援の充実 
 

 

① 疾病や障がいを早期に発見し適切な治療を行うため、地域医療体制等の充実を図

るとともに、必要な医療やリハビリテーションが受けられることにより、障がい

の予防や軽減につなげることが必要です。 

② 精神障がい者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができ

るよう、医療（精神科医療・一般医療）、障がい福祉・介護、住まい、社会参加（就

労）、地域の助け合いが包括的に確保される「精神障害にも対応した地域包括ケア

システム」の構築を進める必要があります。 

③ 医療的ケアを必要とする障がい児・者に関しては、県内全域で４つのネットワー

クが構築されていますが、訪問診療を行う医師や訪問看護ステーション等の医療

資源、特に人工呼吸器管理の医療的ケア児・者や「動ける医療的ケア児」に対して

医療的ケアを提供できる医療型障害児入所施設や短期入所事業所等の障害福祉サ

ービス事業所が不足しているなどの課題があることから、さらなる取組を進めて

いく必要があります。 

④ 子どもの発達支援について、医療、福祉、教育が連携した専門性の高い医療、福祉

サービスの提供に取り組んでいく必要があります。 

 

 

年齢や障がいの状態に応じた保健サービス、医療およびリハビリテーションが提供

され、これらを必要とする障がい者が地域生活を営むことができる環境が整備されて

います。また、障がいに関して早期から保健と医療、福祉の両輪が相互の連携を十分

図りながら適切な支援が提供されています。 

 

 

 

目標項目 
現状値 目標値 

目標項目の説明 令和元
（2019）年度 

令和５
（2023）年度 

精神病床におけ

る早期退院率 

入院後３か月時点 70.4％ 69.0％ 
県内の精神病床への入院

患者が、早期に退院し、

長期入院化せずに地域で

の生活が可能となった者

の割合 

入院後６か月時点 80.6％ 86.0％ 

入院後１年時点 84.3％ 92.0％ 

 

現状と課題 

めざす共生社会の姿 

＜＜数数値値目目標標＞＞ 
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【関連するＳＤＧｓのゴール】 

    

 

 

障がいや疾患の早期発見および適切な早期対応を行うとともに、保健、医療、福祉

との連携が欠かせない精神障がい者、発達障がい児・者、難病の患者、医療的ケアを

必要とする障がい児・者への支援の充実を図ります。 

 

 

 （１）障がいの早期発見と対応 

① 新生児に対する先天性代謝異常等検査を実施し、先天性代謝異常等を早期に発見

し治療につなげることで、障がいの予防を図ります。（子ども・福祉部 子育て支

援課） 

 

② 乳幼児健診の事後フォローとして実施している発達相談や専門的な相談について、

専門医や臨床心理士、言語聴覚士等の人材確保が困難な市町に対し、専門的な支

援を行います。（子ども・福祉部 子育て支援課） 

 

③ 県内６か所の児童相談所において、児童福祉司、児童心理司などを配置し、障がい

のある児童の相談支援を行います。（子ども・福祉部 子育て支援課） 

 

④ 県立子ども心身発達医療センターにおいて、肢体不自由児を対象に、機能回復訓

練、日常生活訓練等を行うとともに、小児整形外科、小児リハビリの専門病院とし

て治療、訓練、装具療法等を行います。また、地域支援として、児童発達支援セン

ターや特別支援学校に対して、セラピストにより技術支援を行います。（子ども・

福祉部 子育て支援課） 

 

⑤ 県立子ども心身発達医療センターにおいて、重症心身障がい児等を対象に、児童

発達支援、生活介護等の児童福祉法および障害者総合支援法に基づくサービスを

提供します。（子ども・福祉部 子育て支援課） 

 

⑥ 県立子ども心身発達医療センターにおいて、聴覚障がいのある子どもを対象に、

きこえの相談や療育指導、学校への訪問支援、早い段階での補聴器のフィッティ

ング等の支援を行うとともに、関係機関と連携を強化し対応します。（子ども・福

祉部 子育て支援課） 

施策の基本的な方向 

施策の展開 
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⑦ 市町における母子保健サービスの中で、「医療依存度の高いケース」や「メンタル

疾患を抱える母親の支援」など県の技術的支援が必要なケースについては、同行

訪問やケース検討会への参加等、市町や関係機関と連携して取り組みます。（子ど

も・福祉部 子育て支援課） 

 

⑧ 子どもの周囲の「気づき」の段階から、ライフステージに応じた途切れのない支援

や関係機関のスムーズな連携による支援が適切に提供できるよう、地域における

保健、医療、保育、教育、福祉、就労支援等の関係機関の連携強化を図ります。（子

ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

⑨ 障害児入所施設に入所した時点から、退所後の地域生活を見据えた支援が行える

よう、児童相談所、障害児入所施設、市町等の関係機関が連携し、それぞれの役割

に応じた途切れのない支援を提供します。（子ども・福祉部 障がい福祉課、子ど

も・福祉部 子育て支援課） 

 

⑩ 児童発達支援、放課後等デイサービスおよび短期入所など障がい児のためのサー

ビスを適切に利用できるよう、事業所等への指導・助言によりサービスの質を確

保します。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

⑪ 障がい児が身近な地域で必要な支援が受けられるよう、市町の相談支援との連携

を図りながら専門的な療育指導等の支援を行います。（子ども・福祉部 障がい福

祉課） 

 

⑫ 放課後児童クラブにおいて、障がい児を保育する指導員の経費等を補助する市町

を支援することにより、障がい児の受け入れを促進します。（子ども・福祉部 少

子化対策課） 

 

 （２）精神障がい者等への支援 

① 保健所において、精神疾患の疑いのある者や精神障がい者、その家族、関係者を対

象に、保健師、精神保健福祉士等が相談支援を行うとともに、必要に応じて訪問支

援を行います。（医療保健部 健康推進課） 

 

② 各障害保健福祉圏域において、保健所が地域精神保健福祉連絡協議会等を設置し

て、多様な精神疾患に関する問題に対し、関係機関等と連携してネットワークを

構築し、各地域の状況、特性に応じた総合的な取組を行います。（医療保健部 健

康推進課） 
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③ 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築をさらに推進するために、

各障害保健福祉圏域あるいは各市町に設置している協議の場において、長期入院

精神障がい者の地域生活への移行状況や課題を把握するとともに、地域の包括的・

重層的な連携体制について検討ができるよう支援します。（医療保健部 健康推

進課） 

 

④ 三重県こころの健康センターにおいて、保健所、市町、関係機関等に対する技術指

導・支援、情報提供を行うとともに、保健所等では対応が困難な相談への対応や専

門性の高い相談支援を実施します。（医療保健部 健康推進課） 

 

⑤ 長期入院精神障がい者の退院に向けた意欲を喚起するため、病院スタッフの地域

生活への移行に関する理解を促進するとともに、長期入院精神障がい者とピアサ

ポーターや地域の障害福祉サービス事業者等との交流の機会を確保します。また、

ピアサポーターのネットワーク化を支援します。（医療保健部 健康推進課） 

 

⑥ 障害保健福祉圏域を単位として、医師、看護師、精神保健福祉士等の多職種による

訪問支援を行う、アウトリーチ体制の整備を図るとともに、未治療等の精神障が

い者が支援を受けられるよう、アウトリーチチームによる訪問支援を行います。

（医療保健部 健康推進課） 

 

⑦ 精神疾患による不調を来し、自傷他害のおそれがあると判断される場合は、精神

保健指定医による措置診察を行い、必要な医療の提供および保護を行います。ま

た、治療に結びつけるための受診勧奨や家族支援を行うとともに、退院に向けた

支援や退院後の支援等の地域保健福祉活動を行います。（医療保健部 健康推進

課） 

 

⑧ 休日または夜間等に緊急な精神科治療を必要とする場合に対応するため、病院群

輪番制による精神科救急医療システムや電話による24時間精神科医療相談を実施

します。また、地域で精神疾患の急性発症等により緊急の医療を必要とする精神

障がい者に対して、保健所、医療機関、関係機関の連携により、適切な医療および

保護につなげるための支援を行います。（医療保健部 健康推進課） 

 

⑨ 「三重県アルコール健康障害対策推進計画」に基づき、アルコール健康障害の発

生を予防するための啓発や早期発見、早期介入のための連携強化、相談・治療機関

の確保、人材育成等に取り組みます。またギャンブル等依存症対策基本法に基づ

き、県計画を策定し、施策の推進を図ります。（医療保健部 健康推進課） 
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 （３）医療的ケアを必要とする障がい児・者への支援 

① 医療的ケアを必要とする障がい児・者に応じた支援を行うため、県内における４

つのネットワークを中心にして、市町や福祉、医療、保健、保育、教育など地域に

おける関係機関の連携強化を図り、支援者からの相談に応じ地域づくりも担うス

ーパーバイズ機能を構築・推進するとともに、地域の障害福祉サービス事業所に

おいて医療的ケアを実施できる人材の育成等に取り組みます。（子ども・福祉部 

障がい福祉課） 

 

② 医療的ケアを必要とする障がい児・者の医療・福祉等関連分野の支援を総合調整

する医療的ケア児・者コーディネーター（相談支援専門員等）を養成します。（子

ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

③ 医療的ケアを必要とする児童生徒が身体的に安定した状態で教育活動に参加でき

るとともに、付き添う保護者の負担が軽減されるよう、特別支援学校において医

療的ケアを実施します。（再掲）（教育委員会 特別支援教育課） 

 

④ 医療的ケア児一人ひとりに対応できる連携体制を構築するため、医療的ケア児の

実数を把握するとともに、小児在宅医療に携わる保健・医療・福祉・教育等の多職

種による連携体制の整備や人材育成等の取組を支援します。（医療保健部 医療

政策課） 

 

⑤ 医療的ケアを必要とする障がい児・者の受入れに必要となる医療機器等の費用の

一部を助成することなどにより、障害福祉サービス事業所等における受入れの促

進を図り、地域で安心して生活していくための体制整備を図ります。（子ども・福

祉部 障がい福祉課） 

 

⑥ 看護師等を雇い上げ、保育所等に派遣する市町を支援することにより、医療的ケ

アを必要とする児童の保育所等への受入体制を整備します。（子ども・福祉部 少

子化対策課） 

 

⑦ 乳児院における医療機関との連携強化を図るため、医療機関等連絡調整員を配置

し、医療的ケアが必要な児童等の円滑な受入を促進します。（子ども・福祉部 子

育て支援課） 

 

⑧ 喀痰吸引に係る介護職員への研修の実施や研修費用の助成等を行い、人材育成を

図ることで、医療的ケアを必要とする障がい児・者の地域生活を支援します。（子

ども・福祉部 障がい福祉課） 
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⑨ 地域の協議会において、重症心身障がいや遷延性意識障がいの状態を含む医療的

ケアを必要とする障がい児・者の地域生活を送る上での課題やニーズ等の検討を

行うとともに、短期入所の充実など地域での受入体制づくりの促進を図ります。

（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

⑩ 在宅の重症心身障がい児・者とその家族を対象に、医師、看護師、社会福祉士等に

よる専門的な相談支援を行い、地域生活を支援します。（子ども・福祉部 障がい

福祉課） 

 

⑪ 遷延性意識障がいの状態にある障がい者について、障がいの特性をふまえながら

障害福祉サービス事業所等における受入れの促進を図ります。（子ども・福祉部 

障がい福祉課） 

 

⑫ 各地域において、地域医療構想調整会議を開催し、医療、介護、予防、住まい、生

活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムの構築を視野に入れつつ、医

療機関の機能分化・連携や在宅医療の推進について、協議を進めます。（医療保健

部 医療政策課） 

 

⑬ 特定医療費の支給認定対象者に医療給付を行い、経済的負担の軽減を図るととも

に、相談窓口の設置や患者会活動の支援等を行い、難病患者支援の充実を図りま

す。（医療保健部 健康推進課） 

 

⑭ 難病相談支援センターにおいて難病患者の療養相談及び生活相談を行うとともに、

各難病の相談員の養成のための相談員研修会を行い、難病患者への理解の促進を

図ります。（医療保健部 健康推進課） 

 

⑮ 障がい児・者歯科ネットワーク「みえ歯ートネット」を運営し、障がい児・者の受

け入れが可能な歯科医療機関を「協力歯科医院」として情報提供するとともに、三

重県障害者歯科センターにおいて歯科診療を行うなど、障がい児・者の歯科保健

対策の充実を図ります。（医療保健部 健康推進課） 

 

⑯ 障がい者施設や特別支援学校において、障がい児・者、施設職員、保護者への歯科

保健指導を行い、歯科口腔保健に対する意識の向上を図ります。（医療保健部 健

康推進課） 

  

 （４）発達障がい児・者への支援 

① 自閉症等の発達障がい児・者に対する個々の障がいに応じた相談支援を行う拠点
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である自閉症・発達障害支援センターを設置して、広域的、専門的な相談支援を行

うとともに、専門性のさらなる向上と地域の相談支援機関に対する後方支援機能

の強化を図ります。また、発達障害者地域支援マネジャーを配置し、地域支援機能

の強化を図ります。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

② 県立子ども心身発達医療センターにおいて、発達障がい児、情緒障がい児、精神障

がい児等、精神および行動に疾患・障がいのある子どもを対象に外来診療を行う

とともに、薬物治療、心理療法のほか、グループ療育や生活療育活動等の入院治療

を実施します。また、電話相談を実施するなど、子どもの養育で悩んでいる家族を

支援します。（子ども・福祉部 子育て支援課） 

 

③ 県立かがやき特別支援学校において、併設する県立子ども心身発達医療センター

や地域の特別支援学校が連携して発達障がいのある児童生徒への支援を実施し、

県内の支援体制の充実を図ります。（教育委員会 特別支援教育課） 

 

④ 特別支援学校が、センター的機能として、発達障がいのある児童生徒への指導・支

援について小中学校、高等学校等に助言するなど、特別支援教育に係る専門性の

向上を図ります。（教育委員会 特別支援教育課） 

 

⑤ 市町に対して、保健、福祉、医療、教育の機能が連携した発達支援総合窓口の設置

を働きかけるとともに、「みえ発達障がい支援システムアドバイザー」を養成し、

市町の発達支援総合窓口における専門人材の確保を支援し、身近な地域で安定し

た診療が受けることができるよう地域の医療機関を含めたネットワークの充実を

図ります。（子ども・福祉部 子育て支援課） 

 

⑥ 発達障がい児等に対する支援ツール「ＣＬＭ（Check List in Mie：発達チェック

リスト）と個別の指導計画」の幼稚園・認定こども園・保育所への導入を促進する

ため、巡回指導を行うとともに、発達支援に関する研修の場を提供します。（子ど

も・福祉部 子育て支援課） 

 

⑦ 県立子ども心身発達医療センターにおいて、セラピスト（理学療法士、作業療法

士、言語聴覚士）の専門性を活用し、地域で発達障がい児に携わる職員・教員に対

しても支援を行います。（子ども・福祉部 子育て支援課） 

 

⑧ 発達障害者支援地域協議会を開催し、地域における発達障がい者等への支援体制

に関する課題の共有、関係機関の連携強化に向けた協議等を行います。（子ども・

福祉部 障がい福祉課） 
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３ 防災・防犯対策の充実 
 

 

① 防災対策について、市町における避難行動要支援者名簿情報の利用および提供や

個別計画の策定、福祉避難所の確保、避難確保計画の作成・避難訓練の実施促進な

ど、さらなる取組を進めていく必要があります。 

 

② 防犯対策について、施設入所者等が安心して生活を送ることができるよう、防犯

マニュアルの作成等の取組を進める必要があります。 

 

 

障がい者が地域社会において、安全で安心した生活を送ることができるよう、災害

時における支援体制が強化されるとともに、犯罪に強い社会が形成されています。 
 

 

 

目標項目 
現状値 目標値 

目標項目の説明 令和２
（2020）年度 

令和５
（2023）年度 

三重県災害派遣福祉チーム（三重

県ＤＷＡＴ）登録員数 
45 人 160 人 

三重県災害派遣福祉チー

ム（三重県ＤＷＡＴ）に

登録された人数（累計） 

 

【関連するＳＤＧｓのゴール】 

       
 

 

要配慮者が安心して生活できるよう、地域や事業所・施設における防災対策を推進

します。 

また、事業所や施設、地域における防犯対策を進め、障がい者が安心して生活でき

るよう取り組みます。 

 

 

 （１）防災対策の推進 

① 避難行動要支援者名簿等の情報が避難支援等関係者に提供され、情報を活用した

避難計画策定など地域の「共助」による支援体制が確立されるよう、関係部局と連

現状と課題 

めざす共生社会の姿 

施策の基本的な方向 

施策の展開 

＜＜数数値値目目標標＞＞ 
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携して市町への働きかけや支援、助言を行い、地域における避難行動要支援者対

策の促進を図ります。（防災対策部 防災企画・地域支援課） 

 

② Ｌアラート（公共情報コモンズ）に提供した情報が複数の手段により伝達され、要

配慮者の避難にも有効に活用できるよう、全国合同訓練への参加や報道機関に対

して情報伝達者としての加入促進を図ります。（防災対策部 災害対策課） 

 

③ 福祉避難所について、市町に対し、必要な箇所への設置を促すとともに、新型コロ

ナウイルス感染症対策にも対応した運営マニュアルの策定や訓練の実施を支援し

ます。（子ども・福祉部 子ども・福祉総務課） 

 

④ 三重県視覚障害者支援センターにおいて、災害発生時の避難行動等、視覚障がい

者の減災対策に資する研修を実施します。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

⑤ 三重県聴覚障害者支援センターが災害発生時の情報支援の拠点となり、聴覚障が

い者の支援を行います。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

⑥ 三重県聴覚障害者支援センターと市町の間で、避難行動要支援者名簿の提供等に

関する協定の締結を促進するとともに、手話が可能な聴覚障がい者災害支援サポ

ーターの登録を進め、災害時における聴覚障がい者の安否確認や避難所支援等を

行います。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 

 

⑦ 三重ＤＰＡＴ（災害派遣精神医療チーム）未登録の精神科病院に対して登録の働

きかけを行うとともに、防災訓練への参加や研修の開催など人材育成に取り組み

ます。また、三重ＤＰＡＴチーム運営委員会を定期的に開催するとともに、災害拠

点精神科病院の設置に向けて取り組むなど災害精神医療体制の強化を図ります。

（医療保健部 健康推進課） 

 

⑧ スプリンクラーや非常用自家発電設備の設置に要する費用の助成を行い、共同生

活援助事業所や障害者支援施設等の防災対策の推進を図ります。（子ども・福祉部 

障がい福祉課） 

 

⑨ 住宅火災発生時における初期消火や避難などの適切な対応が困難な障がい者を被

害から守るため、消防本部等と連携をしながら、火災予防の啓発に努めます。（防

災対策部 消防・保安課） 

 

⑩ 事故・災害、急病・負傷等に迅速かつ適切に対応できるよう、社会福祉施設に対し

て安全対策マニュアル等の策定を働きかけ、施設のリスクマネジメントの向上を

図ります。（子ども・福祉部 障がい福祉課） 
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⑪ 水防法、土砂災害防止法で義務化された、市町地域防災計画で定められた浸水想

定区域内、土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設における避難確保計画の作成

や訓練の実施が促進されるよう、関係部局と連携して市町への働きかけや支援、

助言を行います。（県土整備部 施設災害対策課、防災砂防課、子ども・福祉部 

障がい福祉課） 

 

⑫ 大規模災害時において、被災した社会福祉施設等の運営を維持し、要配慮者の安

全な生活を確保するため、社会福祉施設等の事業継続計画（ＢＣＰ）の策定を促進

するとともに、三重県広域受援計画に位置づけられた県外からの応援介護職員等

を円滑に受け入れ、被災現場へ送り込む体制整備を促進するほか、三重県災害派

遣福祉チーム（三重県ＤＷＡＴ）を組織し、被災地からの要請に基づき、要配慮者

に対する福祉支援活動を行います。（子ども・福祉部 子ども・福祉総務課） 

 

 （２）防犯対策の推進 

① 非常通報装置・防犯カメラの設置などの必要な安全対策に要する費用の助成を行

い、障害者支援施設等の防犯対策の強化を図ります。（子ども・福祉部 障がい福

祉課） 

 

② 防犯対策の観点から、障害者支援施設等に対し施設における点検項目や防犯マニ

ュアルの作成例などについて情報提供を行います。（子ども・福祉部 障がい福祉

課） 

 

③ 「110番アプリシステム」、「ウェブ110番」および「ファックス110番」の運用に

より、聴覚や言語に障がいのある人が事件等に遭遇した場合の通報手段を提供す

るとともに、制度の一層の周知を図ります。（警察本部 通信指令課） 

 

④ 県警ホームページに犯罪情報等の防犯に資するコンテンツを掲載するとともに、

わかりやすい表現による情報提供に努めます。（警察本部 広聴広報課） 
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障がいの有無によって分け隔てられることなく、お互いに人格と個性を尊重し合い

ながら共生する社会を実現するため、令和５（2023）年度を目標年度として、県内の

市町を通じた広域的な見地から、各市町の障害福祉計画および障害児福祉計画におけ

る数値の集計と整合を図りつつ、次のとおり地域生活への移行・就労支援等に関する

成果目標等を設定します。 

 

１ 福祉施設入所者の地域生活への移行 

地域生活への移行を進める観点から、福祉施設に入所している障がい者について、

自立訓練事業等を利用し、グループホーム、一般住宅等への移行を推進することとし、

令和５（2023）年度末における成果目標を次のとおり設定します。 

【成果目標】 

項目 

前プラン目標 現状（実績） 目標 
備考 令和２ 

（2020)年度 
令和元 

(2019)年度 
令和５ 

(2023)年度 

地域生活移行者

数 

150 人 
（対象：平成 28 

(2016)年度末時点

の施設入所者） 

31 人 
111 人 

（6.6％） 

令和元(2019）年度末時点
の施設入所者のうち、令和
５(2023）年度末までに地
域生活へ移行する者の目標
値（全市町の見込み人数の
合計） 

施設入所者数減

少見込 

51 人 
（平成28(2016) 

年度末比） 

21 人 
49 人 

（2.9％） 

減少見込み（令和元
(2019）年度末時点の施設
入所者－令和５(2023）年
度末時点の施設入所者） 

 

 

 

 

 

 

 （１） みえ障がい者共生社会づくりプランー2018年度～2020年度 

ーの実績 

「地域生活移行者数」は令和元（2019）年度末時点で31人、「施設入所者数減少見

込」は令和元（2019）度末時点で21人となっており、目標を達成するのは困難な状況

です。 

この要因としては、地域生活を支える体制の整備を進めているものの、福祉施設に

入所する障がい者の重度化や高齢化がより進んでいること、地域移行支援や地域定着

支援などの相談支援体制の充実に取り組んでいるものの、地域生活への移行に向けて

本人や家族の不安を軽減し、関係者の理解を促進するための働きかけや取組が十分で

国の基本指針では、令和元（2019）年度末時点における施設入所者数の６％以上が令

和５（2023）年度末までに地域生活へ移行するとともに、令和５（2023）年度末の施設

入所者数を令和元（2019）年度末時点の施設入所者数から 1.6％以上削減することを基本

としています。 

地域生活移行・就労支援等に関する目標の設定 第１節 第１節 地域生活移行・就労支援等に関する目標の設定
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はなかったことなどが考えられます。 

 

 （２）目標達成に向けた施策 

福祉施設入所者の自己決定を尊重し、自ら選択した地域で安心して暮らすことがで

きるよう、地域社会における生活を支援することがますます重要となっており、日中

活動の場や居住の場をはじめとする地域における支援体制の充実を図ることにより、

障がいが重度であっても、地域において安心して生活できる体制を整備するとともに、

障がい者を介護する家族の不安の軽減を図ることが必要です。 

福祉施設から地域生活への移行に関しては、障がい者が安心して地域で暮らしてい

けるような意欲を喚起するなどの普及啓発、地域生活への移行を支えるための相談支

援体制の充実および地域で生活するためのハードとソフト両面での支援体制の充実

などに取り組むことが重要です。 

このため、県と福祉施設や市町等が地域生活支援拠点等を活用し連携強化を図ると

ともに、重度の障がい者を受け入れる日中サービス支援型共同生活援助事業所（グル

ープホーム）等の整備を推進していきます。 

本プランにおいては、「第２章 障がい者施策の総合的推進」-「第３節 安心を実

感できる共生社会づくり」-「１ 地域移行・地域生活の支援の充実」、「２ 福祉と

医療などが連携した支援の充実」に取組内容を記載しています。 

 

 

 

 

  

（３）医療的ケアを必要とする障がい児・者への支援 

（４）発達障がい児・者への支援 

（１）地域生活への移行 

（２）相談支援の充実 

（３）地域生活支援の充実 

２ 福祉と医療などが連携した支援の充実 

１ 地域移行・地域生活の支援の充実 

第３節 安心を実感できる共生社会づくり 

第２章 障がい者施策の総合的推進 
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２ 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築 
精神病床における長期入院患者の地域生活への移行を進めるにあたっては、自治体

を中心とした地域精神保健医療福祉の一体的な取組の推進に加え、差別や偏見のな

い、あらゆる人が共生できる包摂的な社会の実現に向けた取組の推進が必要です。精

神障がい者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしを送ることができるよ

う、「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築を進めることとし、令和

５（2023）年度末における成果目標を次のとおり設定します。 

【成果目標】 

項目 

前プラン目標 現状（実績） 目標 
備考 平成 29

（2017）年度 
平成 28

（2016）年度 2020 年度 

精神病床における

65歳以上の１年以

上長期入院患者数 
1,207人 1,527人 1,001人 

 

精神病床における

65歳未満の１年以

上長期入院患者数 
1,066人 1,104人 832人 

 

精神病床における入

院後３か月時点の退

院率 
69％ 70.4％ 69％ 

ある月に入院した者の
うち当該ある月から起
算して３か月（６か月、
１年）以内に退院した者
の割合 

精神病床における

入院後６か月時点

の退院率 
84％ 80.6％ 86％ 

精神病床における

入院後１年時点の

退院率 
92％ 84.3％ 92％ 

圏域ごとの保健、医

療、福祉関係者によ

る協議の場の設置

圏域数 

９圏域 ９圏域 ９圏域 

 

市町ごとの保健、医

療、福祉関係者によ

る協議の場の設置

市町数 

29市町 29市町 29市町 

複数市町による共同設

置を含む 

精神病床からの退

院後１年以内の地

域における平均生

活日数 

― 278日※ 316日 

※平成28年３月の精神病

床からの退院者（入院後

１年以内に限る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国の基本指針では、令和５（2023）年度末の精神病床における１年以上長期入院患者

数（65 歳以上、65 歳未満）について、国が示した推計式により算定した者の数を目標値

として設定することを基本とすることとしています。また、入院中の精神障がい者の退

院に関する目標について、令和５（2023）年度における入院後３か月時点の退院率は 69%

以上、入院後６か月時点の退院率は 86%以上、入院後１年時点の退院率は 92%以上とする

ことを基本とすることとしています。 

さらに地域における精神保健医療福祉体制の基盤を整備する必要があることから、当

該整備状況を評価する指標として、精神障がい者の精神病床から退院後１年以内の地域

における生活日数の平均に関する目標値を設定することとしています。 
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 （１） みえ障がい者共生社会づくりプランー2018年度～2020年度 

ーの実績 

「65 歳以上および 65 歳未満の１年以上の長期入院者数」「入院後６か月時点、１

年時点の退院率」については目標を達成するのは困難な状況ですが、「入院後３か月

時点の退院率」については、おおむね目標を達成する見込みです。 

また「協議の場の設置数」については、９つ全ての障害保健福祉圏域および県内全

市町に設置することができ、目標を達成しました。 

 

 （２）目標達成に向けた施策 

 

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築に関しては、入院中の精神

障がい者の地域生活への移行に向けた相談体制、地域で生活できるハード・ソフト両

面での支援体制の整備、精神障がい者の偏見をなくすための地域住民への普及啓発な

どに取り組む必要があります。また、精神科医療機関、保健所、市町等の連携を強化

するとともに、支援課題が多様化していることなどから、高齢福祉分野や生活困窮対

策分野など、他の施策との連携を強化することが必要です。 

本プランにおいては、「第２章 障がい者施策の総合的推進」-「第３節 安心を実

感できる共生社会づくり」-「１ 地域移行・地域生活の支援の充実」、「２ 福祉と

医療などが連携した支援の充実」に取組内容を記載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
※啓発については、「第２章 障がい者施策の総合的推進」-「第１節 多様性を認め合う共生社会

づくり」-「２ 障がいに対する理解の促進」に記載 

 

 

 

（２）精神障がい者等への支援 

（４）発達障がい児・者への支援 

（１）地域生活への移行 

（２）相談支援の充実 

（３）地域生活支援の充実 

２ 福祉と医療などが連携した支援の充実 

１ 地域移行・地域生活の支援の充実 

第３節 安心を実感できる共生社会づくり 

第２章 障がい者施策の総合的推進 
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３ 地域生活支援拠点等の整備およびその有する機能の充実 

障がい者の地域生活を継続して支援する観点から、地域生活支援拠点等（地域生活

への移行、相談、体験の機会・場の提供、緊急時の受入・対応、専門性の確保および

地域の体制づくりの機能を集約し、グループホームまたは障害者支援施設に付加した

拠点（地域生活支援拠点）または地域における複数の機関が分担して機能を担う体制

（面的な体制））において、地域での暮らしの安心感を担保し、親元からの自立を希

望する者に対する支援等を行うこととし、令和５（2023）年度末までにおける成果目

標を次のとおり設定します。 

【成果目標】 

項目 
前プラン目標 現状（実績） 目標 

(令和２（2020）年度) (令和元(2019)年度) （令和５(2023)年度) 

地域生活支援拠点

等が整備された圏

域数 

９圏域 １圏域 ９圏域 

地域生活支援拠点

等の運用状況の検

証および検討回数 

― ― 35回 

 

 
 

 （１） みえ障がい者共生社会づくりプランー2018年度～2020年度 

ーの実績 

地域生活支援拠点等の整備数は、令和２（2020）年度末時点で７圏域の見込みです。 

この要因としては、地域の実情に応じたニーズや課題を共有し、相談、緊急時の受

入・対応や専門的な人材の確保など地域生活支援拠点等に必要な機能を担う体制づく

りについて、緊急時に受入・対応を行う短期入所事業所の整備に地域偏在もある中で、

市町の障害者自立支援協議会における検討や事業所との協議などの地域における合

意形成が進んでいないことなどが考えられます。 

 

 （２）目標達成に向けた施策 

地域生活支援拠点等においては、国の制度改正も地域の関係機関と密接に共有しつ

つ、地域生活への移行、相談、体験の機会・場の提供、緊急時の受入・対応、専門性

の確保および地域の体制づくり等の機能を集約し、障がい者の地域生活の支援を行い

ます。このような地域生活支援拠点等の整備にあたっては、それぞれの地域において、

障がいの重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、各地域のニーズ、サービスの整備

国の基本指針では、地域生活支援拠点等について、令和５（2023）年度末までの間、

各市町村又は各圏域に１つ以上確保しつつ、その機能の充実のため、年１回以上運用状

況を検証及び検討することを基本とすることとしています。 
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状況等、各地域の個別の状況に応じ、必要とされる機能を整備していく必要がありま

す。 

本プランにおいては、「第２章 障がい者施策の総合的推進」-「第３節 安心を実

感できる共生社会づくり」-「１ 地域移行・地域生活の支援の充実」、「２ 福祉と

医療などが連携した支援の充実」に取組内容を記載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（２）精神障がい者等への支援 

（３）医療的ケアを必要とする障がい児・者への支援 

（４）発達障がい児・者への支援 

（１）地域生活への移行 

（２）相談支援の充実 

（３）地域生活支援の充実 

２ 福祉と医療などが連携した支援の充実 

１ 地域移行・地域生活の支援の充実 

第３節 安心を実感できる共生社会づくり 

第２章 障がい者施策の総合的推進 
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４ 福祉施設から一般就労への移行 

障がい者の就労を促進する観点から、福祉施設の利用者について、就労移行支援事

業等を通じて、一般就労への移行を推進するとともに職場への定着を図ることとし、

令和５（2023）年度末までにおける成果目標等を次のとおり設定します。 

【成果目標】 

項目 

前プラン目標 現状（実績） 目標 
備考 令和２ 

（2020)年度 
令和元 

(2019)年度 
令和５ 

(2023 年度 

一般就労移行者

数 
260人 179人 

253人 

（1.41倍） 

令和５（2023）年度にお

いて、福祉施設を退所

し、一般就労する者の数

（県内市町の成果目標

の合計） 

就労移行支援事

業を通じて、一

般就労に移行す

る者の数 

― 71人 
107人 

（1.51倍） 
一般就労移行者数の内

数 

就労継続支援A

型 事 業 を 通 じ

て、一般就労に

移行する者の数 

― 62人 
86人 

（1.39倍） 
一般就労移行者数の内

数 

就労継続支援B

型 事 業 を 通 じ

て、一般就労に

移行する者の数 

― 43人 
64人 

（1.49倍） 

一般就労移行者数の内

数 

就労移行支援事

業等※を通じて

一般就労に移行

する者のうち、

就労定着支援事

業を利用する者

の率 

― ― 70.0％ 

※就労移行支援事業等：

就労移行支援、就労継続

支援、生活介護、自立訓

練を行う事業 

就労定着支援事

業所のうち、就

労定着率が８割

以上の事業所の

率 

― ― 79.4％ 

令和３（2021）年度～令

和５（2023）年度の就労

定着支援事業の総利用

者 数 の う ち 令 和 ５

（2023）年度末時点の就

労定着者数の割合 

 

【当該成果目標に係る「福祉施設」の範囲】 

 就労移行支援、就労継続支援（A型、B型）、生活介護、自立訓練（機能訓練・生活訓練） 
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【活動指標】 

項目 数値 備考 

就労移行支援事業および就
労継続支援事業の利用者の
一般就労への移行者数 

257人 
令和５（2023）年度において、就労移行支援
事業および就労継続支援事業の利用者のう
ち、一般就労への移行者数 

障がい者に対する職業訓練
の受講者数 

5人 
令和５（2023）年度において、福祉施設から
一般就労へ移行する者のうち、職業訓練の受
講者数 

福祉施設から公共職業安定
所への誘導者数 

166人 

令和５（2023）年度において、福祉施設利用
者のうち、福祉施設から公共職業安定所へ誘
導する者の数 

福祉施設から障害者就業・
生活支援センターへの誘導
者数 

89人 

令和５（2023）年度において、福祉施設から
一般就労へ移行する者のうち、福祉施設から
障害者就業・生活支援センターへ誘導する者
の数 

公共職業安定所における福
祉施設利用者の支援対象者
数 

110人 

令和５（2023）年度において、福祉施設利用
者のうち、公共職業安定所の支援を受けて就
職する者の数 

 

 
 

 （１） みえ障がい者共生社会づくりプランー2018年度～2020年度 

ーの実績 

「一般就労移行者数」については令和元（2019）年度179人となっており、目標を達

成するのは、困難な状況です。 

この要因としては、コロナ禍における経済活動が縮小する中、障がい者の就労先の

確保や職場に定着するために必要な支援に取り組んでいるものの、障がい者の特性や

ニーズに応じきれていないことなどが考えられます。 

 

国の基本指針では、福祉施設の利用者のうち、就労移行支援事業等を通じて、令和５

（2023）年度中に一般就労へ移行する者の目標値については、令和元（2019）年度の一

般就労への移行実績の 1.27 倍以上とすることを基本とすることとしています。また、就

労移行支援事業の令和５（2023）年度中の一般就労への移行実績については、令和元

（2019）年度の 1.30 倍以上とすることを基本とし、就労継続支援 A型事業については令

和元（2019）年度の一般就労への移行実績の概ね 1.26 倍以上、就労継続支援 B型事業に

ついては概ね 1.23 倍以上をめざすこととしています。また、障がい者の一般就労への定

着も重要であることから、就労定着支援事業の利用者数及び事業所ごとの就労定着率

（過去３年間の就労定着支援事業の総利用者数のうち前年度末時点の過去３年間の同一

事業所内での就労定着者数の割合をいう。以下同じ。）に係る目標値を設定することと

し、就労定着支援事業の利用者は、令和５（2023）年度における就労移行支援事業等を

通じて一般就労に移行する者のうち、７割が就労定着支援事業を利用することを基本と

しています。さらに、就労定着支援事業の就労定着率については、就労定着支援事業所

のうち、就労定着率が８割以上の事業所を全体の７割以上とすることを基本とするとし

ています。 
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 （２）目標達成に向けた施策 

福祉施設から一般就労への移行に関しては、就労系障害福祉サービス事業所におけ

る意識向上、障害者就業・生活支援センターの相談体制や就労支援機能の強化など福

祉施設から一般就労への移行に向けた支援に注力して取り組む必要があります。 

また、福祉施設から一般就労への移行に限らず、離職者や特別支援学校卒業生等へ

の就労に向けた支援、障がい者の適性に応じた職場や職域の拡大など、障がい者雇用

全般にわたり、障がい福祉、雇用、教育などの関係機関が連携し、総合的に取り組む

必要があります。 

さらに、共同受注窓口などによる福祉施設の受注の一層の拡大や、優先調達の拡大

など、福祉施設における工賃向上に向けた取組を進める必要があります。 

本プランにおいては、「第２章 障がい者施策の総合的推進」-「第２節 生きがい

を実感できる共生社会づくり」-「２ 就労の促進」に取組内容を記載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（１）一般就労の促進 

（２）福祉的就労への支援 

（３）多様な就労機会の確保 

２ 就労の促進 

第２節 生きがいを実感できる共生社会づくり 

第２章 障がい者施策の総合的推進 
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５ 障がい児支援の提供体制の整備等 

障がい児支援の提供体制の整備を促進する観点から、令和５（2023）年度末までに

おける成果目標を次のとおり設定します。 

【成果目標】 

項目 
平成 28 

(2016)年度 

現状 目標 

令和元 
(2019)年度 

令和５ 
(2023)年度 

児童発達支援センターの設置圏域

数 
５圏域 ５圏域 ９圏域 

保育所等訪問支援を利用できる体

制が構築された圏域数 
５圏域 ７圏域 ９圏域 

主に重症心身障がい児を支援する

児童発達支援事業所が確保された

圏域数 

４圏域 ４圏域 ９圏域 

主に重症心身障がい児を支援する

放課後等デイサービス事業所が確

保された圏域数 

３圏域 ６圏域 ９圏域 

 

 
 

 （１）目標達成に向けた施策 

障がい児支援の提供体制の整備等に関しては、ライフステージに応じた途切れのな

い支援や保健、教育、医療、福祉、就労支援等の関係機関の連携を強化する必要があ

ります。 

また、保育所等訪問支援事業の活用などを通じて、障がい児の地域社会への参加・

包容の推進に取り組むとともに、特別な支援が必要な障がい児に対する関係分野の支

援体制の充実を図る必要があります。 

さらに、障がいの疑いがある段階から障がい児本人や家族に対する継続的な相談支

援を行う障害児相談支援の充実に向けた取組を進める必要があります。 

本プランにおいては、「第２章 障がい者施策の総合的推進」-「第２節 生きがい

を実感できる共生社会づくり」-「１ 特別支援教育の充実」および、「第３節 安心

を実感できる共生社会づくり」-「１ 地域移行・地域生活の支援の充実」、「２ 福

祉と医療などが連携した支援の充実」に取組内容を記載しています。 

国の基本指針では、児童発達支援センターについて、令和５（2023）年度末までに各市

町村に少なくとも１か所以上設置すること（市町村単独での設置が困難な場合には圏域で

の設置）、保育所等訪問支援について、令和５（2023）年度末までに全ての市町村におい

て利用できる体制を構築することを基本とすることとしています。また、主に重症心身障

がい児を支援する児童発達支援事業所および放課後等デイサービス事業所について、令和

５（2023）年度末までに各市町村に少なくとも１か所以上確保すること（市町村単独での

確保が困難な場合には圏域での確保）を基本とすることとしています。 
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（１）障がいの早期発見と対応 

（３）医療的ケアを必要とする障がい児・者への支援 

（４）発達障がい児・者への支援 

（１）指導・支援の充実 

（２）専門性の向上 

（３）教育環境の充実 

２ 福祉と医療などが連携した支援の充実 

１ 特別支援教育の充実 

第２節 生きがいを実感できる共生社会づくり 

第２章 障がい者施策の総合的推進 

第３節 安心を実感できる共生社会づくり 

１ 地域移行・地域生活の支援の充実 

（２）相談支援の充実 
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６ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に 

係る体制の構築 

利用者が真に必要とする障害福祉サービス等が利用できるようにするために、障害

福祉サービス等の質を向上させる体制を構築することを成果目標とし、令和５（2023）

年度末までにおける活動指標を新たに次のとおり設定します。 

【活動指標】 

項目 指標 備考 

県が実施する指導監査※の
結果を市町と共有する回数 

年１回 

※指導監査：指定障害福祉サービス事業者お
よび指定障害児通所支援事業者等に対する
指導監査 

 

 
 

 （１）目標達成に向けた施策 

障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築に関しては、サ

ービス提供者等が障害者総合支援法や児童福祉法の具体的内容を理解できるための

取組を行い、行政が障害福祉サービス等の利用状況を把握し、サービス提供者等が障

がい者等にとって真に必要とする障害福祉サービス等を提供できているのか検証し

ていく必要があります。 

本プランにおいては、「第２章 障がい者施策の総合的推進」-「第３節 安心を実

感できる共生社会づくり」-「１ 地域移行・地域生活の支援の充実」に取組内容を記

載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

国の基本指針では、利用者が真に必要とする障害福祉サービス等が利用できるように

するため、令和５（2023）年度末までに、障害福祉サービス等の質を向上させるための取

組を実施する体制を構築することを基本とするとしています。 

（３）地域生活支援の充実 

１ 地域移行・地域生活の支援の充実 

第３節 安心を実感できる共生社会づくり 

第２章 障がい者施策の総合的推進 
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本プランの基本理念である共生社会を実現するため、障がい者等の自己決定を尊重

し、その意思決定の支援に配慮するとともに、障がい者等が必要とする障害福祉サー

ビス等の支援により、その自立と社会参加の実現を図っていくことを基本的な考え方

として、障がい者支援の体制整備を図ります。 

また、障害福祉サービス等による支援を通じて、第１節で掲げた福祉施設から地域

生活への移行等の成果目標を実現できるよう、必要なサービスの提供体制の整備を図

ります。 

 

１ 障害福祉サービス提供体制の確保 
 

 （１）障害福祉サービスの提供体制の確保に関する基本的考え方 

県内の全ての地域において、必要な訪問系サービスが提供されるとともに、希望す

る障がい者に日中活動系サービスが提供される体制の確保を図ります。 

特に、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に備え、消毒液等の提供および感染拡

大時の事業継続支援について、国と連携しながら、適時適切に対応します。 

また、地域における居住の場（居住系サービス）として、グループホームの充実を

図るとともに、障害福祉サービスにおける自立支援や訓練等により、福祉施設から地

域生活への移行を進めます。 

さらに、これらの訪問系サービス、日中活動系サービスや居住系サービスの提供に

より、障がい者の地域生活を支援するとともに、その支援を強化するため、地域生活

支援拠点等の整備を図るとともに、重度訪問介護や日中サービス支援型共同生活援助

など、地域における重度の障がい者の受け皿となる障害福祉サービスの充実に取り組

みます。 

加えて、就労系障害福祉サービス事業所においては、障がい者の福祉施設から一般

就労への移行・定着を進めるとともに、関係機関と連携して事業所における雇用の場

の拡大を図ります。 

このような基本的な考え方をふまえ、それぞれの地域における障害福祉サービスを

はじめとする地域資源の実情に応じて、障害福祉サービスの提供体制の確保を図りま

す。 

 

 （２）各年度における必要量（活動指標）の見込み 

本プランでは、県内全ての市町障害福祉計画等の数値を障害保健福祉圏域ごとに集

計し、令和３（2021）年度から令和５（2023）年度までの各年度における指定障害福

祉サービスの種類ごとの必要な量の見込み（以下、「活動指標」という。）を定めま

す。

障がい者支援のための体制整備 第２節 第２節 障がい者支援のための体制整備
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なお、参考として、令和３（2021）年１月時点の事業所数および令和２（2020）年

10 月のサービス実績（出典 三重県国民健康保険団体連合会データ）を併記します。 

 

活動指標は、各年度における１か月あたりの総量を見込んだものであり、単位の考

え方は次のとおりです。（単位の考え方は、「２ 相談支援の体制の確保」、「３ 障

がい児支援のための体制整備」においても同じです。） 

「時間」･･･月間のサービス提供時間 

「人日分」･･･「月間の利用人数」×「１人１月あたりの平均利用日数」で算出されるサービス量 

「人」 ･･･月間の利用人数 

 

①  指定障害福祉サービスの種類ごとの必要な量（活動指標）の見込み 

種類 
事業所の現状 
(令和３(2021)年 

1 月 1 日現在） 

サービス量実績 
(令和２(2020)年

10 月分） 

令和３(2021) 
年度 

令和４(2022) 
年度 

令和５(2023) 
年度 

訪問系サービス 

居宅介護、重度訪
問介護、同行援
護、行動援護、重

度障害者等包括支
援 

事業所数   605 か所 

59,951 時間 65,687 時間 69,042 時間 72,324 時間 

2,618 人 2,795 人 2,880 人 2,979 人 

日中活動系サービス 

生活介護 
事業所数  195 か所 89,015 人日分 87,596 人日分 89,729 人日分 91,883 人日分 

定員  4,951 人 4,350 人 4,475 人 4,569 人 4,663 人 

自立訓練 
（機能訓練） 

事業所数   1 か所 685 人日分 929 人日分 951 人日分 985 人日分 

定員     32 人    37 人    55 人    57 人    59 人 

自立訓練 
（生活訓練） 

事業所数    19 か所 3,426 人日分 2,679 人日分 2,819 人日分 2,980 人日分 

定員    223 人   183 人   192 人   205 人   218 人 

就労移行支援 
事業所数    39 か所 4,937 人日分 5,596 人日分 6,033 人日分 6,508 人日分 

定員   454 人   268 人   344 人   372 人   409 人 

就労継続支援 
（Ａ型） 

事業所数    77 か所 31,446 人日分 30,110 人日分 31,308 人日分 32,560 人日分 

定員 1,390 人 1,525 人 1,545 人 1,614 人 1,687 人 

就労継続支援 
（Ｂ型） 

事業所数   245 か所 75,116 人日分 74,276 人日分 78,155 人日分 82,423 人日分 

定員 4,769 人 4,092 人 4,254 人 4,469 人 4,698 人 

就労定着支援 事業所数    16 か所    84 人   117 人   134 人   163 人 

療養介護 
事業所数     6 か所 

  239 人   244 人   249 人   253 人 
定員  334 人 

短期入所 
（福祉型） 

事業所数    94 か所 4,875 人日分 5,948 人日分 6,219 人日分 6,519 人日分 

定員   422 人   738 人 1,028 人 1,078 人 1,134 人 

短期入所 

（医療型） 

事業所数     8 か所 
（福祉型に含む） 

204 人日分 213 人日分 226 人日分 

定員    17 人    40 人    40 人    42 人 

居住系サービス 

自立生活援助 事業所数     2 か所     1 人    22 人    27 人    33 人 

共同生活援助 
事業所数   134 か所 

1,721 人 1,837 人 1,961 人 2,080 人 
定員 2,000 人 

施設入所支援 
事業所数    38 か所 

1,689 人 1,684 人 1,668 人 1,647 人 
定員 1,706 人 
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 （３）障害福祉サービスに係る見込量（活動指標）確保のための施策 

障がい者が必要とする障害福祉サービスが、障がい者が選択した地域において提供

されるよう設定した障害福祉サービスの見込量の確保を図るためには、県と市町が地

域（自立支援）協議会等を通じ、連携を図るとともに、それぞれの役割に応じた取組

を進める必要があります。このため、地域（自立支援）協議会において、障害福祉サ

ービスに係る活動指標の進捗状況の確認や障害福祉サービスの運営における課題対

応など、障害福祉計画の PDCA サイクルの確立を図るとともに、多様な事業者の参入

を促進するなど地域の実情に応じた取組が展開されるよう、サービス提供者等におけ

る整備や運営を支援します。 

また、地域（自立支援）協議会等から具体的課題を抽出し、その課題について、県

障害者自立支援協議会において対応の検討や評価を行うことにより、取組の水平展開

や制度化を図ります。 

さらに、サービス提供が可能な事業所が限られている、重症心身障がいや遷延性意

識障がいの状態を含む医療的ケアを必要とする障がい児・者や強度行動障がいや発達

障がいのある人に対する障害福祉サービスについては、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大防止対策の徹底や制度等の周知を継続しつつ、障害福祉サービスを提供する

事業所の拡充を図ります。 

また、医療的ケアが必要な障がい児・者に対する支援としては、医療的ケア児・者

コーディネーターを養成するとともに、障害福祉サービス事業所における医療的ケア

のスタートアップ（スキルアップ）や地域ネットワークの側面的支援（スーパーバイ

ズ機能のフォローアップ等）を目的とした研修会を開催するなどして、医療的ケア児・

者の受け皿整備を図ります。 

加えて、障害保健福祉圏域の活動指標と実績および地域におけるサービスの提供体

制等を考慮し、障害福祉サービス事業所の施設整備を促進します。 

これらの取組などにより、障害福祉サービスの量の確保を図るとともに、障がい者

に適切な障害福祉サービスが提供されるよう、事業所等への指導・助言等により、サ

ービスの質を確保します。 
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２ 相談支援の体制の確保 
 

 （１）相談支援の提供体制の確保に関する基本的考え方 

障がい者等が、地域において自立した日常生活または社会生活を営むためには、障

害福祉サービスの提供体制の確保を図るとともに、これらのサービスの適切な利用を

支えるための各種ニーズに対応する相談支援体制の構築が不可欠です。 

障害福祉サービスの利用にあたって作成されるサービス等利用計画については、支

給決定に先立ち、必ず作成される体制を確保する必要があります。 

また、個別のサービス等利用計画の作成にあたっては、利用者の状態や将来像、希

望を勘案し、連続性および一貫性を持った障害福祉サービス等が提供されるよう総合

的な調整を行うとともに、利用者の生活状況を定期的に確認の上、利用者等からの相

談にあわせ、必要に応じた見直しを行う必要があるため、サービスの質を担保した上

で、利用者数の増加等に対応し、基幹相談支援センターの設置を進めつつサービス等

利用計画を作成する体制を確保する必要があります。 

地域移行支援については、障害者支援施設や精神科病院から地域生活に移行する障

がい者等に、障がいの重度化に対応し必要なサービスを提供できるよう、地域生活へ

の移行者数に係る成果目標等を勘案し、計画的にサービスの提供体制を確保する必要

があります。 

さらに、地域生活へ移行した後の定着を図るとともに、現に地域で生活している障

がい者等がそのまま住み慣れた地域で生活できるよう、事業所や関係機関と連携した

適時・適切なサポートの提供など、地域定着支援に係る相談やサービスの提供体制を

充実する必要があります。 

発達障がい者等に対する支援については、発達障がいの症状の発現後できるだけ早

期に発達支援を行うことが重要であり、また、医療、保健、福祉、教育、労働等の関

係者の連携のもと、障がい者の状況に応じた必要な支援が切れ目なく行われるよう、

相談支援体制の整備を図る必要があります。 

このような基本的な考え方および、地域における相談支援の中核機関である基幹相

談支援センターの設置状況等をふまえ、地域（自立支援）協議会等における地域の相

談支援機関の連携のもと、地域の実情に応じ、相談支援の提供体制の確保を図ります。 
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 （２）各年度における必要量（活動指標）の見込み 

 

① 指定計画相談支援および指定地域相談支援の種類ごとの必要な量の見込み 

種類 
事業所の現状 
(令和３（2021）年 

１月１日現在) 

サービス量実績 

(令和２（2020）

年10月分) 

令和３

（2021）年度 

令和４

（2022）年度 

令和５

（2023）年度 

計画相談支援 事業所数 171か所 2,941人 4,278人 4,497人 4,727人 

地域移行支援 事業所数 026か所 00006人    39人    43人    48人 

地域定着支援 事業所数 024か所 00010人    34人    37人    41人 

 

 

②  発達障がい者等に対する支援の見込み 

項目 
現状 

(令和元（2019） 

年度) 

令和３

（2021）年度 

令和４

（2022）年度 

令和５

（2023）年度 

発達障害者支援地域協議会の開催回

数 
1回 1回 1回 1回 

発達障害者支援センターによる相談

件数 
12,951件 13,000件 13,000件 13,000件 

発達障害者支援センターおよび発達

障害者地域支援マネジャーの関係機

関への助言件数 
3,666件 4,000件 4,100件 4,200件 

発達障害者支援センターおよび発達

障害者地域支援マネジャーの外部機

関や地域住民への研修、啓発件数 
60件 60件 60件 60件 

 

 （３）相談支援に係る見込量（活動指標）確保のための施策 

計画相談支援および地域相談支援は、障害福祉サービスの適切な利用を支えるとと

もに、障がい者の各種ニーズへの的確な対応が求められるなど、障がい者支援におい

て、基本的かつ重要な役割を担うこととなります。 

また、計画相談支援を提供する特定相談支援事業所は、市町において事業所の指定

を行うことから、市町との連携を密に、必要な相談支援体制を確保する必要がありま

す。 

このようなことから、地域（自立支援）協議会において、関係機関との有機的な連

携を図りながら、相談支援の提供体制を含む障がい者等への支援の体制の整備を図る

ことができるよう、その運営を支援します。 

特に、障がい者のニーズに応じ、障害福祉サービス等の利用に係る総合的な調整の

役割を担う計画相談支援については、その提供体制の確保にとどまらず、質の向上を

図る必要があることから、地域（自立支援）協議会の活性化を通じて、基幹相談支援

センターを中心とした相談支援体制の確立を促進します。 
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さらに、障害者支援施設等からの地域生活への移行を支えるとともに、地域生活を

継続する役割を担う地域相談支援については、障がいの重度化、高齢化に対応し、地

域生活への移行や、地域生活支援体制の強化を図るための取組を通じ、利用促進を図

ります。 

発達障がい者等に対する支援については、地域における発達障がい者等への支援体

制に関する課題の共有、関係機関の連携強化に向けた協議等を進めるため、発達障害

者支援地域協議会を適切に開催します。 

また、自閉症等の発達障がい者等に対する個々の障がいに応じた相談支援を行う拠

点である自閉症・発達障害支援センターに発達障害者地域支援マネジャーを配置し、

専門性のさらなる向上と地域の相談支援機関に対する後方支援機能の強化を図りま

す。 

 

３ 障がい児支援のための体制整備 
 

 （１）障がい児支援の提供体制の確保に関する基本的考え方 

障がい児については、子ども・子育て支援法第二条第２項において、「子ども・子

育て支援の内容および水準は、全ての子どもが健やかに成長するように支援するもの

であって、良質かつ適切なものでなければならない」と規定されていることおよび同

法に基づく教育、保育等の利用状況をふまえ、居宅介護や短期入所等の障がい児が利

用できる障害福祉サービス、児童福祉法に基づく障がい児支援等の専門的な支援を確

保することが必要です。 

また、共生社会の形成を促進する観点から、教育、保育等関係機関と連携を図った

上で、障がい児およびその家族に対して、乳幼児期から学校卒業まで、途切れのない

効果的な支援を、身近な地域で提供する体制の構築が重要です。 

近年増加している医療的ケア児・者や重症心身障がい児・者については、特に新型

コロナウイルス感染症の感染防止に十分留意し、身近な地域で適切な支援を受けられ

るよう、ニーズ等の検討を行うとともに、短期入所等の支援体制を拡充することが必

要です。 

このような基本的な考え方およびそれぞれの地域における障害福祉サービスをは

じめとする地域資源の実情に応じ、障がい児支援の提供体制の確保を図ります。 
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 （２）各年度における必要量（活動指標）の見込み 

 

① 指定通所支援等の種類ごとの必要な量の見込み 

種類 
事業所の現状 
(令和３(2021)年 

1月1日現在) 

サービス量実績 
(令和２(2020)年 

10月分) 

令和３ 

(2021)年度 

令和４ 

(2022)年度 

令和５ 

(2023)年度 

児童発達支援 
事業所数 139か所 10,640人日分 10,906人日分 11,659人日分 12.353人日分 

定員   1,716人 1,642人 1,874人 2,000人 2,132人 

放課後等デイサ

ービス 

事業所数 237か所 46,297人日分 48,971人日分 54,361人日分 60,458人日分 

定員   2,605人 3,658人 4,167人 4,595人 5,069人 

保育所等訪問支

援 
事業所数   19か所 

185人日分 271人日分 272人日分 305人日分 

0129人 122人 140人 161人 

医療型児童発達

支援 

事業所数   0か所 0人日分 29人日分 59人日分 107人日分 

定員     0人 0人 4人 7人 13人 

居宅訪問型児童

発達支援 
事業所数  ５か所 

17人日分 150人日分 210人日分 255人日分 

7人 12人 17人 24人 

福祉型障害児入

所施設 
事業所数   4か所 103人 100人 100人 100人 

医療型障害児入

所施設 
事業所数   4か所 66人 70人 70人 80人 

障害児相談支援 事業所数125か所 1,232人 1,961人 2,130人 2,308人 

医療的ケア児に対す

る関連分野の支援を

調整するコーディネ

ーターの配置人数 

県      ４チーム ４チーム ４チーム ４チーム ４チーム 

市町 令和３(2021)年２月現在 20 人 25人 29人 40人 

圏域 令和３(2021)年２月現在  8 人 12人 14人 20人 

 

障がい児に対し身近な地域でそのニーズに応じた必要な支援が提供できるよう、障

害児通所支援等の障がい児支援サービスの見込量の確保を図るためには、県、市町、

関係機関が地域（自立支援）協議会等を通じ、地域において連携した支援体制の整備

を図る必要があります。 

このことから、市町や障害保健福祉圏域単位における障がい児支援の中核となる機

能の強化を図るため、地域（自立支援）協議会等において、児童発達支援、障害児相

談支援および保育所等訪問支援などの障害児通所支援を総合的に提供する施設の設

置に向け、地域の実情に応じた検討が促進されるよう、その運営を支援します。 

また、障害児入所施設について、入所した時点から退所後の地域生活を見据えた支

援が行えるよう、児童相談所、障害児入所施設、市町等の関係機関が連携し、それぞ

れの役割に応じた途切れのない支援が提供される体制づくりを進めます。 

さらに、県立子ども心身発達医療センターにおいて、重症心身障がい児等を対象に、

児童発達支援、生活介護等の児童福祉法および障害者総合支援法に基づくサービスを

提供します。 

加えて、基幹相談支援センターや地域（自立支援）協議会等を中心とした関係機関

のネットワークを構築し、障がい児相談支援の充実を図ります。 

 （３）障がい児支援に係る見込量（活動指標）確保のための施策 
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また、子どもの周囲の「気づき」の段階から、ライフステージに応じた途切れのな

い支援や関係機関のスムーズな連携による支援が適切に提供できるよう、地域におけ

る保健、医療、保育、教育、福祉、就労支援等の関係機関の連携強化を図ります。 

このほか、医療的ケアを必要とする障がい児・者への支援が適切に提供されるよう、

各障害保健福祉圏域またはこれらをまとめて構築された県内４つのネットワークを

中心にして、市町や保健、医療、保育、教育、福祉など地域における関係機関の連携

強化を図り、支援者からの相談に応じ地域づくりも担うスーパーバイズチームを各ネ

ットワークに配置するとともに、関連分野における支援の利用を調整するコーディネ

ーターを育成し、総合的な支援の提供体制の構築を促進します。 

これらの取組などにより、障がい児への支援に係るサービスの量の確保を図るとと

もに、障がい児に適切なサービスが提供されるよう、事業所等への指導・助言により、

サービスの質を確保します。 

 

４ 各年度の指定障害者支援施設および指定障害児入所施

設の必要入所定員総数 

令和５（2023）年度までの各年度における指定障害者支援施設および指定障害児入

所施設の必要入所定員総数について、次のとおり設定します。 

 

５ 地域生活支援事業の実施 
 

 （１）県が実施する地域生活支援事業の実施に関する基本的考え方 

地域生活支援事業は、障がい児・者が基本的人権を享有する個人としての尊厳にふ

さわしい日常生活または社会生活を営むことができるよう、地域の特性や利用者の状

況に応じた柔軟な事業形態により、実施できる事業です。また、地域生活支援事業は、

市町および県において行う事業であり、それぞれ障害者総合支援法において実施しな

ければならない具体的な事業（以下、「必須事業」という。）が規定されていますが、

これに限らず、市町および県の判断により、必要な事業を実施することが可能とされ

ています。 

県においては、必須事業を中心に、専門的、広域的な対応が必要な事業を実施しま

す。 

 

種類 
現状 

(令和３（2021）年 

１月１日現在) 

令和３ 

（2021）年度 

令和４ 

（2022）年度 

令和５ 

（2023）年度 

指定障害者支援施設 1,706人 1,706人 1,706人 1,706人 

指定障害児入所施設 384人 384人 384人 384人 
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 （２）実施する事業の内容および各年度における量の見込み 

① 専門性の高い相談支援事業 

ア）発達障害者支援センター運営事業  

発達障がいのある人またはその家族などに対して、相談支援、発達支援、就労支

援および情報提供を総合的に行う拠点として、自閉症・発達障害支援センターを設

置・運営します。 

県内２か所の自閉症・発達障害支援センターにおいて、専門的な相談・支援を行

うとともに、地域の相談支援機関に対する後方支援機能の強化のための体制づくり

に取り組みます。 
 

イ）障害者就業・生活支援センター事業  

職業生活における自立を図るため、就業およびこれに伴う日常生活、または社会

生活上の支援を必要とする障がい者に対し、雇用、保健、福祉、教育等の関係機関

との連携を図りつつ、身近な地域において必要な指導、助言その他の支援を行う拠

点として、障害者就業・生活支援センターを、障害保健福祉圏域ごとに設置・運営

します。 

障害者就業・生活支援センターにおいては、障がい者の適性に応じた就労支援を

行うため、就労に向けたアセスメントを充実させるとともに、就労先の開拓や就労

定着に向けた支援の促進に取り組みます。 
 

ウ）高次脳機能障がい支援普及事業 

高次脳機能障がい支援普及事業は、高次脳機能障がい者に対する専門的な相談支

援、関係機関との支援ネットワークの充実、高次脳機能障がいの正しい理解を促進

するための普及・啓発事業、支援手法等に関する研修等を行い、支援体制の確立を

図ることを目的とする事業です。 

三重県身体障害者総合福祉センターにおいて、高次脳機能障がい者に対する広域

的な専門相談支援を実施するとともに、地域の相談支援機関に対する後方支援機能

の強化のための体制づくりに取り組みます。 

事業名 項目 
現状 
(令和元

（2019）年度) 

令和３
（2021）年度 

令和４
（2022）年度 

令和５
（2023）年度 

発達障害者支援センタ

ー運営事業 
実施か所数 2か所 2か所 2か所 2か所 

障害者就業・生活支援セ

ンター事業 
実施か所数 8か所 9か所 9か所 9か所 

高次脳機能障がい支援

普及事業 
実施か所数 1か所 1か所 1か所 1か所 
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② 専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業 

ア）手話通訳者・要約筆記者養成研修事業 

身体障がい者福祉の概要や手話通訳または要約筆記の役割・責務等について理解

するとともに、手話通訳に必要な手話語彙、手話表現技術および基本技術を習得し

た手話通訳者ならびに要約筆記に必要な要約技術および基本技術を習得した要約

筆記者を養成します。 

 

イ）盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業  

盲ろう者の自立と社会参加を図るため、盲ろう者向け通訳・介助員を養成します。 

事業名 項目 
現状 
(令和元

（2019）年度) 

令和３
（2021）年度 

令和４
（2022）年度 

令和５
（2023）年度 

手話通訳者・要約筆記者

養成研修事業 
受講者数 28人 35人 40人 50人 

盲ろう者向け通訳・介助

員養成研修事業 
受講者数  7人 10人 15人 20人 

 

③ 専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業 

ア）手話通訳者・要約筆記者派遣事業  

聴覚障がいのある人の自立と社会参加を図るため、複数市町の住民が参加する障

がい者団体等の会議、研修、講演または講義等に、手話通訳者または要約筆記者を

派遣します。 

さらに、市町域または都道府県域を超えた広域的な派遣を円滑に実施するため、

市町間では派遣調整ができない場合に、市町間の連絡調整を行います。 

 

イ）盲ろう者向け通訳・介助員派遣事業 

盲ろう者の自立と社会参加を図るため、コミュニケーションおよび移動等支援を

行う盲ろう者向け通訳・介助員を派遣します。 

 

事業名 項目 
現状 
(令和元

（2019）年度) 

令和３
（2021）年度 

令和４
（2022）年度 

令和５
（2023）年度 

手話通訳者・要約筆記

者派遣事業 

実利用見

込み件数 
56件 60件 60件 60件 

盲ろう者向け通訳・介

助員派遣事業 

実利用見

込み件数 
334件 330件 330件 330件 

 

④ 広域的な支援事業 

ア）相談支援体制整備事業（スーパーバイザー）  

地域のネットワーク構築に向けた指導・調整等の広域的支援を行うことにより、

地域における相談支援体制の整備を推進することを目的としたスーパーバイザー

を配置します。 
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イ）精神障害者地域生活支援広域調整等事業 

a）地域生活支援広域調整会議等事業  

障害保健福祉圏域ごとに、精神障がい者地域移行・地域定着推進協議会等を設

置し、会議において、長期入院精神障がい者の地域生活への移行状況の情報共有

を行うとともに、地域生活への移行における課題や解決策の検討等を行うことに

より、精神障がい者の支援体制を整備します。 

 

b）精神障がい者地域移行・地域定着支援事業  

長期入院精神障がい者の退院に向けた意欲を喚起するため、病院スタッフの地

域生活への移行に関する理解を促進するとともに、長期入院精神障がい者と、ピ

アサポーター等との交流の機会を確保するなど、地域生活への移行に向けた支援

を行います。 

 

ウ）発達障害者支援地域協議会による体制整備事業  

医療、保健、福祉、教育、労働等の関係者で構成する発達障害者支援地域協議会

を開催し、課題の共有、連携の強化等に向けた協議を行うことにより、発達障がい

者への支援体制の整備を進めます。 

事業名 項目 
現状 
(令和元

（2019）年度) 

令和３
（2021）年度 

令和４
（2022）年度 

令和５
（2023）年度 

相談支援体制整備事業

（スーパーバイザー） 
配置人数 6人 9人 9人 9人 

地域生活支援広域調

整会議等事業 

協議会の 

開催回数 
17回 20回 20回 20回 

精神障がい者地域移

行・地域定着支援事業 

実ピアサポ

ーター人数 
11人 8人 9人 10人 

発達障害者支援地域

協議会による体制整

備事業 

協議会の 

開催回数 
1回 1回 1回 1回 

 

⑤ サービス・相談支援者、指導者育成事業 

ア）障害支援区分認定調査員等研修事業  

全国一律の基準に基づき、客観的かつ公平・公正に障がい者給付等の事務が行わ

れるよう、障害支援区分認定調査員・審査会委員に対する研修を実施し、調査員等

の養成や資質の向上を図ります。 

 

イ）相談支援従事者研修事業  

地域の障がい者等の意向に基づく地域生活を実現するため、必要なサービス利用

や生活全般への支援に関するサービス等利用計画を作成する相談支援専門員を養

成します。さらに、専門コース別研修により相談支援に従事する者の資質の向上を

図ります。 
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ウ）サービス管理責任者等研修事業  

事業所や施設において、サービスの質を確保するため、個別支援計画の作成やサ

ービス提供プロセスの管理等を行うために配置されるサービス管理責任者および

児童発達支援管理責任者を養成します。 

 

エ）強度行動障害支援者養成研修事業   

著しい行動障がいがある人に対して、障害福祉サービス事業所において、適切な

支援が行えるよう、専門的な知識と技術を有する支援者を養成します。 

 

オ）身体障害者・知的障害者相談員活動強化事業  

身体障害者相談員および知的障害者相談員を対象に研修会を行い、相談員の相談

対応能力の向上と相談員間の連携を図ります。 

 

カ）精神障害関係従事者養成研修事業  

こころの健康センター等において、精神障がい者の地域生活への移行および地域

生活の継続に向けた支援体制を確保するため、支援に従事する者を対象とした研修

を実施します。 

事業名 項目 
現状 
(令和元

（2019）年度) 

令和３
（2021）年度 

令和４
（2022）年度 

令和５
（2023）年度 

障害支援区分認定調

査員等研修事業 

実施回数 3回 3回 3回 3回 

受講者数 83人 80人 80人 80人 

相談支援従事者研修

事業 

実施回数 3回 5回 5回 5回 

受講者数 208人 430人 430人 430人 

サービス管理責任者

等研修事業 

実施回数 5回 9回 9回 9回 

受講者数 524人 800人 900人 900人 

強度行動障害支援者

養成研修事業 

実施回数 5回 12回 14回 14回 

受講者数 347人 600人 700人 700人 

身体障害者・知的障害

者相談員活動強化事業 
実施回数 1回 1回 1回 1回 

精神障害関係従事者

養成研修事業 

実施回数 5回 5回 5回 5回 

受講者数 612人 600人 600人 600人 

 

⑥ その他障がい者が自立した日常生活または社会生活を営むために必要な事業 

ア）社会参加支援事業 

a）障害者社会参加推進センター運営事業  

障がい者等の社会参加を推進する障害者社会参加推進センターを設置、運営し、

生活訓練、スポーツ教室等の事業を実施します。 

 

b）身体障害者補助犬育成事業  

身体障害者補助犬（盲導犬、介助犬、聴導犬）を育成して希望者に貸与し、身

体障がい者の自立と社会参加の促進を図ります。 
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c）奉仕員養成研修事業  

点訳または朗読に必要な技術等を習得した点訳奉仕員および朗読奉仕員を養成

します。 

 

イ）権利擁護支援 

a）障害者虐待防止対策支援事業（障害者虐待防止・権利擁護研修）   

障がい者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応、その後の適切な支援のため、

地域における関係行政機関、福祉、医療、司法に関連する職務に従事する者また

は関係する団体、地域住民等の支援体制の強化や協力体制の整備を図ります。 

また、障がい者虐待防止および障がい者の権利擁護の徹底を目的として、市町

障がい者虐待防止担当職員、虐待防止センター職員および障害福祉サービス事業

所等のサービス管理責任者等に対する研修を開催します。 

事業名 項目 
現状 
(令和元

（2019）年度) 

令和３
（2021）年度 

令和４
（2022）年度 

令和５

（2023）年度 

障害者社会参加

推進センター運

営事業 

設置か所数 1か所 1か所 1か所 1か所 

身体障害者補助

犬育成事業 
訓練頭数 0頭 1頭 1頭 1頭 

奉仕員養成研修

事業 
受講者総数 32人 40人 40人 40人 

障害者虐待防止・

権利擁護研修 
開催回数 3回 3回 3回 3回 

 

 （３）各事業の見込量（活動指標）確保のための施策 

地域生活支援事業については、市町において、地域の特性や利用者の状況に応じた

柔軟な事業形態により、必須事業に限らず、それぞれの市町の判断により実施されて

いるところです。 

一方で、総合的な障がい者支援を行う上で、地域資源の状況を考慮し、必要と考え

られる事業が不足している地域もあります。 

このようなことから、県において、専門的、広域的な対応が必要な事業を実施する

とともに、市町における事業が適正かつ円滑に実施されるよう市町への支援および基

盤整備に関する広域的な調整等を図ります。 

具体的には、必須事業未実施の市町について、それぞれの市町の特徴に配慮した上

で、実施に向けた働きかけを行います。 

また、地域（自立支援）協議会において、県内に配置したスーパーバイザー等が助

言を行うことなどにより、基幹相談支援センター等地域の関係機関とのネットワーク

の構築や広域的な課題解決に向けた体制の整備を図ります。 
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６ 人材の確保および資質の向上ならびにサービスの質の

向上のために講ずる措置 

障害者総合支援法に基づく指定障害福祉サービス等および児童福祉法に基づく障

がい児支援のためのサービスの提供にあたっては、障がい者の自立と社会参加の実現

を図るとともに、障がい者のニーズに応じたサービスを提供する必要があります。こ

のようなサービスを提供するためには、継続的に、サービスを提供する人材の確保や

資質の向上とともに、サービスの質の向上に取り組む必要があります。 

このようなことから、サービス提供に係る人材の研修および事業者等に対する第三

者の評価の実施により、サービスを提供する人材の確保および資質の向上ならびにサ

ービスの質の向上を図ります。 

 （１）サービス提供に係る人材の研修 

サービス提供に係る人材の資質の向上のため、「三重県障がい福祉従事者人材育成

ビジョン」に基づき、コロナ禍における研修のリモート化にも対応しつつ、相談支援

における理念の浸透や、障がい当事者をはじめとする関係者による人材育成システム

の構築により、人材の段階的な資質の向上を図るとともに、地域の支援体制の充実・

強化を図る人材を育成します。 

 

 （２）指定障害福祉サービス等の事業者に対する第三者の評価 

福祉サービスの質の向上を図るための「みえ福祉第三者評価」について、全国的な

推進組織である全国社会福祉協議会などと連携を図りながら事業運営を行うととも

に、福祉事業者等が中・長期的な展望で福祉サービスの質の向上に取り組むことがで

きるよう、意識の醸成を図ります。 

  また、障がい者が個別のニーズに応じて良質なサービスを選択できるようにする

とともに、事業者等によるサービスの質の向上が図られるよう、障害福祉サービス

等情報公表制度について、普及啓発を進めます。 

 

７ 関係機関との連携に関する事項 

「第１節 地域生活移行・就労支援等に関する目標の設定」に掲げた成果目標を達

成するためには、障がい福祉分野の取組に限らず、保健、医療、教育、雇用等の分野

を含めた総合的な取組が重要です。 

地域生活への移行に関しては、地域生活を支える取組として必要となる発達障が

い・行動障がいのある障がい者や医療的ケアを必要とする障がい児・者への支援にお

いて、それぞれの関係機関と連携した取組が必要です。 

また、「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築の成果目標の達成に

向けては、保健、医療、福祉関係者等と連携した取組が必要です。 
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さらに、福祉施設から一般就労への移行に向けては、福祉関係機関、教育機関、公

共職業安定所をはじめとする関係機関と連携した取組が必要です。 

加えて、障がい児支援の提供体制の整備等の成果目標の達成に向けては、ライフス

テージに応じた途切れのない支援や関係機関のスムーズな連携による支援を適切に

提供できるよう、保健、医療、保育、教育、福祉、就労支援等の関係機関と連携した

取組が必要です。 

このようなことから、関係機関による効果的な連携を図るため、関係機関が参加す

る地域（自立支援）協議会の運営を支援するとともに、それぞれの課題に応じ、課題

解決のために必要な関係機関と連携した総合的な取組を進めます。 

 

８ その他自立支援給付および地域生活支援事業ならびに障害

児通所支援等の円滑な実施を確保するために必要な事項 
 

 （１）障がい者等に対する虐待の防止 

障がい者虐待の未然防止と適切な対応を行うため、有識者等で構成される専門家チ

ームや関係機関と連携しながら、市町への支援や事業所への指導・支援を行います。 

第２章-「第１節 多様性を認め合う共生社会づくり」-「１ 権利擁護の推進」-

「（２）虐待防止に対する取組の強化」等において取組を記載しています。 

 

 （２）意思決定支援の促進 

意思決定支援の質の向上を図るため、相談支援専門員やサービス管理責任者の研修

等の機会を通じて、意思決定支援ガイドライン等を活用した研修を実施するとともに、

関係者に対する普及に努めます。 

第２章-「第３節 安心を実感できる共生社会づくり」-「１ 地域移行・地域生活

の支援の充実」-「（４）福祉人材の育成・確保」等において取組を記載しています。 

 

 （３）障がいを理由とする差別の解消の推進や理解の促進 

障がいを理由とする差別の解消の推進を図るため、相談窓口における対応、三重県

障がい者差別解消支援協議会での相談事例の検証や合理的配慮に関する好事例につ

いての情報共有、啓発活動等に取り組みます。 

また、障がいや障がい者に対する理解促進を図るため、関係機関と連携して、情報

共有、啓発活動等に取り組みます。 

第２章-「第１節 多様性を認め合う共生社会づくり」-「１ 権利擁護の推進」-

「（１）権利擁護のための体制の充実」等において取組を記載しています。 
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 （４）障害福祉サービス等および障害児通所支援等を提供する事業所

における利用者の安全確保に向けた取組や事業所における研

修等の充実 

利用者の安全・安心の確保を図るため、新型コロナウイルス感染症の感染防止対策

の徹底や事業所における防災対策や防犯対策の推進に取り組みます。 

第２章-「第３節 安心を実感できる共生社会づくり」-「３ 防災・防犯対策の充実」

等において取組を記載しています。 
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「時間」･･･月間のサービス提供時間 

「人日分」･･･「月間の利用人数」×「１人１月あたりの平均利用日数」で算出されるサービス量 

「人」 ･･･月間の利用人数 

 

【県における指定障害福祉サービス等の種類ごとの必要な活動指標一覧表】 
（活動指標は、各年度における１か月あたりの総量を見込んだもの 

種類

59,951 時間 65,687 時間 69,042 時間 72,324 時間

2,618 人 2,795 人 2,880 人 2,979 人

事業所数 195 か所 89,015 人日分 87,596 人日分 89,729 人日分 91,883 人日分

定員 4,951 人 4,350 人 4,475 人 4,569 人 4,663 人

事業所数 1 か所 685 人日分 929 人日分 951 人日分 985 人日分

定員 32 人 37 人 55 人 57 人 59 人

事業所数 19 か所 3,426 人日分 2,679 人日分 2,819 人日分 2,980 人日分

定員 223 人 183 人 192 人 205 人 218 人

事業所数 39 か所 4,937 人日分 5,596 人日分 6,033 人日分 6,508 人日分

定員 454 人 268 人 344 人 372 人 409 人

事業所数 77 か所 31,446 人日分 30,110 人日分 31,308 人日分 32,560 人日分

定員 1,390 人 1,525 人 1,545 人 1,614 人 1,687 人

事業所数 245 か所 75,116 人日分 74,276 人日分 78,155 人日分 82,423 人日分

定員 4,769 人 4,092 人 4,254 人 4,469 人 4,698 人

就労定着支援 事業所数 16 か所 84 人 117 人 134 人 163 人

事業所数 6 か所

定員 334 人

事業所数 94 か所 4,875 人日分 5,948 人日分 6,219 人日分 6,519 人日分

定員 422 人 738 人 1,028 人 1,078 人 1,134 人

事業所数 8 か所 204 人日分 213 人日分 226 人日分

定員 17 人 40 人 40 人 42 人

自立生活援助 事業所数 2 か所 1 人 22 人 27 人 33 人

事業所数 134 か所

定員 2,000 人

事業所数 38 か所

定員 1,706 人

計画相談支援 事業所数 171 か所 2,941 人 4,278 人 4,497 人 4,727 人

地域移行支援 事業所数 26 か所 6 人 39 人 43 人 48 人

地域定着支援 事業所数 24 か所 10 人 34 人 37 人 41 人

事業所数 139 か所 10,640 人日分 10,906 人日分 11,659 人日分 12,353 人日分

定員 1,716 人 1,642 人 1,874 人 2,000 人 2,132 人

事業所数 237 か所 46,297 人日分 48,971 人日分 54,361 人日分 60,458 人日分

定員 2,605 人 3,658 人 4,167 人 4,595 人 5,069 人

185 人日分 271 人日分 272 人日分 305 人日分

129 人 122 人 140 人 161 人

事業所数 0 か所 0 人日分 29 人日分 59 人日分 107 人日分

定員 0 人 0 人 4 人 7 人 13 人

17 人日分 150 人日分 210 人日分 255 人日分

7 人 12 人 17 人 24 人

福祉型障害児入所施設 事業所数 4 か所 103 人 100 人 100 人 100 人

医療型障害児入所施設 事業所数 4 か所 66 人 70 人 70 人 80 人

障害児相談支援 事業所数 125 か所 1,232 人 1,961 人 2,130 人 2,308 人

県 4 チーム 4 チーム 4 チーム 4 チーム 4 チーム

市町 25 人 29 人 40 人

圏域 12 人 14 人 20 人

か所

日中活動系サービス

生活介護

就労移行支援

医療的ケア児等に対する関連

分野の支援を調整するコー

ディネーターの配置人数

人

自立訓練
（機能訓練）

自立訓練
（生活訓練）

短期入所
（福祉型）

短期入所
（医療型）

1,721 1,837

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

令和５(2023)
年度

訪問系サービス

療養介護

居宅介護、重度訪問介護、同
行援護、行動援護、重度障害
者等包括支援

事業所数 605

事業所の現状
(令和３(2021)年
1月1日現在）

サービス量実績
(令和２(2020)年

10月分）

令和３(2021)
年度

令和４(2022)
年度

居住系サービス

人

就労継続支援
（Ａ型）

就労継続支援
（Ｂ型）

2,080 人

253 人人 244

1,647 人

相談支援

障がい児支援のためのサービス

児童発達支援

施設入所支援 1,689 1,668人 人

か所

医療型児童発達支援

249 人

共同生活援助

1,684

239

人

1,961 人

居宅訪問型児童発達支援

（福祉型に含む）

人

令和３(2021)年２月現在 20人

令和３(2021)年２月現在  8人

事業所数 5 か所

事業所数 19
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 サービス量（活動指標）の見込みを定める単位となる区域の設定 

障害者総合支援法に基づく指定障害福祉サービス、指定地域相談支援および指定計

画相談支援ならびに児童福祉法に基づく指定通所支援および指定障害児相談支援の

種類ごとの量の見込みを定める単位となる区域については、障がい児・者の生活圏、

地理的条件等を勘案し、県内を９つの区域に分けた障害保健福祉圏域と同一の区域と

します。 

 

 

障害保健 

福祉圏域 
市町 

桑名員弁 桑名市、いなべ市、 

木曽岬町、東員町 

四日市 四日市市、菰野町、 

朝日町、川越町 

鈴鹿・ 

 亀山 

鈴鹿市、亀山市 

 

津 津市 

 

松阪多気 松阪市、多気町、明和町、

大台町 

伊勢志摩 伊勢市、志摩市、鳥羽市、

玉城町、度会町、大紀町、

南伊勢町 

伊賀 伊賀市、名張市 

 

紀北 尾鷲市、紀北町 

 

紀南 熊野市、御浜町、紀宝町 
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１ 桑名員弁障害保健福祉圏域プラン 
 

 （１）障害保健福祉圏域の現状 

 構成市町：桑名市、いなべ市、木曽岬町、東員町 

 人口： 215,865人（県全体に占める割合 12.2％） 

 面積： 395㎢（県全体に占める割合 6.8％） 

 

 （２）障害保健福祉圏域における障がい者の状況 
 

項目 人数 

身体障害者手帳所持者（令和 2（2020）年 4月 1日現在） 7,144 人 

療育手帳所持者（令和 2（2020）年 4月 1日現在） 1,668 人 

精神障害者保健福祉手帳所持者（令和 2（2020）年 3月 31 日現在） 1,932 人 

 

 （３）障害保健福祉圏域における令和５（2023）年度の成果目標 

① 福祉施設入所者の地域生活への移行 

項目 目標 

地域生活移行者数 11 人 

施設入所者数減少見込 5 人 

② 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築 

項目 目標 

保健、医療、福祉関係者による協議の場の設置 
各市町または複数 

市町による共同設置 

③ 地域生活支援拠点等の整備及びその有する機能の充実 

項目 目標 

地域生活支援拠点等の整備 
各市町または 

圏域での整備 

地域生活支援拠点等の運用状況の検証及び検討回数 4 回 

④ 福祉施設から一般就労への移行 

項目 目標 

福祉施設から一般就労への移行者数 45 人 

就労移行支援事業を通じて、一般就労に移行する者の数 15 人 

就労継続支援 A型事業を通じて、一般就労に移行する者の数 20 人 

就労継続支援 B型事業を通じて、一般就労に移行する者の数 8 人 

就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者のうち、就労

定着支援事業を利用する者の率 
44.4％ 

就労定着支援事業所のうち、就労定着率が８割以上の事業所の率 80.0％ 
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⑤ 障がい児支援の提供体制の整備等 

項目 目標 

児童発達支援センターの設置 
市または圏域で 

2 か所 

保育所等訪問支援を利用できる体制の構築 
市町または圏域で 

4 か所 

主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所の確保 
市町または圏域で 

6 か所 

主に重症心身障がい児を支援する放課後等デイサービス事業所の

確保 

市町または圏域で 

6 か所 

医療的ケア児等の支援のための関係機関の協議の場 1 か所 

医療的ケア児等の支援のためのコーディネーターの配置 
市または圏域で 

配置 

⑥ 相談支援体制の充実・強化等 

項目 目標 

総合的・専門的な相談支援の実施及び地域の相談支援体制の強化

を実施する体制の整備 

市町または圏域で 

の整備 

⑦ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

項目 目標 

障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構

築 
4 市町 
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 （４）障害保健福祉圏域における指定障害福祉サービス等の活動指

標の見込み（活動指標は、各年度における１か月あたりの総量を見込んだもの） 

【桑名員弁】 

種類

4,680 時間 5,232 時間 5,748 時間 6,407 時間

216 人 230 人 236 人 244 人

事業所数 16 か所 9,138 人日分 8,885 人日分 9,061 人日分 9,240 人日分

定員 339 人 439 人 443 人 448 人 454 人

事業所数 0 か所 68 人日分 60 人日分 60 人日分 70 人日分

定員 0 人 3 人 4 人 4 人 5 人

事業所数 1 か所 318 人日分 337 人日分 356 人日分 396 人日分

定員 10 人 19 人 22 人 23 人 25 人

事業所数 4 か所 936 人日分 785 人日分 854 人日分 923 人日分

定員 52 人 51 人 49 人 55 人 63 人

事業所数 17 か所 5,092 人日分 4,833 人日分 5,279 人日分 5,747 人日分

定員 324 人 259 人 261 人 286 人 313 人

事業所数 25 か所 6,798 人日分 7,075 人日分 7,500 人日分 7,954 人日分

定員 472 人 361 人 391 人 410 人 430 人

就労定着支援 事業所数 2 か所 10 人 15 人 17 人 20 人

事業所数 0 か所

定員 0 人

事業所数 16 か所 442 人日分 681 人日分 743 人日分 808 人日分

定員 69 人 86 人 135 人 147 人 160 人

事業所数 0 か所 10 人日分 10 人日分 10 人日分

定員 0 人 3 人 3 人 3 人

自立生活援助 事業所数 0 か所 0 人 4 人 4 人 5 人

事業所数 17 か所

定員 224 人

事業所数 1 か所

定員 40 人

計画相談支援 事業所数 18 か所 246 人 303 人 328 人 354 人

地域移行支援 事業所数 1 か所 0 人 2 人 2 人 3 人

地域定着支援 事業所数 1 か所 0 人 3 人 3 人 4 人

事業所数 15 か所 700 人日分 953 人日分 993 人日分 1,033 人日分

定員 175 人 98 人 138 人 144 人 151 人

事業所数 29 か所 4,703 人日分 5,462 人日分 6,091 人日分 6,797 人日分

定員 285 人 362 人 484 人 543 人 609 人

0 人日分 8 人日分 14 人日分 20 人日分

0 人 4 人 7 人 10 人

事業所数 0 か所 0 人日分 20 人日分 50 人日分 70 人日分

定員 0 人 0 人 2 人 5 人 7 人

0 人日分 105 人日分 115 人日分 135 人日分

0 人 1 人 2 人 4 人

障害児相談支援 事業所数 16 か所 105 人 160 人 177 人 195 人

県 1 チーム 1 チーム 1 チーム 1 チーム 1 チーム

市町 6 人 7 人 8 人

圏域 8 人 10 人 13 人令和３(2021)年２月現在6人

居宅訪問型児童発達支援 事業所数 1 か所

医療的ケア児等に対する関連

分野の支援を調整するコー

ディネーターの配置人数

保育所等訪問支援 事業所数 1 か所

医療型児童発達支援

令和３(2021)年２月現在5人

172 人

相談支援

障がい児支援のためのサービス

児童発達支援

放課後等デイサービス

人 240 人

施設入所支援 173 人 174 人 174 人

共同生活援助 196 人 210 人 232

人

短期入所
（福祉型）

短期入所
（医療型）

（福祉型に含む）

居住系サービス

療養介護 18 人 19 人 19 人 19

訪問系サービス

か所

自立訓練
（機能訓練）

自立訓練
（生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援
（Ａ型）

就労継続支援
（Ｂ型）

日中活動系サービス

生活介護

居宅介護、重度訪問介護、同

行援護、行動援護、重度障害

者等包括支援

事業所数 46

事業所の現状
(令和３(2021)年

1月1日現在）

サービス量実績
(令和２(2020)年

10月分）

令和３(2021)
年度

令和４(2022)
年度

令和５(2023)
年度
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 （５）障害保健福祉圏域における課題と今後の取組 

①  福祉施設入所者の地域生活への移行 

・ 障がいの重度化、高齢化や保護者等の親亡き後を見据えた、社会資源の整備や確

認を行う必要があります。 

・ 県北中部は新型コロナウイルス感染が特に多くなっていることに鑑み、本人、保

護者、障害者支援施設関係者への意向確認や、感染予防を含めた地域生活の情報

提供等の支援を行う必要があります。 

・ 地域生活支援拠点等の整備とも関連する項目であり、圏域の資源の確認や創設を、

２市２町運営会議と各市町地域自立支援協議会で検討していきます。 

・ 圏域における障害者入所検討会議において、入所希望者の協議と待機者の現状更

新を行います。 

 

② 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」 の構築 

・ 精神障がいがあっても地域で安心して暮らしていくことができる社会資源の整備

や活用方法を検討する必要があります。 

・ 各市町の保健、医療、福祉関係者等による協議の場を継続していく必要がありま

す。 

・ 圏域の地域生活移行促進部会ＮＥＸの定期開催を行い、引き続き社会資源の整備

を図るとともに、その活用方法を検討していきます。 
 

③  地域生活支援拠点等の整備及びその有する機能の充実 

・ 圏域内の市町において地域生活支援拠点等の機能を有するサービスも展開されつ

つありますが、障がい種別毎の対応や、ショートステイ受入れについて、人手不

足や重度障がいへの対応が困難な場合等があります。 

・ 各市町または圏域単位での面的な整備を引き続き検討・協議していく必要があり

ます。 

・ ２市２町運営会議での協議、検討の継続と各市町地域自立支援協議会での協議、

検討を継続していきます。なお、県北中部は新型コロナウイルス感染が特に多く

なっていることに鑑み、会議の開催方法を工夫していきます。 
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④  福祉施設から一般就労への移行 

・ 圏域内の就労移行支援事業所の利用促進を図る必要があります。 

・ 引き続き、就労系障害福祉サービス事業所に対し、一般就労への移行に向けた取

組への理解を図る必要があります。 

・ 一般就労への移行後の定着について、就労先の事業所を支援していく必要があり

ます。 

・ 就労支援部会の「おら・わーく」、「おら・わーくＷＧ」において、各事業所の

情報共有をしながら、就労の継続、移行、定着等の共通課題について話し合い、

利用者一人ひとりに応じた就労系福祉サービスの充実を図ります。 

・ 就労支援部会おら・わーくＷＧにおいて、企業等に向けたシンポジウムを開催し、

就労の移行支援や定着に向けた企業への支援を行います。 

・ シンポジウムや会議については、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、開催

方法を工夫し、関係者間の情報共有、意見交換を進めます。 

 

⑤  障がい児支援の提供体制の整備等 

・ 医療的ケアが必要な障がい児（者）の協議の場であるe-ケアネットそういんにお

いて、保護者の方の参加が増加しており、悩みや困りごとを相談できる体制を構

築する必要があります。医療的ケア児・者の適切な支援の実施に向けて計画相談

の専門性を高めるため、スーパーバイズチームによる支援を進めていく必要があ

ります。 

・ 増加が続いている児童発達支援、放課後等デイサービス事業所へのサポートや情

報共有等の取組を図る必要があります。 

・ e-ケアネットそういんの定期開催とホームページの作成を行い、保護者の集える

場の提供や保護者からの相談を受けられる体制を継続していきます。 

・ 各市町と委託相談支援事業所等により児童発達支援、放課後等デイサービス事業

所への訪問を行うとともに、２市２町運営会議を通じて情報の共有を図ります。 

・ 新型コロナウイルス感染拡大の状況を考慮しながら、圏域内の児童発達支援、放

課後等デイサービス事業所の職員向けのスキルアップのための研修会の定期的な

開催を検討していきます。 

 

⑥ 相談支援の提供体制 

・ 圏域に指定一般相談支援事業所が不足しており、その設置促進を図る必要があり

ます。 

・ 指定特定相談支援事業所および障害児相談支援事業所において、相談件数の増加
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に対して相談支援専門員が不足している状況が続いており、相談支援の提供体制

の確保が必要です。 

・ 圏域の相談支援部会および２市２町運営会議等において、指定一般・指定特定相

談支援事業所および障害児相談支援事業所の新規設置に向けた取組を図ります。 

・ 介護保険分野の介護支援専門員との連携も図り、相談支援体制を検討していきま

す。 
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２ 四日市障害保健福祉圏域プラン 
 

 （１）障害保健福祉圏域の現状 

 構成市町：四日市市、菰野町、朝日町、川越町 

 人口： 376,710人（県全体に占める割合 21.3％） 

 面積： 328㎢（県全体に占める割合 5.7％） 
 

 （２）障害保健福祉圏域における障がい者の状況 
 

項目 人数 

身体障害者手帳所持者（令和 2（2020）年 4月 1日現在） 12,148 人 

療育手帳所持者（令和 2（2020）年 4月 1日現在） 3,191 人 

精神障害者保健福祉手帳所持者（令和 2（2020）年 3月 31 日現在） 3,241 人 

 

 （３）障害保健福祉圏域における令和５（2023）年度の成果目標 

① 福祉施設入所者の地域生活への移行 

項目 目標 

地域生活移行者数 17 人 

施設入所者数減少見込 7 人 

② 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」 の構築 

項目 目標 

保健、医療、福祉関係者による協議の場の設置 
各市町または複数 

市町による共同設置 

③ 地域生活支援拠点等の整備及びその有する機能の充実 

項目 目標 

地域生活支援拠点等の整備 圏域での整備 

地域生活支援拠点等の運用状況の検証及び検討回数 4 回 

④ 福祉施設から一般就労への移行 

項目 目標 

福祉施設から一般就労への移行者数 47 人 

就労移行支援事業を通じて、一般就労に移行する者の数 30 人 

就労継続支援 A型事業を通じて、一般就労に移行する者の数 14 人 

就労継続支援 B型事業を通じて、一般就労に移行する者の数 3 人 

就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者のうち、就労定着

支援事業を利用する者の率 
68.1％ 

就労定着支援事業所のうち、就労定着率が８割以上の事業所の率 75.0％ 
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⑤ 障がい児支援の提供体制の整備等 

項目 目標 

児童発達支援センターの設置 市または圏域で 1か所 

保育所等訪問支援を利用できる体制の構築 市町または圏域で 10 か所 

主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所の

確保 
市町または圏域で 10 か所 

主に重症心身障がい児を支援する放課後等デイサービス

事業所の確保 
市町または圏域で 13 か所 

医療的ケア児等の支援のための関係機関の協議の場 1 か所 

医療的ケア児等の支援のためのコーディネーターの配置 市町または圏域で配置 

⑥ 相談支援体制の充実・強化等 

項目 目標 

総合的・専門的な相談支援の実施及び地域の相談支援体制の強化

を実施する体制の整備 
圏域での整備 

⑦ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

項目 目標 

障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構

築 
4 市町 
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【四日市】 

種類

11,787 時間 12,115 時間 13,190 時間 13,566 時間

436 人 439 人 453 人 467 人

事業所数 36 か所 16,837 人日分 16,854 人日分 17,472 人日分 18,101 人日分
定員 1,160 人 819 人 840 人 864 人 888 人
事業所数 0 か所 133 人日分 133 人日分 148 人日分 163 人日分
定員 0 人 6 人 8 人 9 人 10 人
事業所数 3 か所 716 人日分 526 人日分 576 人日分 626 人日分
定員 22 人 37 人 37 人 42 人 47 人
事業所数 7 か所 1,305 人日分 1,319 人日分 1,369 人日分 1,419 人日分
定員 115 人 70 人 80 人 80 人 85 人
事業所数 10 か所 5,970 人日分 5,891 人日分 6,124 人日分 6,359 人日分
定員 200 人 294 人 300 人 315 人 329 人
事業所数 29 か所 9,931 人日分 9,583 人日分 9,917 人日分 10,251 人日分
定員 592 人 541 人 547 人 569 人 591 人

就労定着支援 事業所数 3 か所 24 人 24 人 28 人 33 人
事業所数 0 か所
定員 0 人
事業所数 14 か所 734 人日分 1,002 人日分 1,043 人日分 1,090 人日分
定員 68 人 136 人 203 人 213 人 224 人
事業所数 2 か所 48 人日分 49 人日分 54 人日分
定員 1 人 8 人 8 人 9 人

自立生活援助 事業所数 0 か所 0 人 5 人 7 人 10 人
事業所数 19 か所
定員 434 人
事業所数 7 か所
定員 396 人

計画相談支援 事業所数 30 か所 407 人 460 人 479 人 508 人
地域移行支援 事業所数 3 か所 0 人 4 人 5 人 6 人
地域定着支援 事業所数 1 か所 4 人 8 人 9 人 10 人

事業所数 27 か所 2,362 人日分 2,893 人日分 3,112 人日分 3,226 人日分
定員 340 人 345 人 433 人 466 人 498 人
事業所数 48 か所 10,237 人日分 11,279 人日分 12,438 人日分 13,588 人日分
定員 505 人 760 人 842 人 925 人 1,008 人

40 人日分 70 人日分 70 人日分 72 人日分
30 人 40 人 40 人 41 人

事業所数 0 か所 0 人日分 5 人日分 5 人日分 9 人日分
定員 0 人 0 人 1 人 1 人 2 人

0 人日分 4 人日分 4 人日分 6 人日分
0 人 2 人 2 人 3 人

障害児相談支援 事業所数 19 か所 285 人 401 人 443 人 485 人

県 1 チーム 1 チーム 1 チーム 1 チーム 1 チーム

市町 9 人 11 人 14 人

圏域 1 人 1 人 1 人

医療的ケア児等に対する関連分
野の支援を調整するコーディ
ネーターの配置人数

保育所等訪問支援 事業所数 3 か所

医療型児童発達支援

居宅訪問型児童発達支援 事業所数 1 か所

271 人

相談支援

障がい児支援のためのサービス

児童発達支援

放課後等デイサービス

人 380 人

施設入所支援 273 人 275 人 273 人

共同生活援助 318 人 344 人 362

32 人

短期入所
（福祉型）
短期入所
（医療型）

（福祉型に含む）

居住系サービス

31 人 31 人

自立訓練
（機能訓練）
自立訓練
（生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援
（Ａ型）
就労継続支援
（Ｂ型）

療養介護

令和５(2023)
年度

訪問系サービス

居宅介護、重度訪問介護、
同行援護、行動援護、重度
障害者等包括支援

事業所数 84 か所

令和３(2021)年２月現在7人

令和３(2021)年２月現在1人

事業所の現状
(令和３(2021)年
1月1日現在）

サービス量実績
(令和２(2020)年

10月分）

令和３(2021)
年度

令和４(2022)
年度

日中活動系サービス

生活介護

32 人

 

 （４）障害保健福祉圏域における指定障害福祉サービス等の活動指

標の見込み（活動指標は、各年度における１か月あたりの総量を見込んだもの） 
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 （５）障害保健福祉圏域における課題と今後の取組 

① 福祉施設入所者の地域生活への移行 

・ 地域生活への移行を推進するためには、地域の障害福祉サービス等の充実が必要

です。特に重度障がい者の受入ができる事業所を増やす必要があります。 

・ 県北中部は新型コロナウイルス感染が特に多くなっていることに鑑み、本人、保

護者、障害者支援施設関係者への意向確認や、感染予防を含めた地域生活の情報

提供等の支援を行う必要があります。 

・ 退所者はいるものの入所待機者がおり、同数程度が入所している状況です。 

・ 地域移行ワーキンググループで入所者の意向や生活実態等を把握し、地域移行の

検討を行います。 

・ 圏域の計画相談支援部会においてサービス等利用計画から集約したニーズを通じ

た課題の検討・抽出を行うとともに、自立支援協議会の専門部会等において、圏

域内に不足する障害福祉サービスや、代替できるサービス等の検討を行います。 

 

② 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」 の構築 

・ 保健、医療、福祉関係者による協議の場を継続して確保する必要があります。 

・ 精神病床における１年以上長期入院患者数について、継続して把握する必要があ

ります。 

・ 保健、医療、福祉関係者による協議の場を今後も継続して確保します。 

・ こころのバリアフリー推進部会において、継続して長期入院患者の退院事例の把

握、課題分析を行い、地域移行に向けた関係機関の意識の醸成とともに、地域啓

発に努めていきます。 

 

③ 地域生活支援拠点等の整備及びその有する機能の充実 

・ 整備済みの地域生活支援拠点等について、有効活用していく必要があります。 

・ 地域生活支援拠点等の運用状況を検証し、活用していきます。 

 

④ 福祉施設から一般就労への移行 

・ 一般就労へ移行する障がい者にとって、就労へ向けた流れが分かりづらくなって

います。 

・ 就労継続支援B型事業所の半数が週３日以上の利用を要件としており、まとまった

日数の通所をすることが難しい精神障がい者が利用しづらくなっています。 
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・ 引き続き、一般就労に向けて、就労継続支援A型事業所や就労移行支援事業所等の

障害福祉サービスの充実を図るとともに、雇用部会において、就労系サービスに

ついての障がい者向け説明フローチャートを作成します。 

・ 精神障がい者が就労系サービスを利用しやすくなる方策について、運営委員会等

において検討していきます。 

 

⑤ 障がい児支援の提供体制の整備等 

・ 児童発達支援センターのサービス量の確保について検討が必要です。また、障害

児通所支援における各種サービスの質の向上に対する取組が必要です。 

・ 増加傾向にある医療的ケア児（者）支援のための受け皿整備を検討するとともに、

関係機関の協議の場を継続していく必要があります。 

・ 圏域内に児童発達支援センターは１か所であるため、児童発達支援事業所の新規

開拓について検討を行います。 

・ 民間組織（ｅ-ケアネットよっかいち）と連携を図り、医療的ケア児（者）支援の

ための協議の場を継続して確保していきます。 

 

⑥ 相談支援の提供体制 

・ サービス等利用計画の質的充実に向けて、委託相談支援事業所、指定特定相談支

援事業所の役割を明確化する必要があります。 

・ 基幹相談支援センターの設置に向けて、圏域の地域分析が必要です。 

・ 委託相談支援事業所から指定特定相談支援事業所への計画相談の移管を行いま

す。 

・ 基幹相談支援センターの設置に向け、委託相談支援事業所等が担っている機能等

を分析し、圏域に必要な役割（相談支援体制の強化に向けた取組、地域移行・地

域定着、困難事例、虐待防止、成年後見制度利用支援等）を検討します。 
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３ 鈴鹿・亀山障害保健福祉圏域プラン 
 

 （１）障害保健福祉圏域の現状 

 構成市町：鈴鹿市、亀山市 

 人口： 245,221人（県全体に占める割合 13.9％） 

 面積： 386㎢（県全体に占める割合 6.7％） 
 

 （２）障害保健福祉圏域における障がい者の状況 
 

項目 人数 

身体障害者手帳所持者（令和 2（2020）年 4月 1日現在） 9,966 人 

療育手帳所持者（令和 2（2020）年 4月 1日現在） 2,116 人 

精神障害者保健福祉手帳所持者（令和 2（2020）年 3月 31 日現在）） 1,833 人 

 

 （３）障害保健福祉圏域における令和５（2023）年度の成果目標 

①  福祉施設入所者の地域生活への移行 

項目 目標 

地域生活移行者数 12 人 

施設入所者数減少見込 4 人 

② 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」 の構築 

項目 目標 

保健、医療、福祉関係者による協議の場の設置 
各市または複数市 

による共同設置 

③  地域生活支援拠点等の整備及びその有する機能の充実 

項目 目標 

地域生活支援拠点等の整備 各市での整備 

地域生活支援拠点等の運用状況の検証及び検討回数 2 回 

④ 福祉施設から一般就労への移行 

項目 目標 

福祉施設から一般就労への移行者数 45 人 

就労移行支援事業を通じて、一般就労に移行する者の数 19 人 

就労継続支援 A型事業を通じて、一般就労に移行する者の数 15 人 

就労継続支援 B型事業を通じて、一般就労に移行する者の数 11 人 

就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者のうち、就労

定着支援事業を利用する者の率 
46.7％ 

就労定着支援事業所のうち、就労定着率が８割以上の事業所の率 100％ 
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⑤ 障がい児支援の提供体制の整備等 

項目 目標 

児童発達支援センターの設置 市で 3か所 

保育所等訪問支援を利用できる体制の構築 市で 2か所 

主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所の確保 市で 2か所 

主に重症心身障がい児を支援する放課後等デイサービス事業所の

確保 
市で 2か所 

医療的ケア児等の支援のための関係機関の協議の場 1 か所 

医療的ケア児等の支援のためのコーディネーターの配置 市で配置 

 

⑥ 相談支援体制の充実・強化等 

項目 目標 

総合的・専門的な相談支援の実施及び地域の相談支援体制の強化

を実施する体制の整備 
市での整備 

⑦ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

項目 目標 

障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構

築 
2 市 
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【鈴鹿・亀山】 

種類

4,689 時間 4,941 時間 4,944 時間 5,210 時間

264 人 284 人 292 人 303 人

事業所数 21 か所 10,880 人日分 10,268 人日分 10,372 人日分 10,476 人日分

定員 544 人 538 人 535 人 540 人 546 人

事業所数 0 か所 161 人日分 42 人日分 42 人日分 42 人日分

定員 0 人 8 人 4 人 4 人 4 人

事業所数 3 か所 444 人日分 229 人日分 220 人日分 211 人日分

定員 64 人 19 人 17 人 18 人 18 人

事業所数 7 か所 1,115 人日分 1,117 人日分 1,175 人日分 1,234 人日分

定員 65 人 54 人 69 人 75 人 81 人

事業所数 11 か所 5,583 人日分 5,415 人日分 5,478 人日分 5,542 人日分

定員 220 人 267 人 275 人 277 人 279 人

事業所数 36 か所 10,187 人日分 10,926 人日分 12,140 人日分 13,493 人日分

定員 734 人 583 人 665 人 750 人 845 人

就労定着支援 事業所数 1 か所 11 人 16 人 17 人 21 人

事業所数 2 か所

定員 220 人

事業所数 10 か所 827 人日分 862 人日分 909 人日分 958 人日分

定員 47 人 106 人 141 人 150 人 159 人

事業所数 1 か所 61 人日分 69 人日分 77 人日分

定員 人 9 人 9 人 10 人

自立生活援助 事業所数 1 か所 0 人 1 人 1 人 1 人

事業所数 16 か所

定員 168 人

事業所数 4 か所

定員 150 人

計画相談支援 事業所数 15 か所 370 人 475 人 550 人 635 人

地域移行支援 事業所数 2 か所 0 人 2 人 2 人 2 人

地域定着支援 事業所数 2 か所 0 人 2 人 2 人 2 人

事業所数 18 か所 2,020 人日分 2,021 人日分 2,235 人日分 2,460 人日分

定員 270 人 302 人 346 人 379 人 414 人

事業所数 35 か所 8,054 人日分 9,821 人日分 12,288 人日分 15,427 人日分

定員 455 人 582 人 724 人 896 人 1,112 人

3 人日分 5 人日分 5 人日分 10 人日分

3 人 5 人 5 人 6 人

事業所数 0 か所 0 人日分 0 人日分 0 人日分 10 人日分

定員 0 人 0 人 0 人 0 人 1 人

11 人日分 5 人日分 5 人日分 5 人日分

5 人 4 人 4 人 4 人

障害児相談支援 事業所数 11 か所 171 人 261 人 311 人 367 人

県 1 チーム 1 チーム 1 チーム 1 チーム 1 チーム

市町 3 人 3 人 3 人

圏域 0 人 0 人 0 人

医療的ケア児等に対する関連

分野の支援を調整するコー

ディネーターの配置人数

保育所等訪問支援 事業所数 6 か所

医療型児童発達支援

居宅訪問型児童発達支援 事業所数 1 か所

171 人

相談支援

障がい児支援のためのサービス

児童発達支援

放課後等デイサービス

人 217 人

施設入所支援 190 人 178 人 174 人

共同生活援助 186 人 182 人 197

40 人

短期入所
（福祉型）

短期入所
（医療型）

（福祉型に含む）

居住系サービス

38 人 37 人

自立訓練
（機能訓練）

自立訓練
（生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援
（Ａ型）

就労継続支援
（Ｂ型）

療養介護

令和５(2023)
年度

訪問系サービス

居宅介護、重度訪問介護、同
行援護、行動援護、重度障害
者等包括支援

事業所数 75 か所

令和３(2021)年２月現在3人

令和３(2021)年２月現在0人

事業所の現状
(令和３(2021)年
1月1日現在）

サービス量実績
(令和２(2020)年

10月分）

令和３(2021)
年度

令和４(2022)
年度

日中活動系サービス

生活介護

38 人

 

 （４）障害保健福祉圏域における指定障害福祉サービス等の活動指

標の見込み（活動指標は、各年度における１か月あたりの総量を見込んだもの） 
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 （５）障害保健福祉圏域における課題と今後の取組 

① 福祉施設入所者の地域生活への移行 

・ 地域生活への移行を推進するためには、地域の障害福祉サービス等の充実が必要

です。特に重度障がい者（重度肢体不自由児・者、強度行動障がいをもつ人等）

の受け入れができる事業所（生活介護、短期入所）が不足しています。 

・ 圏域で開催する相談支援事業所担当者連絡会議で、事業所の空き情報を共有し、

効率的な利用を促進します。 

・ 不足する障害福祉サービスを補完するため、共生型サービスの活用を促進します。 

・ 圏域外の事業所の情報を収集し、広域的に必要なサービスの確保に努めます。 

・ 県北中部は新型コロナウイルス感染が特に多くなっていることに鑑み、本人、保

護者、障害者支援施設関係者への意向確認や、感染予防を含めた地域生活の情報

提供等の支援を行うとともに、会議の開催方法を工夫していきます。 

 

② 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」 の構築 

・ 精神障がい者の地域における生活を支援するため、社会資源を確保するとともに、

地域の理解を深めるための取組が必要です。 

・ 障害福祉サービス事業所や医療関係者が、精神障がい者の地域生活を支援するた

めに必要なスキルの向上を図る必要があります。 

・ 精神障がいの有無や程度にかかわらず、安心して暮らすことができるよう、保健、

医療、福祉関係者や関係機関が連携し、支援するための情報共有・協議の場を継

続して確保していきます。 

・ 圏域の精神保健福祉ワーキングにおいて、支援のスキルアップを図る研修等に取

り組みます。 

 

③ 地域生活支援拠点等の整備及びその有する機能の充実 

・ 地域における社会資源や障害福祉サービス等をつなぐ支援機能を充実させる必要

があります。 

・ 地域生活支援拠点の居住支援機能を確保するため、グループホームの空き状況が

把握できる仕組みを検討し、体験の場の確保を図ります。 

 

④ 福祉施設から一般就労への移行 

・ 就労移行支援サービスや就労継続支援サービスから就労につなげるための計画的
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支援や就労定着支援サービスを充実していくことが必要です。 

・ 難病、内部障がい、ひきこもりの障がい者等、離職した人の再就職に向けたサー

ビス利用・就職支援へと対象者を拡大する必要があります。 

・ 就労移行支援サービスや就労継続支援サービスから就労につなげるため、計画相

談等において本人の意思確認を行い、就労・生活支援事業やハローワークと連携

して支援します。 

・ 就労系サービス事業所や企業等、関係者と連携し、就労定着支援を進めます。 

・ 圏域で開催する就労支援事業所担当者連絡会議において、障害者就業・生活支援

センターやハローワーク等の関連機関との連携を図り、一般就労を支援します。 

 

⑤ 障がい児支援の提供体制の整備等 

・ 障がい児支援のためのサービスを提供する一般的な事業所は一定数確保できてい

る一方で、高度な支援、対応が必要な重症心身障がい児対応の放課後等デイサー

ビスについては不足しています。 

・ 障がいのある児童への支援に当たっては、障害児通所支援事業所や福祉部局、学

校や教育委員会の関係機関が相互理解の促進や連携を図るとともに、家庭との情

報共有を推進します。 

・ 関係者を対象に、支援の質を高めるため、児童発達支援センターを中心に研修等

を実施します。 

 

⑥ 相談支援の提供体制 

・ 相談者数が増加するとともに、相談内容が複雑化し困難なケースが増加しており、

基幹相談支援センターを中心とし各関係機関が連携して対応できる体制づくりを

進める必要があります。 

・ 計画相談支援事業所、総合相談支援センターおよび基幹相談支援センターの役割

等を明確にし、総合的、専門的視点から社会資源やサービス等をつなぐ基幹相談

支援センターの相談機能の充実を図り、相談支援の提供体制の充実・強化に取り

組みます。 

・ 相談支援体制の充実・強化に当たっては、社会福祉法、介護保険法、子ども・子

育て支援法及び生活困窮者自立支援法に基づく支援事業と連携を図ります。 
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４ 津障害保健福祉圏域プラン 
 

 （１）障害保健福祉圏域の現状 

 構成市町：津市 

 人口： 273,267人（県全体に占める割合 15.5％） 

 面積： 711㎢（県全体に占める割合 12.3％） 
 

 （２）障害保健福祉圏域における障がい者の状況 
 

項目 人数 

身体障害者手帳所持者（令和 2（2020）年 4月 1日現在） 10,906 人 

療育手帳所持者（令和 2（2020）年 4月 1日現在） 2,425 人 

精神障害者保健福祉手帳所持者（令和 2（2020）年 3月 31 日現在） 2,762 人 

 

 （３）障害保健福祉圏域における令和５（2023）年度の成果目標 

① 福祉施設入所者の地域生活への移行 

項目 目標 

地域生活移行者数 17 人 

施設入所者数減少見込 5 人 

② 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築 

項目 目標 

保健、医療、福祉関係者による協議の場の設置 市単位の設置 

③  地域生活支援拠点等の整備及びその有する機能の充実 

項目 目標 

地域生活支援拠点等の整備 市単位の整備 

地域生活支援拠点等の運用状況の検証及び検討回数 1 回以上 

④ 福祉施設から一般就労への移行 

項目 目標 

福祉施設から一般就労への移行者数 23 人 

就労移行支援事業を通じて、一般就労に移行する者の数 11 人 

就労継続支援 A型事業を通じて、一般就労に移行する者の数 8 人 

就労継続支援 B型事業を通じて、一般就労に移行する者の数 4 人 

就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者のうち、就労

定着支援事業を利用する者の率 
69.6％ 

就労定着支援事業所のうち、就労定着率が８割以上の事業所の率 80.0％ 
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⑤ 障がい児支援の提供体制の整備等 

項目 目標 

児童発達支援センターの設置 市で 1か所 

保育所等訪問支援を利用できる体制の構築 市で 3か所 

主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所の確保 市で 3か所 

主に重症心身障がい児を支援する放課後等デイサービス事業所の

確保 
市で 1か所 

医療的ケア児等の支援のための関係機関の協議の場 1 か所 

医療的ケア児等の支援のためのコーディネーターの配置 市で配置 

⑥ 相談支援体制の充実・強化等 

項目 目標 

総合的・専門的な相談支援の実施及び地域の相談支援体制の強化

を実施する体制の整備 
市での整備 

⑦ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

項目 目標 

障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構

築 
1 市 
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 （４）障害保健福祉圏域における指定障害福祉サービス等の活動指

標の見込み（活動指標は、各年度における１か月あたりの総量を見込んだもの） 

 

【津】 

種類

14,757 時間 14,507 時間 15,313 時間 16,119 時間

463 人 488 人 510 人 532 人

事業所数 38 か所 13,980 人日分 13,243 人日分 13,433 人日分 13,623 人日分

定員 937 人 678 人 697 人 707 人 717 人

事業所数 1 か所 177 人日分 240 人日分 240 人日分 240 人日分

定員 32 人 12 人 15 人 15 人 15 人

事業所数 6 か所 457 人日分 620 人日分 660 人日分 700 人日分

定員 53 人 25 人 31 人 33 人 35 人

事業所数 5 か所 546 人日分 560 人日分 640 人日分 720 人日分

定員 43 人 32 人 35 人 40 人 45 人

事業所数 9 か所 4,800 人日分 4,080 人日分 4,140 人日分 4,200 人日分

定員 170 人 232 人 204 人 207 人 210 人

事業所数 44 か所 11,851 人日分 11,186 人日分 11,679 人日分 12,155 人日分

定員 824 人 648 人 658 人 687 人 715 人

就労定着支援 事業所数 4 か所 15 人 27 人 29 人 33 人

事業所数 2 か所

定員 70 人

事業所数 16 か所 658 人日分 585 人日分 585 人日分 585 人日分

定員 56 人 91 人 87 人 87 人 87 人

事業所数 3 か所 42 人日分 42 人日分 42 人日分

定員 10 人 9 人 9 人 9 人

自立生活援助 事業所数 1 か所 1 人 4 人 4 人 4 人

事業所数 33 か所

定員 385 人

事業所数 9 か所

定員 420 人

計画相談支援 事業所数 31 か所 323 人 338 人 348 人 358 人

地域移行支援 事業所数 5 か所 4 人 5 人 6 人 6 人

地域定着支援 事業所数 5 か所 0 人 2 人 3 人 3 人

事業所数 30 か所 2,106 人日分 2,004 人日分 2,154 人日分 2,304 人日分

定員 315 人 306 人 334 人 359 人 384 人

事業所数 46 か所 8,578 人日分 7,909 人日分 8,459 人日分 9,009 人日分

定員 495 人 694 人 719 人 769 人 819 人

40 人日分 36 人日分 52 人日分 68 人日分

27 人 18 人 26 人 34 人

事業所数 0 か所 0 人日分 0 人日分 0 人日分 0 人日分

定員 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

0 人日分 0 人日分 0 人日分 0 人日分

0 人 0 人 0 人 0 人

障害児相談支援 事業所数 18 か所 193 人 175 人 187 人 199 人

県 1 チーム 1 チーム 1 チーム 1 チーム 1 チーム

市町 0 人 0 人 1 人

圏域 0 人 0 人 0 人令和３(2021)年２月現在0人

居宅訪問型児童発達支援 事業所数 0 か所

医療的ケア児等に対する関連

分野の支援を調整するコー

ディネーターの配置人数

保育所等訪問支援 事業所数 3 か所

医療型児童発達支援

令和３(2021)年２月現在0人

273 人

相談支援

障がい児支援のためのサービス

児童発達支援

放課後等デイサービス

人 289 人

施設入所支援 282 人 277 人 275 人

共同生活援助 248 人 269 人 279

短期入所
（福祉型）

短期入所
（医療型）

（福祉型に含む）

居住系サービス

62 人 62 人

自立訓練
（機能訓練）

自立訓練
（生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援
（Ａ型）

就労継続支援
（Ｂ型）

療養介護

事業所の現状
(令和３(2021)年

1月1日現在）

サービス量実績
(令和２(2020)年

10月分）

令和３(2021)
年度

令和４(2022)
年度

令和５(2023)
年度

62 人 62 人

訪問系サービス

か所

日中活動系サービス

生活介護

居宅介護、重度訪問介護、同

行援護、行動援護、重度障害

者等包括支援

事業所数 92
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 （５）障害保健福祉圏域における課題と今後の取組 

① 福祉施設入所者の地域生活への移行 

・ 福祉施設への入所が長期になると地域生活のイメージを持ちにくく、その家族も

退所することが不安になることから、退所後の生活を想定した障害福祉サービス

等を体験利用したり、地域生活を支える社会資源の整備と有効利用に向けた取組

が必要となっています。 

・ 県北中部は新型コロナウイルス感染が特に多くなっていることに鑑み、本人、保

護者、障害者支援施設関係者への意向確認や、感染予防を含めた地域生活の情報

提供等の支援を行う必要があります。 

・ 支援者で地域移行の視点を共有し、計画相談支援等の機会を通じ、施設入所者お

よびその家族の地域生活への意向を確認します。 

・ モデルケースを通じた取組により、地域移行に係る課題の抽出を進めます。 

・ 積極的な地域移行の取組が進むよう、マニュアル、ガイドラインの作成を促進し

ます。 

・ 地域生活に必要な訪問系サービスや生活介護等、日中活動系サービスを扱う事業

所や、グループホームなどの、社会資源を増やす取組を推進します。 

・ 地域移行支援および地域定着支援の拡充を促進します。 

・ 退所後の生活をイメージできるよう、体験利用できる社会資源の拡充を推進しま

す。 

 

② 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

・ 保健、医療、福祉関係者による協議の場を継続して確保する必要があります。 

・ 精神障がい者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしができるよう、精

神障がい（発達障がいおよび高次脳機能障がいを含む）にも対応した地域包括ケ

アシステムの構築に努めます。 

 

③ 地域生活支援拠点等の整備及びその有する機能の充実 

・ 地域生活支援拠点等の整備に当たっては、地域での暮らしの安心感を担保し、求

められる機能（地域生活への移行、親元からの自立に係る相談、一人暮らし、グ

ループホームへの入居等の体験の機会および場の提供、ショートステイ等による

緊急時の受入対応体制の確保、人材の確保・養成・連携等による専門性の確保な

らびにコーディネーターの配置等による地域の体制づくり）を更に強化する必要

があります。また、相談支援を中心とした継続した支援を行う必要があります。 

 



 

 
 150 

・ 地域生活支援の機能を更に強化するため、指定相談支援事業所と連携し、地域に

おける訪問系サービスや日中活動系サービスの機能を集約し、居住系サービスお

よび基幹相談支援センターを加えた拠点づくりを促進します。 

 

④ 福祉施設から一般就労への移行 

・ 障がい者の一般就労について、就労移行支援の取組を進めるとともに、継続して

働くことができるよう職場定着支援が重要となります。 

・ 就労移行支援事業所、就労継続支援事業所の利用者と企業とのマッチングの機会

の創出を促進します。 

・ 就労をめざす障がい者と企業がお互いを知る機会として、職場体験の実習先の開

拓を促進します。 

・ 新型コロナウイルス感染防止等も考慮し、企業見学会や就労準備支援など、障が

い者に具体的に就労をイメージできる機会の創出を促進します。 

・ 障害福祉サービス事業所単位の支援に終わらないよう、関係機関の役割を明確化

し、強みを生かした連携体制を構築します。 

・ 就労移行支援事業所の役割の明確化や、目標に対する達成度の検証をふまえ、引

き続き、一般就労に向けた支援に取り組みます。 

 

⑤ 障がい児支援の提供体制の整備等 

・ 児童発達支援および放課後等デイサービスは、事業所数は増加していますが、利

用者が増加していることから、受入できる事業所が不足しています。 

・ 少子化や核家族化など家族形態の変化および共働き家庭の増加や就労形態の多様

化に加え、コロナ禍による生活環境や経済状況の影響など、保護者を取り巻く環

境は大きく変化しており、送迎や預かり時間の延長等、障がいのある子ども一人

ひとりのニーズに対応していくことが必要です。 

・ 重症心身障がい児が身近な地域で支援を受けることができるよう、専門的な知識

やスキルを有する児童発達支援事業所および放課後等デイサービス事業所の確保

に努めます。 

・ 児童発達支援センターを中核とした地域支援体制の構築をめざします。 

・ 児童発達支援や放課後等デイサービスを担う障害児通所支援事業所は、障がい児

に対し、質の高い専門的な発達支援を行う機関であることから、支援の質の向上

と支援内容の適正化が図られるよう取り組みます。 

 

 

 



第３章 障害福祉計画・障害児福祉計画 

  
第３節 障害保健福祉圏域別計画 151 

⑥ 相談支援の提供体制 

・ 相談内容が多様化・高度化しているため、基幹相談支援センターの設置や計画相

談支援事業所との連携による継続した相談支援づくりが必要です。 

 多様化・高度化する相談に対応するため、基幹相談支援センターの設置に努める

とともに、指定特定相談支援事業所との役割を整理し、相談支援体制の再構築を

図ります。
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５ 松阪多気障害保健福祉圏域プラン 
 

 （１）障害保健福祉圏域の現状 

 構成市町：松阪市、多気町、明和町、大台町 

 人口： 203,854人（県全体に占める割合 11.5％） 

 面積： 1,131㎢（県全体に占める割合 19.6％） 
 

 （２）障害保健福祉圏域における障がい者の状況 
 

項目 人数 

身体障害者手帳所持者（令和 2（2020）年 4月 1日現在） 8,492 人 

療育手帳所持者（令和 2（2020）年 4月 1日現在） 1,840 人 

精神障害者保健福祉手帳所持者（令和 2（2020）年 3月 31 日現在） 1,623 人 

 

 （３）障害保健福祉圏域における令和５（2023）年度の成果目標 

① 福祉施設入所者の地域生活への移行 

項目 目標 

地域生活移行者数 15 人 

施設入所者数減少見込 6 人 

② 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築 

項目 目標 

保健、医療、福祉関係者による協議の場の設置 
各市町または複数 

市町による共同設置 

③  地域生活支援拠点等の整備及びその有する機能の充実 

④ 項目 目標 

地域生活支援拠点等の整備 
町または 

圏域での整備 

地域生活支援拠点等の運用状況の検証及び検討回数 6 回 

④ 福祉施設から一般就労への移行 

項目 目標 

福祉施設から一般就労への移行者数 15 人 

就労移行支援事業を通じて、一般就労に移行する者の数 7 人 

就労継続支援 A型事業を通じて、一般就労に移行する者の数 5 人 

就労継続支援 B型事業を通じて、一般就労に移行する者の数 8 人 

就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者のうち、就労

定着支援事業を利用する者の率 
73.3％ 

就労定着支援事業所のうち、就労定着率が８割以上の事業所の率 100％ 
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⑤ 障がい児支援の提供体制の整備等 

項目 目標 

児童発達支援センターの設置 市または圏域で 2か所 

保育所等訪問支援を利用できる体制の構築 市または圏域で 5か所 

主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所の確

保 
市または圏域で 6か所 

主に重症心身障がい児を支援する放課後等デイサービス事

業所の確保 
市町または圏域で 8か所 

医療的ケア児等の支援のための関係機関の協議の場 1 か所 

医療的ケア児等の支援のためのコーディネーターの配置 町または圏域で配置 

⑥ 相談支援体制の充実・強化等 

項目 目標 

総合的・専門的な相談支援の実施及び地域の相談支援体制の

強化を実施する体制の整備 
市町または圏域での整備 

⑦ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

項目 目標 

障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構

築 
4 市町 
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【松阪多気】 

種類

13,048 時間 15,470 時間 16,130 時間 16,760 時間

487 人 493 人 509 人 525 人

事業所数 29 か所 11,593 人日分 11,711 人日分 12,117 人日分 12,533 人日分

定員 687 人 558 人 556 人 568 人 580 人

事業所数 0 か所 0 人日分 116 人日分 116 人日分 116 人日分

定員 0 人 0 人 6 人 6 人 6 人

事業所数 3 か所 447 人日分 202 人日分 202 人日分 202 人日分

定員 52 人 23 人 25 人 25 人 25 人

事業所数 4 か所 245 人日分 520 人日分 576 人日分 652 人日分

定員 66 人 17 人 29 人 32 人 36 人

事業所数 10 か所 3,632 人日分 3,551 人日分 3,759 人日分 3,995 人日分

定員 165 人 172 人 175 人 187 人 201 人

事業所数 34 か所 9,662 人日分 9,457 人日分 9,931 人日分 10,657 人日分

定員 647 人 532 人 529 人 546 人 563 人

就労定着支援 事業所数 0 か所 3 人 3 人 4 人 9 人

事業所数 2 か所

定員 44 人

事業所数 13 か所 600 人日分 740 人日分 764 人日分 806 人日分

定員 42 人 88 人 123 人 127 人 133 人

事業所数 1 か所 13 人日分 13 人日分 13 人日分

定員 6 人 3 人 3 人 3 人

自立生活援助 事業所数 0 か所 0 人 1 人 1 人 2 人

事業所数 18 か所

定員 237 人

事業所数 5 か所

定員 205 人

計画相談支援 事業所数 28 か所 444 人 583 人 611 人 633 人

地域移行支援 事業所数 2 か所 0 人 6 人 6 人 6 人

地域定着支援 事業所数 2 か所 5 人 7 人 7 人 7 人

事業所数 19 か所 1,315 人日分 1,138 人日分 1,186 人日分 1,236 人日分

定員 235 人 262 人 258 人 268 人 278 人

事業所数 35 か所 5,684 人日分 5,867 人日分 6,063 人日分 6,214 人日分

定員 360 人 486 人 547 人 568 人 585 人

12 人日分 37 人日分 46 人日分 56 人日分

12 人 16 人 21 人 25 人

事業所数 0 か所 0 人日分 0 人日分 0 人日分 0 人日分

定員 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

2 人日分 3 人日分 3 人日分 3 人日分

1 人 1 人 1 人 1 人

障害児相談支援 事業所数 25 か所 196 人 336 人 354 人 373 人

県 1 チーム 1 チーム 1 チーム 1 チーム 1 チーム

市町 1 人 2 人 2 人

圏域 1 人 1 人 2 人令和３(2021)年２月現在0人

居宅訪問型児童発達支援 事業所数 1 か所

医療的ケア児等に対する関連

分野の支援を調整するコー

ディネーターの配置人数

保育所等訪問支援 事業所数 1 か所

医療型児童発達支援

令和３(2021)年２月現在0人

213 人

相談支援

障がい児支援のためのサービス

児童発達支援

放課後等デイサービス

人 253 人

施設入所支援 216 人 220 人 217 人

共同生活援助 190 人 210 人 232

短期入所
（福祉型）

短期入所
（医療型）

（福祉型に含む）

居住系サービス

32 人 33 人

自立訓練
（機能訓練）

自立訓練
（生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援
（Ａ型）

就労継続支援
（Ｂ型）

療養介護

事業所の現状
(令和３(2021)年

1月1日現在）

サービス量実績
(令和２(2020)年

10月分）

令和３(2021)
年度

令和４(2022)
年度

令和５(2023)
年度

33 人 33 人

訪問系サービス

か所

日中活動系サービス

生活介護

居宅介護、重度訪問介護、同

行援護、行動援護、重度障害

者等包括支援

事業所数 122

 

 （４）障害保健福祉圏域における指定障害福祉サービス等の活動指

標の見込み（活動指標は、各年度における１か月あたりの総量を見込んだもの） 
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 （５）障害保健福祉圏域における課題と今後の取組 

① 福祉施設入所者の地域生活への移行 

・ 緊急対応のための仕組みづくりや、関係機関の連携を図る必要があります。 

・ 地域生活を支える支援の確保に加え、圏域内に日中サービス支援型共同生活援助

事業所が１か所あるものの、グループホームが不足しているため、その確保を図

る必要があります。 

・ 緊急時にショートステイが円滑に利用することができるよう、受入先の事業所が

必要とする情報の整理やフェースシートの作成など、障がい者が地域で生活する

ために必要な支援方法について、関係者による検討を行います。 

・ 地域で暮らし続けることができるよう、訪問系サービスの充実や生活の場の確保

（グループホームの整備）、支援体制の仕組みづくりを進めます。 

 

② 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」 の構築 

・ 新たに長期入院に至らない仕組みを整備していく必要があります。 

・ 地域の医療と福祉の連携を継続的に取り組む必要があります。 

・ 精神障がいの特徴や生活のしづらさなど、現状を踏まえた社会資源の利用や障害

福祉サービスを適切に受けることができるよう、新たな社会資源を開発していく

取組が必要です。 

・ 圏域の精神障がい者地域移行支援部会の取組方針である、「ニューロングステイ

を生まない新たな仕組みづくり」に引き続き取り組み、今後の国の動きにも対応

した連携方法の検討を行います。 

・ 入院患者の退院動向を把握し、新たに長期入院に至った原因や課題の検討を行い

ます。 

・ 病院職員と地域支援者との交流・意見交換会を継続して開催し、関係機関の連携

に努めます。 

・ 入院時から支援者が医療機関との連携を密にし、退院後の生活について共に支援

します。 

 

③ 地域生活支援拠点等の整備及びその有する機能の充実 

・ 地域生活支援拠点に求められる機能について既存の体制でできていることを拠点

機能として整理するとともに、不足している資源をどのように充足していくか検

討していく必要があります。 

・ グループホームの体験の場など、地域生活を体験できる場の確保が必要です。 

・ 緊急時の受入体制の検討が必要です。 
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・ 地域生活支援拠点等の整備に必要な機能の確保に向けて、引き続き、圏域におけ

る現状の分析と機能の整理を進め、圏域での面的整備を進めます。 

・ 緊急時の対応・体験の場について、必要な情報の収集や地域生活支援拠点の機能

を担う事業者との情報の共有を進めます。 

 

④ 福祉施設から一般就労への移行 

・ 圏域内において就労移行支援事業所が不足しており、事業所の確保を図り、利用

の機運を高める必要があります。 

・ 就労意欲と働くための準備性を高めていくことや、適切なアセスメントが求めら

れています。また、一般就労移行後の職場への定着について支援を進める必要が

あります。 

・ 引き続き、就労移行支援事業所を活性化していくための検討を行うとともに、指

定特定相談支援事業所と連携した取組を行います。 

・ 企業へのアプローチの進め方の検討や、就労アセスメントの統一化に係る取組に

ついて就労部会等において検討していきます。また、就労系サービス事業所や企

業等関係者と連携し、就労定着を促進します。 

 

⑤ 障がい児支援の提供体制の整備等 

・ 障がい児支援に対するニーズの高まりを踏まえ、児童発達支援センターに求めら

れる機能と役割について、共有する必要があります。 

・ 医療、福祉、行政関係者の会議で事例の検討等を行うとともに、障がい児支援の

ためのサービスの質・量の確保など、障がい児支援の提供体制の整備に向けて、

圏域内の市町で定期的に協議していきます。 

 

⑥ 相談支援の提供体制 

・ 松阪市単独で１か所、明和町・多気町・大台町の３町で基幹相談支援センターを

1か所整備するにあたり、センター機能の明確化と地域の通所作業所の強化の取組

ができるよう、現状把握と検討等を行います。 

・ 指定一般相談支援事業所の数が十分ではないため、その確保を図る必要がありま

す。 

・ 相談支援の充実を図るため、相談支援に係る研修会等の取組を進めます。 

・ 緊急時の対応について、アセスメントシートの統一に関する検討を行います。  
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６ 伊勢志摩障害保健福祉圏域プラン 
 

 （１）障害保健福祉圏域の現状 

 構成市町：伊勢市、志摩市、鳥羽市、玉城町、度会町、大紀町、南伊勢町 

 人口： 227,223人（県全体に占める割合 12.8％） 

 面積： 1,146㎢（県全体に占める割合 19.8％） 
 

 （２）障害保健福祉圏域における障がい者の状況 
 

項目 人数 

身体障害者手帳所持者（令和 2（2020）年 4月 1日現在） 11,168 人 

療育手帳所持者（令和 2（2020）年 4月 1日現在） 1,927 人 

精神障害者保健福祉手帳所持者（令和 2（2020）年 3月 31 日現在） 1,758 人 

 

 （３）障害保健福祉圏域における令和５（2023）年度の成果目標 

① 福祉施設入所者の地域生活への移行 

項目 目標 

地域生活移行者数 21 人 

施設入所者数減少見込 11 人 

② 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築 

項目 目標 

保健、医療、福祉関係者による協議の場の設置 
各市町または複数 

市町による共同設置 

③ 地域生活支援拠点等の整備及びその有する機能の充実 

項目 目標 

地域生活支援拠点等の整備 各市町での整備 

地域生活支援拠点等の運用状況の検証及び検討回数 7 回 

④ 福祉施設から一般就労への移行 

項目 目標 

福祉施設から一般就労への移行者数 39 人 

就労移行支援事業を通じて、一般就労に移行する者の数 17 人 

就労継続支援 A型事業を通じて、一般就労に移行する者の数 16 人 

就労継続支援 B型事業を通じて、一般就労に移行する者の数 12 人 

就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者のうち、就労

定着支援事業を利用する者の率 
51.3％ 

就労定着支援事業所のうち、就労定着率が８割以上の事業所の率 57.1％ 
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⑤ 障がい児支援の提供体制の整備等 

項目 目標 

児童発達支援センターの設置 圏域で 1か所 

保育所等訪問支援を利用できる体制の構築 圏域で 7か所 

主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所の確

保 
市町または圏域で 7か所 

主に重症心身障がい児を支援する放課後等デイサービス事

業所の確保 
市町または圏域で 7か所 

医療的ケア児等の支援のための関係機関の協議の場 1 か所 

医療的ケア児等の支援のためのコーディネーターの配置 市町または圏域で配置 

⑥ 相談支援体制の充実・強化等 

項目 目標 

総合的・専門的な相談支援の実施及び地域の相談支援体制の強化

を実施する体制の整備 

市町または 

圏域での整備 

⑦ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

項目 目標 

障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構

築 
7 市町 
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【伊勢志摩】 

種類

5,031 時間 5,807 時間 5,966 時間 6,248 時間

321 人 346 人 356 人 371 人

事業所数 26 か所 12,848 人日分 12,689 人日分 13,009 人日分 13,326 人日分

定員 609 人 635 人 668 人 688 人 706 人

事業所数 0 か所 102 人日分 183 人日分 190 人日分 199 人日分

定員 0 人 6 人 9 人 10 人 10 人

事業所数 1 か所 610 人日分 342 人日分 364 人日分 386 人日分

定員 10 人 31 人 26 人 28 人 30 人

事業所数 8 か所 420 人日分 700 人日分 792 人日分 885 人日分

定員 75 人 23 人 41 人 47 人 53 人

事業所数 12 か所 4,487 人日分 4,414 人日分 4,532 人日分 4,651 人日分

定員 191 人 208 人 224 人 230 人 237 人

事業所数 42 か所 14,503 人日分 14,409 人日分 15,015 人日分 15,607 人日分

定員 839 人 774 人 798 人 824 人 854 人

就労定着支援 事業所数 2 か所 10 人 14 人 16 人 19 人

事業所数 0 か所

定員 0 人

事業所数 12 か所 961 人日分 947 人日分 994 人日分 1,041 人日分

定員 41 人 159 人 158 人 166 人 175 人

事業所数 0 か所 20 人日分 20 人日分 20 人日分

定員 0 人 4 人 4 人 4 人

自立生活援助 事業所数 0 か所 0 人 2 人 4 人 5 人

事業所数 13 か所

定員 219 人

事業所数 4 か所

定員 240 人

計画相談支援 事業所数 24 か所 529 人 986 人 1,030 人 1,070 人

地域移行支援 事業所数 7 か所 0 8 人 9 人 12 人

地域定着支援 事業所数 7 か所 1 人 6 人 6 人 8 人

事業所数 16 か所 1,136 人日分 996 人日分 1,033 人日分 1,101 人日分

定員 220 人 217 人 217 人 226 人 238 人

事業所数 22 か所 4,648 人日分 4,422 人日分 4,623 人日分 4,836 人日分

定員 260 人 452 人 497 人 523 人 548 人

6 人日分 65 人日分 31 人日分 21 人日分

3 人 8 人 6 人 6 人

事業所数 0 か所 0 人日分 0 人日分 0 人日分 14 人日分

定員 0 人 0 人 0 人 0 人 2 人

4 人日分 9 人日分 19 人日分 42 人日分

1 人 2 人 4 人 8 人

障害児相談支援 事業所数 22 か所 145 人 316 人 338 人 361 人

県 1 チーム 1 チーム 1 チーム 1 チーム 1 チーム

市町 4 人 4 人 10 人

圏域 0 人 0 人 0 人令和３(2021)年２月現在0人

居宅訪問型児童発達支援 事業所数 1 か所

医療的ケア児等に対する関連

分野の支援を調整するコー

ディネーターの配置人数

保育所等訪問支援 事業所数 2 か所

医療型児童発達支援

令和３(2021)年２月現在3人

289 人

相談支援

障がい児支援のためのサービス

児童発達支援

放課後等デイサービス

人 304 人

施設入所支援 294 人 295 人 293 人

共同生活援助 248 人 261 人 280

短期入所
（福祉型）

短期入所
（医療型）

（福祉型に含む）

居住系サービス

30 人 31 人

自立訓練
（機能訓練）

自立訓練
（生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援
（Ａ型）

就労継続支援
（Ｂ型）

療養介護

事業所の現状
(令和３(2021)年

1月1日現在）

サービス量実績
(令和２(2020)年

10月分）

令和３(2021)
年度

令和４(2022)
年度

令和５(2023)
年度

32 人 33 人

訪問系サービス

か所

日中活動系サービス

生活介護

居宅介護、重度訪問介護、同

行援護、行動援護、重度障害

者等包括支援

事業所数 77

 

 （４）障害保健福祉圏域における指定障害福祉サービス等の活動指

標の見込み（活動指標は、各年度における１か月あたりの総量を見込んだもの） 
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 （５）障害保健福祉圏域における課題と今後の取組 

① 福祉施設入所者の地域生活への移行 

・ 施設においては、入所者が地域で生活するイメージを持ちにくく、地域において

は、事業としての採算性の問題もあり、入所施設のような24時間体制等の安心し

た生活が維持できるような社会資源が需要に比して著しく少ないといった課題が

あります。 

・ 地域生活を支援するため、生活介護サービスや居住系・訪問系サービスの充実を

図る必要があります。 

・ 地域生活へ移行可能な施設入所者を把握するとともに、施設に対して地域の社会

資源に関する情報提供を行います。 

・ 引き続きグループホームの整備を進めるとともに、訪問系サービスの確保を進め

ます。 

 

② 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」 の構築 

・ 精神障がい者の地域移行を進めるに当たっては、病院や事業者の努力だけでは限

界があり、地域精神保健医療福祉の相互理解に基づく一体的な取組に加え、あら

ゆる人が共生できる社会の実現に向けた取組の推進が必要となっています。 

・ 24時間対応の社会資源が少なく、事業所や支援員によっては、精神障がい者への

支援方法が難しく、対応に差異がでる場合があります。 

・ 市町ごとの保健、医療、福祉関係者による協議の場のあり方を引き続き検討する

とともに、圏域においては、伊勢保健所の取組と連携するなどして、精神障がい

者の地域移行・地域定着を推進する保健、医療、福祉関係者による協議を進めて

いきます。 

・ 圏域において、支援員向けの精神障がい者に対する専門知識や支援に向けた研修

会を開催し、スキルアップをめざします。 

 

③ 地域生活支援拠点等の整備及びその有する機能の充実 

・ 圏域内における社会資源の情報共有や課題・問題点を整理し、早急に面的整備を

行います。 

・ 地域で不足している資源を補うため、引き続き、圏域全体で介護保険事業所に対

して共生型サービスの指定について積極的に働きかけを行います。 
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④ 福祉施設から一般就労への移行 

・ 利用者の就労支援に向けた動機づけを行うための専門的な支援の方法について、

キャリア支援のノウハウや資源が少なく、支援ネットワークも弱いことが依然と

して課題となっています。 

・ 事業所に対して就労支援を高めていくための取組や支援ネットワークの強化に向

けた取組を行います。 

・ 利用者の就労支援ができるよう、就労支援プロセスの段階に関わる支援者が、そ

れぞれの役割に応じた就労準備性の向上のための取組や就労移行のための支援、

職場定着の支援、雇用継続のための支援力や実践力を向上させる取組を行います。 

・ 事業者、企業、地域等に障がいに対する理解を深めてもらえるような取組を行い

ます。 

・ 本人の働きたい思いを高めていくための支援に取り組むとともに、企業等との間

を取り持つための支援の取組を行います。 

 

⑤ 障がい児支援の提供体制の整備等 

・ 圏域内に児童発達支援センターがなく、また、圏域は広範囲かつ多くの市町で構

成されているため、地域において効率的にセンターを設置する必要があります。 

・ 医療的ケアを必要とする障がい児・者とその家族が、住み慣れた地域で安心して

生活するため、訪問看護や通所サービスなどの関係機関が連携し、地域の支援体

制をより一層整備する必要があります。 

・ 圏域内において児童発達支援センターの設置に向けた連携を図ります。 

・ 既設の４圏域合同の三重県南部医療的ケア地域支援連携会議（みえる輪ネット）

と連携して、医療的ケアを必要とする障がい児・者とその家族が住み慣れた地域

で安心して生活できるよう取り組みます。 

 

⑥ 相談支援の提供体制 

・ 専門性の高い相談支援や具体的なサービス資源の提供および計画の推進体制の整

備が求められており、特に郡部では、町単独での基幹相談支援センターの設置や

人材の育成、確保が難しいことが課題になっています。 

・ サービス提供従事者、相談支援従事者等の支援者全般の実践力の向上のため、行

政担当、相談支援従事者のほか、サービス提供従事者で組織した伊勢志摩圏域自

立支援協議会の運営会議が中心となって、研修（倫理・知識・技術）の実施や、

各地域のＯＪＴの場への県スーパーバイザーや地域リーダー等の講師の情報提

供・紹介を引き続き行います。 
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７ 伊賀障害保健福祉圏域プラン 
 

 （１）障害保健福祉圏域の現状 

 構成市町：伊賀市、名張市 

 人口： 161,825人（県全体に占める割合 9.1％） 

 面積： 688㎢（県全体に占める割合 11.9％） 
 

 （２）障害保健福祉圏域における障がい者の状況 
 

項目 人数 

身体障害者手帳所持者（令和 2（2020）年 4月 1日現在） 8,115 人 

療育手帳所持者（令和 2（2020）年 4月 1日現在） 1,626 人 

精神障害者保健福祉手帳所持者（令和 2（2020）年 3月 31 日現在） 1,553 人 

 

 （３）障害保健福祉圏域における令和５（2023）年度の成果目標 

① 福祉施設入所者の地域生活への移行 

項目 目標 

地域生活移行者数 10 人 

施設入所者数減少見込 4 人 

② 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築 

項目 目標 

保健、医療、福祉関係者による協議の場の設置 
複数市による共同

設置 

③ 地域生活支援拠点等の整備 

項目 目標 

地域生活支援拠点等の整備 各市での整備 

地域生活支援拠点等の運用状況の検証及び検討回数 3 回 

④ 福祉施設から一般就労への移行 

項目 目標 

福祉施設から一般就労への移行者数 23 人 

就労移行支援事業を通じて、一般就労に移行する者の数 6 人 

就労継続支援 A型事業を通じて、一般就労に移行する者の数 4 人 

就労継続支援 B型事業を通じて、一般就労に移行する者の数 13 人 

就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者のうち、就労

定着支援事業を利用する者の率 
73.9％ 

就労定着支援事業所のうち、就労定着率が８割以上の事業所の率 80.0％ 
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⑤ 障がい児支援の提供体制の整備等 

項目 目標 

児童発達支援センターの設置 市で 2か所 

保育所等訪問支援を利用できる体制の構築 市で 2か所 

主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所の確保 市で 2か所 

主に重症心身障がい児を支援する放課後等デイサービス事業所の

確保 
市で 2か所 

医療的ケア児等の支援のための関係機関の協議の場 1 か所 

医療的ケア児等の支援のためのコーディネーターの配置 市で配置 

⑥ 相談支援体制の充実・強化等 

項目 目標 

総合的・専門的な相談支援の実施及び地域の相談支援体制の強化

を実施する体制の整備 
市での整備 

⑦ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

項目 目標 

障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構

築 
2 市 
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【伊賀】 

種類

4,160 時間 4,715 時間 4,824 時間 5,060 時間

310 人 356 人 363 人 374 人

事業所数 21 か所 8,814 人日分 8,860 人日分 9,110 人日分 9,360 人日分

定員 452 人 441 人 470 人 485 人 500 人

事業所数 0 か所 44 人日分 55 人日分 55 人日分 55 人日分

定員 0 人 2 人 4 人 4 人 4 人

事業所数 2 か所 344 人日分 309 人日分 327 人日分 345 人日分

定員 12 人 24 人 27 人 29 人 31 人

事業所数 4 か所 280 人日分 470 人日分 502 人日分 550 人日分

定員 38 人 16 人 33 人 35 人 38 人

事業所数 6 か所 1,597 人日分 1,580 人日分 1,650 人日分 1,720 人日分

定員 100 人 79 人 89 人 95 人 101 人

事業所数 25 か所 8,280 人日分 7,890 人日分 8,180 人日分 8,470 人日分

定員 481 人 461 人 465 人 480 人 495 人

就労定着支援 事業所数 4 か所 11 人 14 人 19 人 24 人

事業所数 0 か所

定員 0 人

事業所数 10 か所 534 人日分 920 人日分 970 人日分 1,020 人日分

定員 89 人 55 人 143 人 150 人 158 人

事業所数 1 か所 0 人日分 0 人日分 0 人日分

定員 人 0 人 0 人 0 人

自立生活援助 事業所数 0 か所 0 人 2 人 3 人 3 人

事業所数 11 か所

定員 237 人

事業所数 5 か所

定員 165 人

計画相談支援 事業所数 11 か所 428 人 854 人 867 人 880 人

地域移行支援 事業所数 3 か所 2 人 7 人 8 人 8 人

地域定着支援 事業所数 3 か所 0 人 3 人 4 人 4 人

事業所数 12 か所 543 人日分 440 人日分 485 人日分 530 人日分

定員 127 人 88 人 120 人 130 人 140 人

事業所数 18 か所 3,708 人日分 3,400 人日分 3,560 人日分 3,720 人日分

定員 205 人 269 人 290 人 305 人 320 人

84 人日分 47 人日分 51 人日分 55 人日分

54 人 28 人 32 人 36 人

事業所数 0 か所 0 人日分 4 人日分 4 人日分 4 人日分

定員 0 人 0 人 1 人 1 人 1 人

0 人日分 4 人日分 4 人日分 4 人日分

0 人 1 人 1 人 1 人

障害児相談支援 事業所数 5 か所 118 人 275 人 282 人 289 人

県 1 チーム 1 チーム 1 チーム 1 チーム 1 チーム

市町 2 人 2 人 2 人

圏域 0 人 0 人 0 人令和３(2021)年２月現在0人

居宅訪問型児童発達支援 事業所数 0 か所

医療的ケア児等に対する関連

分野の支援を調整するコー

ディネーターの配置人数

保育所等訪問支援 事業所数 2 か所

医療型児童発達支援

令和３(2021)年２月現在2人

152 人

相談支援

障がい児支援のためのサービス

児童発達支援

放課後等デイサービス

人 260 人

施設入所支援 153 人 155 人 154 人

共同生活援助 209 人 230 人 245

短期入所
（福祉型）

短期入所
（医療型）

（福祉型に含む）

居住系サービス

16 人 18 人

自立訓練
（機能訓練）

自立訓練
（生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援
（Ａ型）

就労継続支援
（Ｂ型）

療養介護

事業所の現状
(令和３(2021)年

1月1日現在）

サービス量実績
(令和２(2020)年

10月分）

令和３(2021)
年度

令和４(2022)
年度

令和５(2023)
年度

20 人 21 人

訪問系サービス

か所

日中活動系サービス

生活介護

居宅介護、重度訪問介護、同

行援護、行動援護、重度障害

者等包括支援

事業所数 63

 

 （４）障害保健福祉圏域における指定障害福祉サービス等の活動指

標の見込み（活動指標は、各年度における１か月あたりの総量を見込んだもの） 
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 （５）障害保健福祉圏域における課題と今後の取組 

① 福祉施設入所者の地域生活への移行 

・ 重度の障がい者が利用できる居住の場や支援体制の確保が求められています。 

・ 施設入所者およびその家族、支援者に向けた取組を進める必要があります。 

・ 地域生活に移行した後の定着を図るための仕組みが求められています。 

・ 引き続き、訪問系サービスの充実やグループホームの整備を進めるとともに、地

域生活に関する情報提供や地域の社会資源見学会の開催などの取組を通じて、施

設入所者および家族の地域生活への移行についての理解促進に取り組みます。 

・ 入所施設に対して地域生活への移行に係る働きかけを行います。 

・ 地域生活への移行に必要な資源等を確保するための協力体制づくりに取り組みま

す。 

・ 地域生活への移行と定着について、関係機関が情報交換等を通じて共通認識を持

って取組を進めます。 

 

② 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」 の構築 

・ 障がい者が望む地域生活に向けたイメージづくりに取り組む必要があります。 

・ 入院患者について高齢化に対応する資源が不足している現状があります。 

・ 地域の住民の障がい者に対する偏見を取り除く必要があります。 

・ 地域の社会資源の見学会等を開催し、入院患者や家族へのアプローチを図ります。 

・ 引き続き、地域の住民に対し精神障がいについての理解を深めてもらうための啓

発を行います。 

・ 地域における生活を支援するため、病院等関係機関と連携します。 

・ 高齢化に対応するため、共生型サービス等の動向を見据え、関係機関と連携しま

す。 

 

③ 地域生活支援拠点等の整備及びその有する機能の充実 

・ 専門的人材の確保や養成、地域の体制づくりを進める必要があります。 

・ 医療面での対応体制を検討する必要があります。 

・ 専門的人材の確保や養成、地域の体制について、基幹相談支援センターが中心と

なり、地域の協議会と協力して、整備を進めます。 

・ 地域生活支援拠点等におけるそれぞれの機能と役割について整理を行います。 
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④ 福祉施設から一般就労への移行 

・ 就労系障害福祉サービス事業所における利用者で可能性があるにもかかわらず、

一般就労につながっていない状況があります。 

・ 就労定着に向けて、一般就労した後の障がい者からの相談に対応できる体制を確

保する必要があります。 

・ 一般就労につなげられるよう、就労系障害福祉サービス事業所等との連携を図り、

課題の検討を進めます。 

・ 企業訪問や研修会を開催すること等により、企業に対する障がい者雇用の啓発を

行います。 

・ 施設外就労の取組や雇用関係機関と連携した就職面接会を実施すること等を通じ

て、一般就労への移行につなげます。 

・ 就労定着事業の推進に関係機関とともに取り組みます。 

 

⑤ 障がい児支援の提供体制の整備等 

・ 障がい児を支援するサービス事業所は増加しているものの、中学生以上を対象と

する事業所や、短期入所事業所を確保する必要があります。 

・ 重症心身障がい児への医療的ケア等の支援体制が必要です。 

・ 障がい児への途切れのない支援の在り方や体制について検討を進めます。 

・ あらゆる障がい児に必要な資源等を確保するための協力体制づくりに取り組みま

す。 

・ 医療的ケア児の把握に努め、また、支援を考えるにじいろネット（５市連携研究

会）において支援体制の強化に努めます。 

 

⑥ 相談支援の提供体制 

・ 計画相談について導入は進んでいますが、相談支援の質の担保を図る必要があり

ます。 

・ 相談支援専門員の不足により専門員への負担が過重になっています。 

・ 相談支援の質の担保を図るため、研修会の開催や相談支援事業所間の情報交換、

事例検討等を行います。 

・ 相談支援の提供体制の整備を図るため、それぞれの相談支援事業所の役割等につ

いて検討を行います。 
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８ 紀北障害保健福祉圏域プラン 
 

 （１）障害保健福祉圏域の現状 

 構成市町：尾鷲市、紀北町 

 人口： 30,471人（県全体に占める割合 1.7％） 

 面積： 449㎢（県全体に占める割合 7.8％） 
 

 （２）障害保健福祉圏域における障がい者の状況 
 

項目 人数 

身体障害者手帳所持者（令和 2（2020）年 4月 1日現在） 1,995 人 

療育手帳所持者（令和 2（2020）年 4月 1日現在） 327 人 

精神障害者保健福祉手帳所持者（令和 2（2020）年 3月 31 日現在） 214 人 

 

 （３）障害保健福祉圏域における令和５（2023）年度の成果目標 

① 福祉施設入所者の地域生活への移行 

項目 目標 

地域生活移行者数 4 人 

施設入所者数減少見込 4 人 

② 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築 

項目 目標 

保健、医療、福祉関係者による協議の場の設置 
複数市町による共

同設置 

③ 地域生活支援拠点等の整備及びその有する機能の充実 

項目 目標 

地域生活支援拠点等の整備 圏域での整備 

地域生活支援拠点等の運用状況の検証及び検討回数 2 回 

④ 福祉施設から一般就労への移行 

項目 目標 

福祉施設から一般就労への移行者数 12 人 

就労移行支援事業を通じて、一般就労に移行する者の数 2 人 

就労継続支援 A型事業を通じて、一般就労に移行する者の数 1 人 

就労継続支援 B型事業を通じて、一般就労に移行する者の数 4 人 

就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者のうち、就労

定着支援事業を利用する者の率 
8.3％ 

就労定着支援事業所のうち、就労定着率が８割以上の事業所の率 100％ 
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⑤ 障がい児支援の提供体制の整備等 

項目 目標 

児童発達支援センターの設置 圏域で 1か所 

保育所等訪問支援を利用できる体制の構築 圏域で 2か所 

主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所の確保 圏域で 2か所 

主に重症心身障がい児を支援する放課後等デイサービス事業所の

確保 
圏域で 2か所 

医療的ケア児等の支援のための関係機関の協議の場 1 か所 

医療的ケア児等の支援のためのコーディネーターの配置 圏域で配置 

⑥ 相談支援体制の充実・強化等 

項目 目標 

総合的・専門的な相談支援の実施及び地域の相談支援体制の強化

を実施する体制の整備 
圏域での整備 

⑦ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

項目 目標 

障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構

築 
2 市町 
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【紀北】 

種類

894 時間 1,065 時間 1,075 時間 1,085 時間

59 人 80 人 81 人 82 人

事業所数 4 か所 2,235 人日分 2,353 人日分 2,422 人日分 2,491 人日分

定員 111 人 112 人 129 人 132 人 135 人

事業所数 0 か所 0 人日分 40 人日分 40 人日分 40 人日分

定員 0 人 0 人 2 人 2 人 2 人

事業所数 0 か所 44 人日分 50 人日分 50 人日分 50 人日分

定員 0 人 2 人 4 人 4 人 4 人

事業所数 0 か所 40 人日分 43 人日分 43 人日分 43 人日分

定員 0 人 2 人 3 人 3 人 3 人

事業所数 0 か所 0 人日分 0 人日分 0 人日分 0 人日分

定員 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

事業所数 6 か所 2,163 人日分 1,976 人日分 1,999 人日分 2,022 人日分

定員 110 人 106 人 114 人 115 人 116 人

就労定着支援 事業所数 0 か所 0 人 1 人 1 人 1 人

事業所数 0 か所

定員 0 人

事業所数 1 か所 37 人日分 65 人日分 65 人日分 65 人日分

定員 4 人 9 人 21 人 21 人 21 人

事業所数 0 か所 0 人日分 0 人日分 0 人日分

定員 0 人 0 人 0 人 0 人

自立生活援助 事業所数 0 か所 0 人 0 人 0 人 0 人

事業所数 4 か所

定員 43 人

事業所数 1 か所

定員 30 人

計画相談支援 事業所数 2 か所 110 人 182 人 187 人 192 人

地域移行支援 事業所数 2 か所 0 人 1 人 1 人 1 人

地域定着支援 事業所数 2 か所 0 人 0 人 0 人 0 人

事業所数 1 か所 2 人日分 7 人日分 7 人日分 9 人日分

定員 10 人 1 人 2 人 2 人 3 人

事業所数 1 か所 188 人日分 256 人日分 284 人日分 312 人日分

定員 10 人 17 人 27 人 29 人 31 人

0 人日分 0 人日分 0 人日分 0 人日分

0 人 0 人 0 人 0 人

事業所数 0 か所 0 人日分 0 人日分 0 人日分 0 人日分

定員 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

0 人日分 0 人日分 0 人日分 0 人日分

0 人 0 人 0 人 0 人

障害児相談支援 事業所数 2 か所 6 人 15 人 16 人 17 人

県 1 チーム 1 チーム 1 チーム 1 チーム 1 チーム

市町 0 人 0 人 0 人

圏域 1 人 1 人 1 人令和３(2021)年２月現在0人

居宅訪問型児童発達支援 事業所数 0 か所

医療的ケア児等に対する関連

分野の支援を調整するコー

ディネーターの配置人数

保育所等訪問支援 事業所数 0 か所

医療型児童発達支援

令和３(2021)年２月現在0人

42 人

相談支援

障がい児支援のためのサービス

児童発達支援

放課後等デイサービス

人 68 人

施設入所支援 43 人 44 人 43 人

共同生活援助 62 人 64 人 66

短期入所
（福祉型）

短期入所
（医療型）

（福祉型に含む）

居住系サービス

6 人 6 人

自立訓練
（機能訓練）

自立訓練
（生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援
（Ａ型）

就労継続支援
（Ｂ型）

療養介護

事業所の現状
(令和３(2021)年
1月1日現在）

サービス量実績
(令和２(2020)年

10月分）

令和３(2021)
年度

令和４(2022)
年度

令和５(2023)
年度

6 人 6 人

訪問系サービス

か所

日中活動系サービス

生活介護

居宅介護、重度訪問介護、同
行援護、行動援護、重度障害
者等包括支援

事業所数 16

 

 （４）障害保健福祉圏域における指定障害福祉サービス等の活動指

標の見込み（活動指標は、各年度における１か月あたりの総量を見込んだもの） 
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 （５）障害保健福祉圏域における課題と今後の取組 

① 福祉施設入所者の地域生活への移行 

・ 地域生活への移行に向けては適切なアセスメントの実施が求められます。 

・ 入所施設に対し地域生活への移行に関する説明や理解を深める取組を図る必要が

あります。 

・ グループホームが整備され、グループホームに移行した者がいるものの、施設か

らの地域移行は困難があることから、訪問系サービスの確保など、できるかぎり

在宅サービスを利用して、施設に入所しなくてよいよう、継続して取り組んでい

きます。 

 

② 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」 の構築 

・ 紀北圏域には精神科病院がなく、紀南圏域や松阪多気圏域の病院に頼っている状

況があります。 

・ 保健所が年２～３回開催する精神障害者情報共有会において、保健所、市町、熊

野病院等の関係機関の連携の下、個別ケースについて検討していきます。 

 

③ 地域生活支援拠点等の整備及びその有する機能の充実 

・ 人材育成や緊急時の受け入れについて検討する必要があります。 

・ 地域生活支援拠点等の整備にかかる部会において、相談支援事業所、グループホ

ーム等の職員が集まり、協議していきます。 

 

④ 福祉施設から一般就労への移行 

・ 利用者の高齢化もあり、一般就労は難しい状況があります。 

・ 一般企業の受入先が少ないため、確保を図る必要があります。 

・ 一般就労後の職場定着について支援する必要があります。 

・ 福祉施設から一般就労への移行に向けて、利用者のステップアップを検討するケ

ース会議の開催に取り組みます。 

・ 就労後の職場定着の支援体制や、就労先の開拓に向けた新しいスタイルの就労に

ついて検討を行います。 

・ 生活困窮者自立支援事業との連携について検討を行います。 
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⑤ 障がい児支援の提供体制の整備等 

・ 圏域に放課後等デイサービス事業所が１か所しかないため、ニーズへの対応を検

討する必要があります。 

・ 圏域内の事業所に対して、放課後等デイサービス事業所の開設について働きかけ

を行い、障がい児支援の提供体制について整備検討を行います。 

 

⑥ 相談支援の提供体制 

・ 引きこもりの方や虐待防止への対応、権利擁護を図るための体制整備を図る必要

があります。 

・ ヘルパーや相談支援専門員など、専門的な人材を確保する必要があります。 

・ サービス等利用計画と個別支援計画についての連動を確保する必要があります。 

・ 社会福祉協議会の相談員による相談支援の確保を図ります。 
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９ 紀南障害保健福祉圏域プラン 
 

 （１）障害保健福祉圏域の現状 

 構成市町：熊野市、御浜町、紀宝町 

 人口： 34,196人（県全体に占める割合 1.9％） 

 面積： 541㎢（県全体に占める割合 9.4％） 
 

 （２）障害保健福祉圏域における障がい者の状況 
 

項目 人数 

身体障害者手帳所持者（令和 2（2020）年 4月 1日現在） 1,873 人 

療育手帳所持者（令和 2（2020）年 4月 1日現在） 391 人 

精神障害者保健福祉手帳所持者（令和 2（2020）年 3月 31 日現在） 273 人 

 

 （３）障害保健福祉圏域における令和５（2023）年度の成果目標 

① 福祉施設入所者の地域生活への移行 

項目 目標 

地域生活移行者数 4 人 

施設入所者数減少見込 3 人 

② 「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」の構築 

項目 目標 

保健、医療、福祉関係者による協議の場の設置 
複数市町による共

同設置 

③ 地域生活支援拠点等の整備及びその有する機能の充実 

項目 目標 

地域生活支援拠点等の整備 圏域での整備 

地域生活支援拠点等の運用状況の検証及び検討回数 6 回 

④ 福祉施設から一般就労への移行 

項目 目標 

福祉施設から一般就労への移行者数 4 人 

就労移行支援事業を通じて、一般就労に移行する者の数 0 人 

就労継続支援 A型事業を通じて、一般就労に移行する者の数 3 人 

就労継続支援 B型事業を通じて、一般就労に移行する者の数 1 人 

就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者のうち、就労

定着支援事業を利用する者の率 
25.0％ 

就労定着支援事業所のうち、就労定着率が８割以上の事業所の率 100％ 
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⑤ 障がい児支援の提供体制の整備等 

項目 目標 

児童発達支援センターの設置 圏域で 1か所 

保育所等訪問支援を利用できる体制の構築 圏域で 3か所 

主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所の確保 圏域で 3か所 

主に重症心身障がい児を支援する放課後等デイサービス事業所の

確保 
圏域で 3か所 

医療的ケア児等の支援のための関係機関の協議の場 1 か所 

医療的ケア児等の支援のためのコーディネーターの配置 圏域で配置 

⑥ 相談支援体制の充実・強化等 

項目 目標 

総合的・専門的な相談支援の実施及び地域の相談支援体制の強化

を実施する体制の整備 
圏域での整備 

⑦ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

項目 目標 

障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構

築 
3 市町 
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【紀南】 

種類

905 時間 1,835 時間 1,852 時間 1,869 時間

62 人 79 人 80 人 81 人

事業所数 4 か所 2,690 人日分 2,733 人日分 2,733 人日分 2,733 人日分
定員 112 人 130 人 137 人 137 人 137 人
事業所数 0 か所 0 人日分 60 人日分 60 人日分 60 人日分
定員 0 人 0 人 3 人 3 人 3 人
事業所数 か所 46 人日分 64 人日分 64 人日分 64 人日分
定員 人 3 人 3 人 3 人 3 人
事業所数 0 か所 50 人日分 82 人日分 82 人日分 82 人日分
定員 0 人 3 人 5 人 5 人 5 人
事業所数 2 か所 285 人日分 346 人日分 346 人日分 346 人日分
定員 20 人 14 人 17 人 17 人 17 人
事業所数 4 か所 1,741 人日分 1,774 人日分 1,794 人日分 1,814 人日分
定員 70 人 86 人 87 人 88 人 89 人

就労定着支援 事業所数 0 か所 0 人 3 人 3 人 3 人
事業所数 0 か所
定員 0 人
事業所数 2 か所 82 人日分 146 人日分 146 人日分 146 人日分
定員 6 人 8 人 17 人 17 人 17 人
事業所数 0 か所 10 人日分 10 人日分 10 人日分
定員 0 人 4 人 4 人 4 人

自立生活援助 事業所数 0 か所 0 人 3 人 3 人 3 人
事業所数 3 か所
定員 53 人
事業所数 2 か所
定員 60 人

計画相談支援 事業所数 12 か所 84 人 97 人 97 人 97 人
地域移行支援 事業所数 1 か所 0 人 4 人 4 人 4 人
地域定着支援 事業所数 1 か所 0 人 3 人 3 人 3 人

事業所数 1 か所 456 人日分 454 人日分 454 人日分 454 人日分
定員 24 人 23 人 26 人 26 人 26 人
事業所数 3 か所 497 人日分 555 人日分 555 人日分 555 人日分
定員 30 人 36 人 37 人 37 人 37 人

0 人日分 3 人日分 3 人日分 3 人日分
0 人 3 人 3 人 3 人

事業所数 0 か所 0 人日分 0 人日分 0 人日分 0 人日分
定員 0 人 0 人 0 人 0 人 0 人

0 人日分 20 人日分 60 人日分 60 人日分
0 人 1 人 3 人 3 人

障害児相談支援 事業所数 7 か所 13 人 22 人 22 人 22 人

県 1 チーム 1 チーム 1 チーム 1 チーム 1 チーム

市町 0 人 0 人 0 人

圏域 1 人 1 人 3 人令和３(2021)年２月現在1人

居宅訪問型児童発達支援 事業所数 0 か所

医療的ケア児等に対する関連分
野の支援を調整するコーディ
ネーターの配置人数

保育所等訪問支援 事業所数 1 か所

医療型児童発達支援

令和３(2021)年２月現在0人

64 人

相談支援

障がい児支援のためのサービス

児童発達支援

放課後等デイサービス

人 69 人

施設入所支援 65 人 66 人 65 人

共同生活援助 64 人 67 人 68

短期入所
（福祉型）
短期入所
（医療型）

（福祉型に含む）

居住系サービス

6 人 7 人

自立訓練
（機能訓練）
自立訓練
（生活訓練）

就労移行支援

就労継続支援
（Ａ型）
就労継続支援
（Ｂ型）

療養介護

事業所の現状
(令和３(2021)年
1月1日現在）

サービス量実績
(令和２(2020)年

10月分）

令和３(2021)
年度

令和４(2022)
年度

令和５(2023)
年度

7 人 7 人

訪問系サービス

か所

日中活動系サービス

生活介護

居宅介護、重度訪問介護、
同行援護、行動援護、重度
障害者等包括支援

事業所数 30

 

 （４）障害保健福祉圏域における指定障害福祉サービス等の活動指

標の見込み（活動指標は、各年度における１か月あたりの総量を見込んだもの） 
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 （５）障害保健福祉圏域における課題と今後の取組 
 

①  福祉施設入所者の地域生活への移行 

・ グループホームを利用したいというニーズはありますが、事業所が増えていない

状況であり体制整備を進めていくことが必要です。 

・ 対象者の状況把握や地域移行を希望する利用者の確認を行います。 

・ グループホームの体験利用の機会の確保に取り組みます。 

・ 地域における支援体制の強化を図ります。 

・ 指定事業所の拡充など、障害福祉サービスの提供基盤の充実を図ります。 

・ 市町広報等による障がい者差別解消、地域共生社会等に係る周知、啓発を行いま

す。 

 

②  「精神障害にも対応した地域包括ケアシステム」 の構築 

・ 関係機関において対象者の状況把握に取り組む必要があります。 

・ 地域における精神障がいに関する理解を深めるための啓発を行う必要があります。 

・ 関係機関の協議ができる体制作りを行います。 

・ 圏域の自立支援協議会等において、関係者による協議を通じて検討を行います。 

・ 民生委員や家族向けの研修会や交流会を実施し、地域における障がいについての

理解を深めます。また、地域の催し、自治会活動等への参加など、障がい者の社

会参画の方法について検討を行います。 

 

③  地域生活支援拠点等の整備及びその有する機能の充実 

・ グループホームや短期入所事業所が少ない状況があります。 

・ 必要な機能ごとに、地域の人材、資源により対応が可能な形を検討します。 

 

④ 福祉施設から一般就労への移行 

・ 障がい者雇用の受け皿や特性に合った仕事、ニーズに沿った事業所が少なく、交

通の便が悪いことなどから就労先の選択が限られる状況があります。 

・ 事業所に通所しているだけでは就労意識を高められていない状況にあります。 

・ 就労体験の場を確保する必要があります。 

・ 就労継続支援事業所の拡充、就労移行支援事業所の設置を図る必要があります。 

・ 障害者就業・生活支援センターを中心として、関係機関が連携した就労支援や事

業所の開拓に取り組みます。また、就労移行支援事業所の設置に向けた検討を行

います。 

・ 農福連携等も含め、新たな雇用の場の開拓を図ります。 
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・ 職場実習を受け入れる企業、事業所等の確保に取り組みます。また、障がい特性

等の理解の促進を図るため、就労継続支援事業所の見学会等を実施します。 

 

⑤ 障がい児支援の提供体制の整備等 

・ 障がい児とその家族を取り巻く地域の課題の把握に取り組む必要があります。 

・ 事業所が遠い、移動手段がないなど、希望どおりに通所できない状況があります。

また、長期休暇中における障害福祉サービスの提供体制の確保が必要です。 

・ ニーズに対応した事業所（放課後等デイサービス、児童発達支援、障害児相談支

援）の数を確保する必要があります。 

・ 専門職（臨床心理士、理学療法士、作業療法士）の相談機関の確保が必要です。 

・ 障がい児専門の指定相談支援事業所が少ないことから、セルフプランで対応する

ケースが多く、相談支援の充実が必要です。 

・ 地域の課題に優先順位をつけて取り組みます。 

・ 放課後等デイサービス事業所の確保をめざします。また、保育所等訪問支援事業

を行い、利用促進に努めます。 

・ 障がい児に係る相談支援の充実を図ります。 

・ 学校との連携強化を図るとともに、途切れのない支援体制の検討を行います。 

・ 中学校卒業後の子どもたちへの学習支援、生活支援体制の検討を行います。 

 

⑥ 相談支援の提供体制 

・ ３障がいに対応した相談員が常駐できる体制を確保する必要があります。 

・ 専門性の高い相談についてフォローできる機関を確保する必要があります。 

・ 相談支援センターの周知に取り組む必要があります。 

・ 祝日、土日、24時間対応の相談支援体制について検討する必要があります。 

・ 圏域における相談支援体制の充実強化や体制づくりの検討を行います。 

・ 関係機関との連携の強化を図るとともに、相談支援センターの充実強化を図りま

す。
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「障がいの有無によって分け隔てられることなく、お互いに人格と個性を尊重し合

いながら共生する社会の実現」という基本理念を実現するため、さまざまな主体との

「協創」により計画を推進します。 

 

１ 県における推進体制 

本計画に基づく障がい者支援施策を着実に推進するため、県の関係機関が集まる会

議において、福祉、保健、医療、労働、教育、住宅などそれぞれの分野が協議・連携

し、施策を総合的に推進します。 

 

２ 県民力による「協創」 

本計画を推進するため、県、市町、団体、県民等が、それぞれの役割を果たし、協

創により、共生社会を実現する必要があります。 

 

 （１）県の役割 

県は、市町で行うことが困難な広域的・専門的な事業の実施や、市町への助言・

指導などを行います。また、積極的に情報提供を行うなど、共生社会に向けた意識

啓発を行います。さらに、県域を超える広域的な課題について、国や地方自治体と

の緊密な連携を図ります。 

 

 （２）市町の役割 

市町は、県民に最も身近な立場として、ニーズを的確に把握し、地域生活を支え

る基礎的でニーズに応じたきめ細かいサービスを提供することが求められていま

す。そのため、福祉、保健、医療、労働、教育、住宅などそれぞれの分野の連携に

よる障がい者施策の計画づくりやその推進などが求められています。 

 

 （３）団体の役割 

社会福祉法人等の福祉や保健、医療に関する各種団体のほか、企業等が積極的に

参加し、地域を支えることが期待されています。また、さまざまなサービス提供を

実施する団体については、多様で質の高いサービス提供が求められています。さら

に、当事者団体等については、利用者のニーズにあったサービス提供のための連携

が期待されます。 

計画の推進体制 第１節 第１節 計画の推進体制
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 （４）県民の役割 

共生社会の実現の主役は、そこに住み地域をよく知っている県民一人ひとりです。

福祉サービスの利用者であり担い手でもある県民一人ひとりの声やニーズ、行動が

その地域の共生社会を実現します。県民一人ひとりが自ら力を発揮する機会を見い

だし、だれひとり取り残さない共生社会づくりに主体的に参画することが期待され

ます。 

 

 

 

本計画を着実に実施していくため、各施策の進捗状況を把握するなど、適切な進行

管理を行います。 

 

１ 計画（Plan） 

本計画により、県の障がい者施策の基本的方向を定めます。 

策定にあたっては、「障害者基本法」に基づく三重県障害者施策推進協議会や、「障

害者総合支援法」に基づく三重県障害者自立支援協議会で意見を聴くとともに、県議

会の常任委員会での審議やパブリックコメントの実施により、いただいた意見を計画

に反映します。 

 

２ 実行（Do） 

本計画に基づき、具体的な施策を展開します。 

施策の展開にあたっては、県の関係機関が集まる会議において、福祉、保健、医療、

労働、教育などそれぞれの分野が協議・連携し、総合的に推進します。 

 

３ 評価（Check） 

本計画に掲げた施策の実施状況について、毎年度、年次報告としてとりまとめます。 

とりまとめた年次報告について、三重県障害者施策推進協議会および三重県障害者

自立支援協議会に報告し、施策の達成状況について、調査等を行います。 

障害保健福祉圏域の取組については、地域（自立支援）協議会において、実施状況

を把握し、分析・評価を行います。また、地域の取組では解決できない課題について、

三重県障害者自立支援協議会に報告し、協議を行います。 

これらの協議会において、現状を多面的に分析し、課題を抽出します。 

 

計画の進行管理（ＰＤＣＡサイクル） 第２節 第２節 計画の進行管理（ＰＤＣＡサイクル）
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４ 改善（Act） 

評価によって、明らかになった施策等の課題について、次年度の施策展開に反映し

ます。また、必要に応じ、県の関係機関が集まる会議において協議・検討を行います。 

障害保健福祉圏域の取組については、地域（自立支援）協議会の運営を支援するこ

とにより、改善を図ります。 

 

 

 

本計画は令和５（2023）年度を目標年度として策定するものですが、計画の進捗状

況や法制度の改正等さまざまな状況の変化により、見直しの必要が生じた場合は、計

画期間中においても、適宜、必要な見直しを行います。 

 

 

 

  

計画の見直し 第３節 第３節 計画の見直し



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料 
 

 

 

１．計画策定の経緯 

２．委員名簿 

３．用語解説 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 182 

 

 

この計画の策定にあたっては、三重県障害者施策推進協議会および三重県障害者自

立支援協議会等において検討を行うとともに、パブリックコメントの実施や県議会医

療保健子ども福祉病院常任委員会における説明等を行いました。 

 

開催日 内容 備考 

令和２年 

７月 10 日 
第１回市町障害福祉計画研修会  

８月 28 日 第２回市町障害福祉計画研修会  

10 月 12 日 県議会医療保健子ども福祉病院常任委員会  

11 月６日 第１回三重県障害者自立支援協議会  

11 月 19 日 第１回三重県障害者施策推進協議会 中間案 

12 月 11 日 県議会医療保健子ども福祉病院常任委員会 中間案 

12 月 16 日 パブリックコメント（１月 15 日まで） 中間案 

令和３年 

２月 12 日 
第２回三重県障害者自立支援協議会（書面開催） 最終案 

２月 12 日 第２回三重県障害者施策推進協議会（書面開催） 最終案 

３月 15 日 県議会医療保健子ども福祉病院常任委員会 最終案 

 

  

１．計画策定の経緯 １．計画策定の経緯
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１ 三重県障害者施策推進協議会委員名簿 
 

氏 名 所 属 

西嶋 秀喜 松阪市健康福祉部障がい福祉課 

浦 幸生 三重労働局職業安定部職業対策課 

中川 悦子  三重県立特別支援学校校長会 

菊池 紀彦 三重大学教育学部 

齋藤 洋一 三重県精神科病院会 ／ 南勢病院 

伊藤 順子 特定非営利活動法人 UD ほっとねっと 

中谷 隆司 公益社団法人三重県障害者団体連合会 

深川 誠子 一般社団法人三重県聴覚障害者協会 

水谷 泉 一般財団法人三重県知的障害者育成会 

松田 美津子 特定非営利活動法人三重県精神保健福祉会 

山本 靜雄 三重県重症心身障害児（者）を守る会 

柿本 宏枝 三重県自閉症協会 

金本 佐知子 脳外傷友の会 三重 TBI ネットワーク 

笠井 政子 三重県特別支援学校ＰＴＡ連絡協議会 

児玉 千春 社会福祉法人三重県視覚障害者協会 

河原 洋紀 特定非営利活動法人三重難病連 

三瀬 正幸 三重県身体障害者福祉施設協議会 

山野 文照 三重県知的障害者福祉協会 

阿部 晋一 こどもライフサポートセンターはーと（名張育成会）  

伊藤 雅彦 株式会社三厚連ウィズ 

 

 

２．委員名簿 ２．委員名簿
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２ 三重県障害者自立支援協議会委員名簿 
 

氏 名 所 属 

長友 薫輝 三重短期大学 

下方 宏明 障がい者相談支援センターソシオ 

中村 弘樹 障害者就業・生活支援センターそういん 

北 哲史 三重県自閉症・発達障害支援センター 

髙村 純子 独立行政法人国立病院機構三重病院 

田中 孝典 三重県身体障害者総合福祉センター 

湯浅 しおり 特定非営利活動法人あいあい 

池田 修一 社会福祉法人聖マッテヤ会 

下口 公未佳 児童発達支援センターめだか 

水井 正幸 社会福祉法人友睦 

藤波 惠子 公益社団法人三重県看護協会 ナーシングヒル・なでしこ 

安田 伸昌 三重県立盲学校 

奥野 育子 株式会社マスヤグループ本社 

高尾 和宏 小規模福祉施設協議会 

種村 奈代子 NPO 法人ピアサポートみえ 

佐藤 竜 NPO 法人ピアサポートみえ スタジオピア 

水谷 友香 特別支援学校 聖母の家学園 

清水 高幸 桑名市障害福祉課 

尾上 聡 大台町町民福祉課 

藤井 由紀子 三重県社会福祉士会権利擁護センターパートナーみえ 
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【あ行】 

 

◆ＩＣＴ 

 Information and Communication Technology の略。情報通信技術。 

 

◆アウトリーチ 

入院という形に頼らず地域で生活することを前提として、在宅精神障がい者等の生活を、保健・

医療・福祉の多職種チームによる訪問を中心とした活動により支援していくこと。 

 

◆アクセシビリティ 

 アクセスのしやすさのこと。情報やサービスなどがどれくらい利用しやすいか、特に障がい者

や高齢者などが不自由なく利用可能かどうかの度合いを示すもの。 

 

◆アセスメント 

 利用者の置かれている環境および日常生活全般の状況等の評価を通じて利用者の希望する生活

および課題等を理解するために、援助に先だって行われる一連の手続。 

 

◆意思疎通支援 

 手話、要約筆記、触手話、指点字等により、障がい者の意思疎通を支援すること。 

 

◆ウェブアクセシビリティ 

 ホームページ（ウェブサイト）を利用するすべての人が、年齢や身体的制約、利用環境等に関

係なく、提供されている情報に問題なくアクセスし、利用できること。 

 

◆ＳＤＧｓ 

 Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）の略。読み方は「エスディージーズ」。 

 持続可能な開発のための国際目標であり、17 の目標と 169 のターゲット（達成基準）で構成さ

れている。 

 

◆Ｌアラート 

情報発信者（自治体等）が発信した避難勧告・指示等の災害情報を情報伝達者（各種メディア

等）に効率的に提供する仕組み。情報伝達者は提供された災害情報をテレビ、ラジオ、携帯電話、

ポータルサイト等のさまざまな媒体を通じて住民に周知する。 

 

◆遠隔手話通訳サービス 

 スマートフォンやタブレット端末を利用して手話オペレーターによる手話通訳を受けることが

できるサービス。 

３．用語解説 ３．用語解説
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◆エンパワメント 

 一人ひとりが潜在的にもっているパワーや個性を引き出すこと。福祉の分野では、本来持って

いる能力を十分に発揮できない状態にある利用者やその家族等に対して、自身の強さを自覚して

行動できるような援助を行うことをいう。 

 

 

【か行】 

◆キャリア教育サポーター 

県立特別支援学校に配置している企業に勤務経験のある外部人材。一般企業への就職を希望す

る高等部生徒の進路希望を実現するため、職業適性アセスメントに基づき、生徒本人の適性を十

分に把握した上で、適した職種・業務と必要な支援の方法を企業に提案する形の職場開拓を行う。 

 

◆共同受注窓口 

 就労継続支援Ｂ型などの就労系障害福祉サービス事業所で働く障がい者の工賃向上を図るため、

共同して受注、品質管理等を行う仕組み。 

 

◆合理的配慮 

 障がい者から社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場合に、その実施に

伴う負担が過重になり過ぎない範囲で、社会的障壁を取り除くために行われる必要かつ適切な調

整等を行うこと。 

 

◆個別計画 

 避難行動要支援者の避難先や避難方法などについて、要支援者本人や家族等とも調整の上、避

難支援者や支援に関する必要事項等を整理した要支援者一人ひとりについて作成される計画。 

 

 

【さ行】 

◆サービス管理責任者 

 所定の障害福祉サービスの提供に係るサービス管理を行う者。 

個々の利用者についての心身の状況の把握（アセスメント）、個別支援計画の作成、定期的な評

価（モニタリング等）を行い、一連のサービス提供におけるプロセス全般に関する責任を担うと

ともに、個々の利用者の障がい特性や生活実態に関する専門的な知識や、個別支援計画の作成・

評価などの技術を持ち、サービス提供の質の向上という役割を担う。 

 

◆サービス等利用計画 

 障害福祉サービス等を利用する時に、障がい者等の心身の状況、置かれている環境、障害福祉

サービス等の利用に関する意向等を勘案し、利用する障害福祉サービス又は地域相談支援の種類

及び内容等を定めた計画。 
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◆ＣＬＭ（Check List in Mie：発達チェックリスト） 

幼稚園、認定こども園、保育所に通う発達障がい児等の行動等を観察し、「個別の指導計画」を

作成するために、県立子ども心身発達医療センター（旧小児心療センターあすなろ学園）が開発

したアセスメントツール。 

 

◆社会的事業所 

 障がいのある人もない人も共に働く、企業等への一般就労や就労系障害福祉サービス事業所に

おける福祉的就労とは異なる、一定の社会的支援のもとに経済活動を行う事業体。 

 

◆就労系障害福祉サービス 

 就労に必要な知識および能力の向上のために必要な訓練を提供する障害福祉サービス。就労移

行支援、就労継続支援（A型、B型）など。 

 

◆障害支援区分 

 障がい者等の障がいの多様な特性その他の心身の状態に応じて必要とされる標準的な支援の度

合を総合的に示すもの。 

 

◆障がい者雇用アドバイザー 

障がい者の職業的自立を促進するため、企業に対し、障がい者の雇用にかかるアドバイスを行

う者。 

 

◆障がい者職業訓練コーディネーター 

障がい者の職業的自立を促進するため、障がい者の態様に応じた多様な職業訓練のコーディネ

ートを行う者。 

 

◆障害保健福祉圏域 

 広域的な相談支援体制等の整備や関係者間のネットワークの構築等により、市町だけでは対応

が困難な課題に広域的に対応するため、福祉事務所、保健所の管轄区域等を勘案しつつ、複数市

町を含む広域圏域として設定している。（県内９障害保健福祉圏域） 

 

◆情報保障 

身体的なハンディキャップにより音声や文字・映像で情報を取得することが困難な障がい者に

対し、社会生活を行う上で必要な情報を障がい者の求める方法で提供すること。人の「知る権利」

を保障するものであり、聴覚障がい者 に対するコミュニケーション支援に対して用いられること

が多い。 
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◆（自立支援）協議会 

 障がい者等への支援の体制の整備を図るため、障害者総合支援法に基づき、県、市町等に設置

される協議会のこと。協議会では、関係機関、障がい者、障がい福祉従事者等が相互の連絡を図

ることにより、地域における障がい者等への支援体制に関する課題について情報を共有し、関係

機関等の連携の緊密化を図るとともに、地域の実情に応じた体制の整備について協議を行う。 

 

◆水福連携 

 「農福連携」の項目を参照してください。 

 

◆スーパーバイズ機能 

 医療的ケア児・者とその家族を支援する支援者からの相談にタイムリーに応じ、支援者に対す

る助言等を行うアドバイス（支援者支援）機能、及び地域の社会資源の診断及び開発等について

の助言等を行うことにより地域づくりを担うコンサルテーション（地域づくり支援）機能を併せ

た持った機能とし、各地域で構築された医療的ケア児・者にかかる４つの地域ネットワーク（e-

ケアネットそういん、e-ケアネットよっかいち、にじいろネット及びみえる輪ネット）単位で各

地域ネットワークが事務局としてスーパーバイズチーム（医療、保健、教育、福祉及び行政等の

複数の関係者で構成）を組織した上で、各地域ネットワークが担う三重県独自の機能。 

 

◆ステップアップカフェ 

 障がい者が一般就労に向けてステップアップできる実践的な訓練の場となるとともに、障がい

者が生き生きと働く姿を発信し、企業や県民の障がい者が働くことに対する理解を深めていくこ

とをめざし、県が関係機関と連携し設置したレストランカフェ。運営は県が公募により選定した

民間事業者が担う。 

【ステップアップカフェ「だいだい食堂」： 所在地 ： 県総合文化センター内「フレンテみえ」 

1 階 津市一身田上津部田１２３４ 】 

 

◆精神障害にも対応した地域包括ケアシステム 

精神障がい者が、地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるために、各

地域の医療、障害福祉・介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合いが包括的に確保された

システム。 

 

◆成年後見制度 

知的障がい、精神障がい、認知症等により、判断能力が不十分な成年者を保護するための制度。

具体的には、判断能力が不十分な人について契約の締結等を代わりに行う代理人などを選任した

り、本人が誤った判断に基づいて契約を締結した場合、それを取り消すことができるようにする

など、これらの人を不利益から守る制度。 
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【た行】 

◆ＤＸ 

 デジタルトランスフォーメーションの略。 

 2004 年にスウェーデンのウメオ大学のエリック・ストルターマン教授が提唱した「ICT の浸透

が人々の生活をあらゆる面でよりよい方向に変化させる」という概念。（総務省「平成 30 年版情

報通信白書」より） 

 

◆ＤＡＩＳＹ図書（デイジー図書） 

  ＤＡＩＳＹとは、Digital Accessible Information SYstem の略で、ＤＡＩＳＹ規格を用いた

デジタル録音による図書製作システムのこと。ＤＡＩＳＹ図書は、見出しから検索して聞きたい

部分をすぐ選べる高度な検索機能をもち、長時間の録音が可能。ＣＤに記録し、再生専用機を使

って利用するのが一般的である。 

 

◆ＤＰＡＴ 

Disaster Psychiatric Assistance Team の略で災害派遣精神医療チームのこと。 

自然災害等の集団災害が発生した場合に、被災地域の精神保健医療ニーズの把握、他の保健医

療体制との連携、各種関係機関等とのマネージメント、専門性の高い精神科医療の提供と精神保

健活動の支援を行う専門的な研修・訓練を受けた専門チーム。 

 

◆ＤＷＡＴ 

 Disaster Welfare Assistance Team の略で災害派遣福祉チームのこと。 

 大規模な災害発生時に避難所等で高齢者、障がい者、子ども等の要配慮者に対して、福祉的支

援を行う組織。 

 

◆テレワーク 

 情報通信技術を活用した、場所や時間の制約を受けずに柔軟に働く勤務形態のこと。 

 

◆電話リレーサービス 

 手話通訳者などがオペレーターとして聴覚や発語に障がいのある方による手話・文字を通訳し、

電話をかけることにより、聴覚や発語に障がいのある方と聴覚障がい者以外の方の意思疎通を仲

介するサービス。 

 

◆特別支援学校版キャリア教育プログラム 

各県立特別支援学校が、計画的・組織的にキャリア教育を進めるため、障がい種別や地域性に

応じて、幼稚部、小学部から高等部まで、各発達段階に応じて育みたい能力や態度を考慮して作

成した計画。 
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【な行】 

◆農業ジョブトレーナー 

障がい者が農業（農作業）に従事する際に、障がい者と農業者をつなぎ、より働きやすいよう

に障がい特性を踏まえ支援する人材。 

 

◆農福連携 

 障がい者等が農林水産業分野で活躍することを通じ、自信や生きがいを持って社会参画を実現

していく取組。障がい者等の就労や生きがいづくりの場を生み出すだけでなく、担い手不足や高

齢化が進む農林水産業分野において、新たな働き手の確保につながる可能性もある。 

 

◆ノンステップバス 

床面を低くして乗降ステップをなくし、だれもが乗り降りしやすいバスのこと。車内段差を小

さくした設計により、乗り降りの時や走行中にも安全性の高い車両。また、補助スロープやニー

リング装置（床面を更に下げる装置）により、車いすでの乗り降りもスムーズに行うことができ

る。 

 

 

【は行】 

◆バリアフリー 

障がいのある人が社会生活をしていく上で障壁（バリア）となるものを除去すること。もとも

と住宅建築用語で登場し、段差等の物理的障壁の除去を指すことが多いが、より広く障がいのあ

る人の社会参加を困難にしている社会的、制度的、心理的なすべての障壁の除去という意味でも

用いられる。 

 

◆バリアフリー観光 

高齢者や障がい者、小さな子ども連れ家族など移動に困難を伴う人たちにも安心して旅行を楽

しんでいただける観光。三重県では、バリアの基準は、障がいの種類、程度、介護の状況によっ

ても異なるという認識のもと、観光情報とともにバリアを乗り越えるための情報提供と相談機能

の強化に取り組んでいる。 

 

◆パーソナルファイル 

本人および保護者が必要な情報（生育歴等）を記入して作成するファイル。日常的な管理も本

人・保護者が行い、学校や関係機関等から提供を受けた情報（個別の教育支援計画、個別の指導

計画、母子手帳、お薬手帳等）を追加して綴じ込んでいくファイル形式のもの。 

 

◆避難行動要支援者 

災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合に自ら避難することが困難な者であって、

その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する者。 
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◆ピアサポーター 

悩んでいる人と同じ体験を持ち支援する仲間をいう。思春期特有の悩みを相談できる同世代の

仲間や、精神障がいに関する体験や思いを同じ精神障がいを持つ人達に伝え、共有することで支

援する、精神に障がいのある当事者等がある。 

 

◆ＰＤＣＡサイクル 

 事業活動における生産管理や品質管理などの管理業務を円滑に進める手法の一つ。 Plan（計画）

→ Do（実行）→ Check（評価）→ Act（改善）の 4 段階を繰り返すことによって、業務を継続

的に改善する。 

 本県の障がい者施策については、計画の策定（Plan）→施策の展開（Do）→実施状況の報告（Check）

→次年度に反映（Act）というサイクルにより、進行管理を図っている。 

 

◆フィジカルディスタンス 

 新型コロナウイルスなどの感染予防のために物理的に一定の距離を保つこと。 

 

◆福祉避難所 

災害発生時に、避難所生活が困難な障がい者や高齢者など、何らかの特別な配慮を必要とする

方が避難する施設。 

 

◆福祉的就労 

 一般就労が困難な障がいのある人が、各種施設や小規模作業所等で職業訓練等を受けながら作

業を行うこと。 

 

◆ヘルプマーク 

援助や配慮を必要としていることが外見からはわからない方（義足、内部障がい、難病、妊娠

初期の方など）が、周囲の方に配慮を必要としていることを知らせることで、援助を得やすくな

ることを目的としたマーク。 

主にカバン等にぶら下げて気づきのサインとして利用する「ヘルプマーク（ストラップ）」と主

に財布等に入れて必要な時に対処法等を周囲に伝える「ヘルプカード」がある。 

 

◆ボッチャ 

重度の脳性麻痺者等の競技スポーツで、パラリンピックの正式競技。 

対戦する一方が赤いボールを、もう一方が青いボールをそれぞれ６球ずつ持ち、どれだけ自分

のボールを目標となる白いボールに近づけるかを競う。 
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【ま行】 

◆三重おもいやり駐車場利用証制度 

障がい者、高齢者、妊産婦、けが人等で、歩行が困難な人の外出を支援するため、公共施設や

商業施設等さまざまな施設に「おもいやり駐車場」を設置するとともに、必要な人に「おもいや

り駐車場」の利用証を交付する制度。 

この制度の導入により、だれが「おもいやり駐車場」を利用できるかを明らかにし、この駐車

場を必要とする人が利用しやすくなることをめざしている。 

 

◆三重県障害者施策推進協議会 

県の障害者施策の総合的、計画的推進および行政機関相互の連絡調整を要する事項を調査審議

するため、障害者基本法に基づき設置されている協議会。 

 

◆三重県障害者自立支援協議会 

 県内の障がい者等への支援体制に関する課題の共有および、相談支援体制の整備状況や課題、

ニーズ等の把握などを協議するため、障害者総合支援法に基づき設置されている協議会。 

 

 

【や行】 

◆ＵＤアドバイザー 

ユニバーサルデザインのまちづくりが住民の暮らしと結びついて県内各地域で展開されるよう、

ユニバーサルデザインの基本的な考え方や「ユニバーサルデザインのまちづくり推進条例」に基

づく整備基準、介添えのノウハウ等について研修を受けた人で、地域における啓発活動等におい

てリーダー的な役割を担っていただく方々。 

 

◆ユニバーサルデザイン 

 障がいの有無や年齢、性別等にかかわらず、最初からできるだけ多くの人が利用可能であるよ

うに施設、製品、制度等をデザインすること。 

 

 

【ら行】 

◆療育手帳 

 児童相談所又は知的障害者更生相談所において、知的障がいがあると判定された方に交付され

る手帳。法律で定められた制度ではなく、都道府県・政令指定都市において、判定基準等の運用

方法を定めて実施されている。交付する自治体によっては名称が異なる場合がある（愛護手帳（名

古屋市）、愛の手帳（東京都）など）。 

 

◆林福連携 

 「農福連携」の項目を参照してください。 
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